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令和７年第１回小山市議会定例会付議事件表 

議 案 番 号 件          名 頁 

議 案 第 １ 号 令和７年度小山市一般会計予算 別冊 

議 案 第 ２ 号 令和７年度小山市国民健康保険特別会計予算 別冊 

議 案 第 ３ 号 令和７年度小山市介護保険特別会計予算 別冊 

議 案 第 ４ 号 令和７年度小山市後期高齢者医療特別会計予算 別冊 

議 案 第 ５ 号 令和７年度小山市病院事業債管理事業特別会計予算 別冊 

議 案 第 ６ 号 令和７年度小山市墓園やすらぎの森事業特別会計予算 別冊 

議 案 第 ７ 号 令和７年度小山市栃木県南地方卸売市場特別会計予算 別冊 

議 案 第 ８ 号 令和７年度小山市与良川水系湛水防除事業特別会計予算 別冊 

議 案 第 ９ 号 令和７年度小山市公共用地先行取得事業特別会計予算 別冊 

議 案第１０号 令和７年度小山市水道事業会計予算 別冊 

議 案第１１号 令和７年度小山市下水道事業会計予算 別冊 

議 案第１２号 令和６年度小山市一般会計補正予算（第７号） ５ 

議 案第１３号 
令和６年度小山市国民健康保険特別会計補正予算（第２

号） 
４７ 

議 案第１４号 令和６年度小山市介護保険特別会計補正予算（第３号） ５６ 

議 案第１５号 
令和６年度小山市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２

号） 
６４ 

議 案第１６号 
令和６年度小山市公共用地先行取得事業特別会計補正予

算（第２号） 
７０ 

議 案第１７号 令和６年度小山市水道事業会計補正予算（第２号） ７２ 

議 案第１８号 令和６年度小山市下水道事業会計補正予算（第２号） ７８ 

議 案第１９号 手と心でつなぐ小山市手話言語条例の制定について ８６ 

議 案第２０号 小山市災害危険区域の指定に関する条例の制定について ８９ 

議 案第２１号 組織改編に伴う関係条例の整備について ９２ 



議 案 番 号 件          名 頁 

議 案第２２号 小山市職員の給与に関する条例等の一部改正について ９６ 

議 案第２３号 
小山市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部

改正について 
１４９ 

議案第２４号 
小山市国民健康保険財政調整基金条例等の一部改正につ

いて 
１５２ 

議案第２５号 小山市使用料手数料審議会条例の一部改正について １５５ 

議案第２６号 小山市公共自転車駐車場条例の一部改正について １５７ 

議案第２７号 小山市有墓地設置条例の一部改正について １６２ 

議案第２８号 小山市国民健康保険税条例の一部改正について １６４ 

議案第２９号 
小山市歯と口腔の健康づくり推進条例の一部改正につい

て 
１６７ 

議案第３０号 小山市手数料条例の一部改正について １７１ 

議案第３１号 財産の取得について １９２ 

議案第３２号 
地方独立行政法人新小山市民病院第４期中期計画の認可

について 
１９３ 

議案第３３号 監査委員の選任について ２１９ 

議案第３４号 教育委員会委員の任命について ２２０ 

議案第３５号 固定資産評価審査委員会委員の選任について ２２１ 

報 告 第 １ 号 専決処分の報告について ２２２ 

報 告 第 ２ 号 専決処分の報告について ２２５ 

 



議案第１２号 

 

令和６年度小山市一般会計補正予算（第７号） 

 

令和６年度小山市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，０８５，６６１千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７９，４５１，５１７千円とする。 

２   歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

（繰越明許費） 

第３条 地方自治法第２１３条第１項の規定により繰越して使用することのできる

経費は、「第３表 繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長  浅 野 正 富 
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　　　　　　　　　　第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳   入 (単位　千円)

款 項

 1 市 税 29,331,410 514,020 29,845,430

 1 市 民 税 12,424,888 514,020 12,938,908

11 地 方 交 付 税 1,982,000 646,957 2,628,957

 1 地 方 交 付 税 1,982,000 646,957 2,628,957

13 分担金及び負担金 668,695 △12,950 655,745

 1 負 担 金 668,695 △12,950 655,745

15 国 庫 支 出 金 13,481,412 403,154 13,884,566

 1 国 庫 負 担 金 9,298,480 66,381 9,364,861

 2 国 庫 補 助 金 4,144,188 336,773 4,480,961

16 県 支 出 金 5,971,028 △121,344 5,849,684

 1 県 負 担 金 3,757,276 △26,475 3,730,801

 2 県 補 助 金 1,595,505 △67,246 1,528,259

 3 委 託 金 618,247 △27,623 590,624

17 財 産 収 入 101,205 280 101,485

 1 財 産 運 用 収 入 63,837 280 64,117

18 寄 付 金 5,301,223 502,500 5,803,723

 1 寄 付 金 5,301,223 502,500 5,803,723

19 繰 入 金 3,746,509 △504,259 3,242,250

 1 基 金 繰 入 金 3,745,498 △504,259 3,241,239

21 諸 収 入 3,366,561 △389,497 2,977,064

 3 貸 付 金 元 利 収 入 2,742,640 △309,497 2,433,143

 5 雑 入 588,063 △80,000 508,063

22 市 債 5,623,500 46,800 5,670,300

 1 市 債 5,623,500 46,800 5,670,300

78,365,856 1,085,661 79,451,517

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳   出 (単位　千円)

款 項

 1 議 会 費 424,222 △5,321 418,901

 1 議 会 費 424,222 △5,321 418,901

 2 総 務 費 14,247,686 830,479 15,078,165

 1 総 務 管 理 費 12,715,742 865,064 13,580,806

 3 戸籍住民基本台帳費 689,753 3,823 693,576

 4 選 挙 費 226,470 △38,408 188,062

 3 民 生 費 28,160,729 △120,407 28,040,322

 1 社 会 福 祉 費 11,114,255 41,291 11,155,546

 2 児 童 福 祉 費 14,381,028 △161,698 14,219,330

 4 衛 生 費 7,081,324 79,132 7,160,456

 1 保 健 衛 生 費 6,242,456 106,632 6,349,088

 2 清 掃 費 838,868 △27,500 811,368

 5 労 働 費 89,540 △9,916 79,624

 1 労 働 諸 費 89,540 △9,916 79,624

 6 農 林 水 産 業 費 1,479,865 77,221 1,557,086

 1 農 業 費 1,459,998 73,728 1,533,726

 2 林 業 費 19,777 3,493 23,270

 7 商 工 費 3,458,599 △164,581 3,294,018

 1 商 工 費 3,458,599 △164,581 3,294,018

 8 土 木 費 8,258,732 △275,490 7,983,242

 1 土 木 管 理 費 480,328 △15,880 464,448

 2 道 路 橋 梁 費 1,809,928 △19,800 1,790,128

 3 河 川 費 1,226,493 △24,000 1,202,493

 4 都 市 計 画 費 4,565,182 △215,810 4,349,372

10 教 育 費 6,353,046 674,544 7,027,590

 2 小 学 校 費 1,300,160 316,200 1,616,360

 3 中 学 校 費 756,488 219,643 976,131

 4 社 会 教 育 費 1,038,885 0 1,038,885

 5 保 健 体 育 費 1,921,961 138,701 2,060,662

78,365,856 1,085,661 79,451,517

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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１ 変　更

総 額 年 度 年 割 額 総 額 年 度 年 割 額

千円 千円 千円 千円

225,000 225,000

770,000 41,000

445,800

283,200

175,000 151,000

3 389,000 564,000 201,200

211,800

一級河川豊穂川
河道整備に伴う
橋梁架け替え事業

564,000

令和
6年度

令和
7年度

令和
7年度

令和
8年度

令和
8年度

河 川 費3土 木 費8

令和
6年度

令和
8年度

令和
9年度

令和
8年度

令和
9年度

995,000

令和
6年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
7年度

第２表　　継  続  費  補  正

No. 款 項 事業名
補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

995,000
一 級 河 川
豊 穂 川 河 道
整 備 事 業

2
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№ 事　　業　　名 金　　額

千円

2,200

5,129

11,725

5,000

18,425

17,062

135,000

20,248

110,838

4,556

58,000

3,438

39,380

4,200

学 童 保 育 館 施 設 整 備 事 業9

児 童 福 祉 費2民 生 費3

19 地 区 道 路 整 備 事 業

一 般 市 道 改 良 事 業18

道 路 橋 梁 費2土 木 費8

17 市 道 １ １ ９ ８ 号 線 道 路 改 良 事 業

16

15 狭 あ い 道 路 整 備 等 促 進 事 業

大 谷 地 区 第 二 期 道 路 整 備 事 業14

市 道 ３ ０ 号 線 道 路 改 良 事 業

6
小 山 駅 東 駐 輪 場 定 期 更 新 機
シ ス テ ム 更 新 事 業

総 務 費2

総 務 管 理 費

8

1

戸 籍 氏 名 振 り 仮 名 記 載 事 業3

第３表　　繰 越 明 許 費　　

款 項

7 地 域 防 災 強 化 事 業

12 7 小 山 市 共 通 商 品 券 発 行 事 業

11 1 保 健 衛 生 費4

商 工 費 1 商 工 費

衛 生 費

10

戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

間 々 田 地 区 新 設 保 育 所 整 備 事 業

市 有 墓 地 整 備 事 業

13 小山駅周辺地区第二期道路整備事業

-9-
-9-

--0123456789



№ 事　　業　　名 金　　額

5,600

588,491

7,000

91,000

50,000

312,930

81,600

55,000

155,700

160,500

30,343

144,300

45,000

79,710

57,491

4,983

款 項

34

33 小 学 校 給 食 維 持 支 援 事 業

中 学 校 ト イ レ 改 修 事 業

31 中 学 校 校 舎 等 照 明 Ｌ Ｅ Ｄ 化 事 業

35 思 川 緑 地 公 園 整 地 等 整 備 事 業

保 健 体 育 費5

教 育 費10

中 学 校 給 食 維 持 支 援 事 業

28 小 学 校 校 舎 等 照 明 Ｌ Ｅ Ｄ 化 事 業

32

小 学 校 ト イ レ 改 修 事 業29

30 中 学 校 修 学 旅 行 等 負 担 軽 減 事 業

27 街 区 公 園 整 備 事 業

8 土 木 費

3 河 川 費

３・４・１０１号城東線道路改良事業26

都 市 計 画 費4

25
城 山 町 三 丁 目 第 二 地 区
市 街 地 再 開 発 事 業

小 山 駅 西 口 周 辺 地 区
南 北 道 路 整 備 事 業

24

23 輪 中 堤 整 備 事 業

防 災 集 団 移 転 促 進 事 業22

21
排 水 強 化 対 策 事 業 （ 豊 穂 川 ・
準 用 河 川 整 備 事 業 ）

羽 川 ・ 喜 沢 ま ち づ く り 整 備 事 業20 2 道 路 橋 梁 費

中 学 校 費3

2 小 学 校 費
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1 変　更

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円   年 千円   年
3.5% 3.5%
以内 以内

普通貸借 普通貸借
6 保育所等施設整備事業 381,900 又は 364,800 又は

証券発行 証券発行

県営土地改良事業 36,800 同上 同上 同上 93,000 同上 同上 同上

道 路 整 備 事 業 1,168,100 同上 同上 同上 1,158,300 同上 同上 同上

排 水 対 策 事 業 632,100 同上 同上 同上 626,800 同上 同上 同上

13,900 同上 同上 同上 8,400 同上 同上 同上

10

11

12

14
小山駅東口駅前広場
再 整 備 事 業

第４表　  地　方　債　補　正

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

　政府資金
について
は、その融
資条件によ
り、銀行そ
の他の場合
にはその債
権者と協定
するものに
よる。ただ
し、市財政
の都合によ
り据置期間
及び償還期
限を延長
し、短縮
し、若しく
は繰上償
還、又は借
換えするこ
とができ
る。

　政府資金
について
は、その融
資条件によ
り、銀行そ
の他の場合
にはその債
権者と協定
するものに
よる。ただ
し、市財政
の都合によ
り据置期間
及び償還期
限を延長
し、短縮
し、若しく
は繰上償
還、又は借
換えするこ
とができ
る。

（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率）

（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率）
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限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円   年 千円   年
3.5% 3.5%
以内 以内

普通貸借 普通貸借
16 土地区画整理事業 124,800 又は 36,100 又は

証券発行 証券発行

小学校施設整備事業 220,300 同上 同上 同上 431,100 同上 同上 同上

中学校施設整備事業 201,800 同上 同上 同上 328,000 同上 同上 同上

臨 時 財 政 対 策 債 300,000 同上 同上 同上 80,000 同上 同上 同上

21

23

26

　政府資金
について
は、その融
資条件によ
り、銀行そ
の他の場合
にはその債
権者と協定
するものに
よる。ただ
し、市財政
の都合によ
り据置期間
及び償還期
限を延長
し、短縮
し、若しく
は繰上償
還、又は借
換えするこ
とができ
る。

　政府資金
について
は、その融
資条件によ
り、銀行そ
の他の場合
にはその債
権者と協定
するものに
よる。ただ
し、市財政
の都合によ
り据置期間
及び償還期
限を延長
し、短縮
し、若しく
は繰上償
還、又は借
換えするこ
とができ
る。

（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率）

（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率）

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後
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　　　　　　　　　　　　歳入歳出補正予算事項別明細書
１．歳　入

 1. 市　　税 29,331,410 514,020 29,845,430

 1. 市　民　税 12,424,888 514,020 12,938,908

 1. 個　　人 9,685,415 27,077 9,712,492

 2. 法　　人 2,739,473 486,943 3,226,416

11. 地方交付税 1,982,000 646,957 2,628,957

 1. 地方交付税 1,982,000 646,957 2,628,957

 1. 地方交付税 1,982,000 646,957 2,628,957

13. 分担金及び負担金 668,695 △12,950 655,745

 1. 負　担　金 668,695 △12,950 655,745

 3. 衛生費負担金 125,097 △12,950 112,147

15. 国庫支出金 13,481,412 403,154 13,884,566

 1. 国庫負担金 9,298,480 66,381 9,364,861

 1. 民生費国庫負担金 9,260,462 66,381 9,326,843

 2. 国庫補助金 4,144,188 336,773 4,480,961

 1. 総務費国庫補助金 2,603,336 286,147 2,889,483

 4. 農林水産業費国庫補助金 1,000 △1,000 0

 5. 土木費国庫補助金 815,939 △116,874 699,065

 7. 教育費国庫補助金 22,751 168,500 191,251

16. 県　支　出　金 5,971,028 △121,344 5,849,684

 1. 県　負　担　金 3,757,276 △26,475 3,730,801

 1. 民生費県負担金 3,728,099 △26,475 3,701,624

 2. 県　補　助　金 1,595,505 △67,246 1,528,259

款　　　項　　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

-14-
-14-

--0123456789



（単位　千円）

節   

 1. 現年課税分 27,077 ○普通徴収分 8,405

○特別徴収分 △27,788

○分離課税分 14,001

○過年度分 32,459

 1. 現年課税分 486,943 ○法人均等割 3,289

○法人税割 483,654

 1. 地方交付税 646,957 ○普通交付税

 1. 保健衛生費負担 △12,950 ○新小山市民病院職員長期給付等共済組合負担金（病院負担分）

金

 1. 社会福祉費負担 66,381 ○保険基盤安定負担金 △13,864

金 ○低所得者保険料軽減負担金 △16,341

○障がい福祉サービス費等負担金 96,586

 1. 総務費補助金 286,147 ○戸籍法改正に伴う戸籍情報システム改修費補助金 3,823

○物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（推奨事業

メニュー分） 279,760

○新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型）

2,564

 1. 農業費補助金 △1,000 ○経営継承・発展等支援事業費補助金

 2. 河川費補助金 △8,000 ○都市基盤河川改修事業交付金

 3. 都市計画費補助 △108,874 ○都市構造再編集中支援事業補助金 △100,639

金 ○社会資本整備総合交付金（住環境整備事業） △8,235

 2. 小学校費補助金 105,400 ○学校施設環境改善交付金

 3. 中学校費補助金 63,100 ○学校施設環境改善交付金

 1. 社会福祉費負担 △26,475 ○保険基盤安定負担金 △66,597

金 ○低所得者保険料軽減負担金 △8,171

○障がい福祉サービス費等負担金 48,293

区 分 金 額
説 明

-15-
-15-

--0123456789



(県　補　助　金)

 2. 民生費県補助金 506,920 △37,727 469,193

 4. 農林水産業費県補助金 384,012 △22,300 361,712

 6. 土木費県補助金 201,570 △8,000 193,570

 8. 教育費県補助金 35,243 781 36,024

 3. 委　託　金 618,247 △27,623 590,624

 1. 総務費委託金 420,460 △27,623 392,837

17. 財　産　収　入 101,205 280 101,485

 1. 財産運用収入 63,837 280 64,117

 2. 利子及び配当金 5,334 280 5,614

18. 寄　付　金 5,301,223 502,500 5,803,723

 1. 寄　付　金 5,301,223 502,500 5,803,723

 1. 総務費寄付金 5,300,220 502,500 5,802,720

19. 繰　入　金 3,746,509 △504,259 3,242,250

 1. 基金繰入金 3,745,498 △504,259 3,241,239

 2. 公共施設等整備基金繰入金 125,360 △4,326 121,034

 4. 小山評定ふるさと応援基金繰入金 2,000,000 △499,933 1,500,067

21. 諸　収　入 3,366,561 △389,497 2,977,064

 3. 貸付金元利収入 2,742,640 △309,497 2,433,143

 2. 労働貸付金元利収入 28,933 △9,916 19,017

補 正 前 の 額 補 正 額 計款　　　項　　　目

-16-
-16-

--0123456789



節   

 1. 社会福祉費補助 △41,151 ○地域医療介護総合確保基金交付金

金

 2. 児童福祉費補助 3,424 ○保育施設等物価高騰対策事業費補助金

金

 1. 農業費補助金 △22,300 ○農地集積・集約化対策事業費補助金 △4,800

○集落営農活性化プロジェクト促進事業費補助金 △2,500

○新規就農総合支援事業費補助金 △15,000

 1. 河川費補助金 △8,000 ○都市基盤河川改修事業交付金

 2. 社会教育費補助 781 ○学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金

金

 3. 選挙費委託金 △27,623 ○栃木県知事選挙委託金 △17,707

○衆議院議員総選挙委託金 △9,916

 1. 利子及び配当金 280 ○小山評定ふるさと応援基金利子

 1. 総務費寄付金 502,500 ○総務費寄付金 2,500

○小山評定ふるさと応援寄付金 500,000

 1. 公共施設等整備 △4,326 ○公共施設等整備基金繰入金

基金繰入金

 1. 小山評定ふるさ △499,933 ○小山評定ふるさと応援基金繰入金

と応援基金繰入

金

 1. 勤労者融資貸付 △9,916 ○勤労者住宅資金融資預託金回収金

金回収金

区 分 金 額
説 明

-17-
-17-

--0123456789



(貸付金元利収入)

 3. 商工貸付金元利収入 2,705,001 △299,581 2,405,420

 5. 雑　　入 588,063 △80,000 508,063

 6. 雑　　入 588,039 △80,000 508,039

22. 市　　債 5,623,500 46,800 5,670,300

 1. 市　　債 5,623,500 46,800 5,670,300

 2. 民　生　債 449,500 △17,100 432,400

 3. 農林水産業債 142,200 56,200 198,400

 4. 土　木　債 2,285,500 △109,300 2,176,200

 6. 教　育　債 570,200 337,000 907,200

 7. 臨時財政対策債 300,000 △220,000 80,000

78,365,856 1,085,661 79,451,517歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計款　　　項　　　目

-18-
-18-

--0123456789



節   

 1. 中小企業事業資 △299,581 ○中小企業事業資金融資預託金回収金 △170,851

金等融資貸付金 ○近代化施設資金融資預託金回収金 △20,970

回収金 ○工業振興資金融資預託金回収金 △107,760

 1. 総務費雑入 △80,000 ○デジタル基盤改革支援補助金

 1. 児童福祉債 △17,100 ○保育所等施設整備事業債

 1. 農業債 56,200 ○県営土地改良事業債

 1. 道路橋梁債 △15,100 ○道路整備事業債 △9,800

○排水対策事業債 △5,300

 2. 都市計画債 △94,200 ○小山駅東口駅前広場再整備事業債 △5,500

○土地区画整理事業債 △88,700

 1. 小学校債 210,800 ○小学校施設整備事業債

 2. 中学校債 126,200 ○中学校施設整備事業債

 1. 臨時財政対策債 △220,000 ○臨時財政対策債

金 額
説 明

区 分

-19-
-19-

--0123456789



２．歳　出

　款　　項　　目

 1. 議　会　費 424,222 △5,321 418,901 △5,321

 1. 議　会　費 424,222 △5,321 418,901 △5,321

 1. 議　会　費 424,222 △5,321 418,901 △5,321

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源
補正前 の 額

-20-
-20-

--0123456789



 1. 議会費 （単位　千円）

節       

 1. 報 酬 △4,165 ○議員報酬等

 3. 職 員 手 当 等 △1,156

区 分 金 額
説 明

-21-
-21-

--0123456789



　款　　項　　目

 2. 総　務　費 14,247,686 830,479 15,078,165 399,544 430,935

 1. 総務管理費 12,715,742 865,064 13,580,806 423,344 441,720

 4. 財産管理費 708,335 439,601 1,147,936 439,601

 7. 企画調整費 6,503,304 421,780 6,925,084 420,780 1,000

 9. 災害対策費 168,545 3,683 172,228 2,564 1,119

 3. 戸籍住民基本台帳 689,753 3,823 693,576 3,823 0

費

 1. 戸籍住民基本台 689,753 3,823 693,576 3,823 0

帳費

 4. 選　挙　費 226,470 △38,408 188,062 △27,623 △10,785

 3. 栃木県知事選挙 60,272 △17,708 42,564 △17,707 △1

費

補正前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

-22-
-22-

--0123456789



 2. 総務費

節       

特定財源内訳

国庫支出金 6,387 県支出金 △27,623

財産収入 280 寄付金 500,500

諸収入 △80,000

特定財源内訳

国庫支出金 2,564 財産収入 280

寄付金 500,500 諸収入 △80,000

24. 積 立 金 439,601 ○財政調整基金

特定財源内訳

財産収入 280 寄付金 500,500

諸収入 △80,000

11. 役 務 費 56,000 ○小山評定ふるさと応援事業費 76,000 

12. 委 託 料 △60,000 ○小山評定ふるさと応援基金積立金 424,280 

24. 積 立 金 425,780 ○基幹系業務システム事業費 △80,000 

○グラウンドワーク基金積立金 1,500 

特定財源内訳

国庫支出金 2,564

17. 備 品 購 入 費 3,683 ○地域防災強化事業費

特定財源内訳

国庫支出金 3,823

特定財源内訳

国庫支出金 3,823

10. 需 用 費 3,823 ○戸籍氏名振り仮名記載事業費

特定財源内訳

県支出金 △27,623

特定財源内訳

県支出金 △17,707

 1. 報 酬 △455 ○報酬 △455 

 3. 職 員 手 当 等 △9,103 投票立会人 △247     

 7. 報 償 費 △263 開票立会人 △18     

 8. 旅 費 △14 投票管理者 △190     

10. 需 用 費 △3,529 ○職員手当等 △9,103 

11. 役 務 費 △1,604 ○事務費 △8,150 

12. 委 託 料 △1,354

13. 使 用 料 及 び △1,386

賃 借 料

区 分 金 額
説 明

-23-
-23-

--0123456789



　款　　項　　目

(選　挙　費)

 4. 小山市長選挙費 57,954 △10,564 47,390 △10,564

 5. 衆議院議員総選 73,160 △10,136 63,024 △9,916 △220

挙費

補正前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

-24-
-24-

--0123456789



 2. 総務費

節       

 1. 報 酬 △338 ○報酬 △338 

 3. 職 員 手 当 等 △79 投票立会人 △156     

 7. 報 償 費 △191 選挙立会人 △18     

 8. 旅 費 △20 選挙長 △11     

10. 需 用 費 △1,829 投票管理者 △153     

11. 役 務 費 △1,329 ○職員手当等 △79 

12. 委 託 料 △2,299 ○事務費 △10,147 

13. 使 用 料 及 び △626

賃 借 料

18. 負 担 金 補 助 △3,853

及 び 交 付 金

特定財源内訳

県支出金 △9,916

 1. 報 酬 △305 ○報酬 △305 

 3. 職 員 手 当 等 △4,765 投票立会人 △135     

 7. 報 償 費 △273 開票立会人 △35     

 8. 旅 費 △9 投票管理者 △135     

10. 需 用 費 △2,333 ○職員手当等 △4,765 

11. 役 務 費 △558 ○事務費 △5,066 

12. 委 託 料 △9

13. 使 用 料 及 び △1,389

賃 借 料

17. 備 品 購 入 費 △495

区 分 金 額
説 明

-25-
-25-

--0123456789



　款　　項　　目

 3. 民　生　費 28,160,729 △120,407 28,040,322 △19,247 △101,160

 1. 社会福祉費 11,114,255 41,291 11,155,546 △1,245 42,536

 1. 社会福祉総務費 2,623,442 △80,255 2,543,187 △60,192 △20,063

 5. 老人福祉費 2,457,916 △44,601 2,413,315 △65,663 21,062

 7. 老人保健対策費 2,037,158 △27,025 2,010,133 △20,269 △6,756

 9. 障がい者自立支 3,276,927 193,172 3,470,099 144,879 48,293

援費

 2. 児童福祉費 14,381,028 △161,698 14,219,330 △18,002 △143,696

 1. 児童福祉総務費 4,324,282 6,919 4,331,201 1,566 5,353

 3. 保　育　所　費 2,003,189 △170,475 1,832,714 △21,426 △149,049

 4. 児童福祉施設費 5,854,204 1,858 5,856,062 1,858 0

補正前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

-26-
-26-

--0123456789



 3. 民生費

節       

特定財源内訳

国庫支出金 66,381 県支出金 △64,202

繰入金 △4,326 市債 △17,100

特定財源内訳

国庫支出金 66,381 県支出金 △67,626

特定財源内訳

国庫支出金 △13,864 県支出金 △46,328

27. 繰 出 金 △80,255 ○国民健康保険特別会計繰出金

特定財源内訳

国庫支出金 △16,341 県支出金 △49,322

18. 負 担 金 補 助 △41,151 ○看護小規模多機能型居宅介護事業所整備事業費 △41,151 

及 び 交 付 金 ○介護保険特別会計繰出金 △3,450 

27. 繰 出 金 △3,450

特定財源内訳

県支出金 △20,269

27. 繰 出 金 △27,025 ○後期高齢者医療特別会計繰出金

特定財源内訳

国庫支出金 96,586 県支出金 48,293

19. 扶 助 費 193,172 ○障がい者介護給付費

特定財源内訳

県支出金 3,424 繰入金 △4,326

市債 △17,100

特定財源内訳

県支出金 1,566

18. 負 担 金 補 助 1,566 ○国県負担金等過年度償還金 5,353 

及 び 交 付 金 ○学童保育クラブ燃料費等支援金 920 

22. 償 還 金 利 子 5,353 ○認可外保育施設燃料費等支援金 646 

及 び 割 引 料

特定財源内訳

繰入金 △4,326 市債 △17,100

13. 使 用 料 及 び △149,049 ○公立保育所整備事業費 △170,475 

賃 借 料 間々田地区新設保育所整備事業費 △128,088     

16. 公 有 財 産 △21,426 もみじ保育所整備事業費 △42,387     

購 入 費

特定財源内訳

県支出金 1,858

18. 負 担 金 補 助 1,858 ○民間保育所等燃料費等支援金

及 び 交 付 金

区 分 金 額
説 明

-27-
-27-

--0123456789



　款　　項　　目

 4. 衛　生　費 7,081,324 79,132 7,160,456 △12,950 92,082

 1. 保健衛生費 6,242,456 106,632 6,349,088 △12,950 119,582

 1. 保健衛生総務費 3,880,149 106,632 3,986,781 △12,950 119,582

 2. 清　掃　費 838,868 △27,500 811,368 △27,500

 1. 清掃総務費 838,868 △27,500 811,368 △27,500

補正前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

-28-
-28-

--0123456789



 4. 衛生費

節       

特定財源内訳

分担金及び負担金 △12,950

特定財源内訳

分担金及び負担金 △12,950

特定財源内訳

分担金及び負担金 △12,950

18. 負 担 金 補 助 △25,900 ○新小山市民病院職員長期給付等共済組合負担金 △25,900 

及 び 交 付 金 ○国県負担金等過年度償還金 132,532 

22. 償 還 金 利 子 132,532

及 び 割 引 料

 7. 報 償 費 △500 ○ごみ減量化対策事業費

10. 需 用 費 △1,000

11. 役 務 費 △1,000

18. 負 担 金 補 助 △25,000

及 び 交 付 金

区 分 金 額
説 明

-29-
-29-

--0123456789



　款　　項　　目

 5. 労　働　費 89,540 △9,916 79,624 △9,916 0

 1. 労　働　諸　費 89,540 △9,916 79,624 △9,916 0

 1. 労　働　諸　費 42,871 △9,916 32,955 △9,916 0

補正前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

-30-
-30-

--0123456789



 5. 労働費

節       

特定財源内訳

諸収入 △9,916

特定財源内訳

諸収入 △9,916

特定財源内訳

諸収入 △9,916

20. 貸 付 金 △9,916 ○勤労者住宅資金支援事業費

区 分 金 額
説 明

-31-
-31-

--0123456789



　款　　項　　目

 6. 農林水産業費 1,479,865 77,221 1,557,086 32,900 44,321

 1. 農　業　費 1,459,998 73,728 1,533,726 32,900 40,828

 2. 農業総務費 535,369 △7,300 528,069 △7,300 0

 3. 農業振興費 203,281 △17,000 186,281 △16,000 △1,000

 5. 農　地　費 667,326 98,028 765,354 56,200 41,828

 2. 林　業　費 19,777 3,493 23,270 3,493

 1. 林業振興費 19,777 3,493 23,270 3,493

補正前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

-32-
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 6. 農林水産業費

節       

特定財源内訳

国庫支出金 △1,000 県支出金 △22,300

寄付金 2,000 繰入金 △2,000

市債 56,200

特定財源内訳

国庫支出金 △1,000 県支出金 △22,300

寄付金 2,000 繰入金 △2,000

市債 56,200

特定財源内訳

県支出金 △7,300 寄付金 2,000

繰入金 △2,000

18. 負 担 金 補 助 △7,300 ○担い手・農地総合対策事業費 △7,300 

及 び 交 付 金 ○環境にやさしい農業推進事業費

特定財源内訳

国庫支出金 △1,000 県支出金 △15,000

18. 負 担 金 補 助 △17,000 ○新規就農者育成事業費

及 び 交 付 金

特定財源内訳

市債 56,200

18. 負 担 金 補 助 98,028 ○県営経営体育成基盤整備事業費 51,150 

及 び 交 付 金 ○県営水利施設等保全高度化事業費 26,878 

○県営農地中間管理機構関連農地整備事業費 20,000 

24. 積 立 金 3,493 ○森林環境譲与税基金積立金

区 分 金 額
説 明
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　款　　項　　目

 7. 商　工　費 3,458,599 △164,581 3,294,018 △187,365 22,784

 1. 商　工　費 3,458,599 △164,581 3,294,018 △187,365 22,784

 2. 商業振興費 2,838,946 △56,821 2,782,125 △79,605 22,784

 3. 工業振興費 373,385 △107,760 265,625 △107,760 0

補正前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

-34-
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 7. 商工費

節       

特定財源内訳

国庫支出金 112,216 諸収入 △299,581

特定財源内訳

国庫支出金 112,216 諸収入 △299,581

特定財源内訳

国庫支出金 112,216 諸収入 △191,821

18. 負 担 金 補 助 135,000 ○小山市共通商品券発行事業費 135,000 

及 び 交 付 金 ○中小企業事業資金融資預託金 △170,851 

20. 貸 付 金 △191,821 ○近代化施設資金融資預託金 △20,970 

特定財源内訳

諸収入 △107,760

20. 貸 付 金 △107,760 ○工業振興資金融資預託金

区 分 金 額
説 明
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　款　　項　　目

 8. 土　木　費 8,258,732 △275,490 7,983,242 △237,774 △37,716

 1. 土木管理費 480,328 △15,880 464,448 △15,880

 1. 土木総務費 323,965 △15,880 308,085 △15,880

 2. 道路橋梁費 1,809,928 △19,800 1,790,128 △18,700 △1,100

 3. 道路新設改良費 785,290 △19,800 765,490 △18,700 △1,100

 3. 河　川　費 1,226,493 △24,000 1,202,493 △21,300 △2,700

 1. 河川総務費 1,226,493 △24,000 1,202,493 △21,300 △2,700

 4. 都市計画費 4,565,182 △215,810 4,349,372 △197,774 △18,036

 1. 都市計画総務費 1,093,078 △42,170 1,050,908 △25,135 △17,035

 2. 土地区画整理費 424,415 △146,640 277,775 △148,739 2,099

補正前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

-36-
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 8. 土木費

節       

特定財源内訳

国庫支出金 △116,874 県支出金 △8,000

繰入金 △3,600 市債 △109,300

23. 投 資 及 び △15,880 ○思川開発事業費

出 資 金

特定財源内訳

国庫支出金 △8,900 市債 △9,800

特定財源内訳

国庫支出金 △8,900 市債 △9,800

14. 工 事 請 負 費 △19,800 ○小山駅周辺地区第二期道路整備事業費

特定財源内訳

国庫支出金 △8,000 県支出金 △8,000

市債 △5,300

特定財源内訳

国庫支出金 △8,000 県支出金 △8,000

市債 △5,300

14. 工 事 請 負 費 △24,000 ○排水強化対策事業費（豊穂川整備事業）

特定財源内訳

国庫支出金 △99,974 繰入金 △3,600

市債 △94,200

特定財源内訳

国庫支出金 △16,035 繰入金 △3,600

市債 △5,500

12. 委 託 料 △20,700 ○コミュニティバス運営事業費 △5,000 

17. 備 品 購 入 費 △5,000 ○小山駅東口駅前広場再整備事業費 △14,000 

18. 負 担 金 補 助 △16,470 ○ウォーカブルなまちづくり推進事業費 △4,000 

及 び 交 付 金 ○城山町三丁目第二地区市街地再開発事業費 △19,170 

        

  

特定財源内訳

国庫支出金 △60,039 市債 △88,700

区 分 金 額
説 明

-37-
-37-

--0123456789



　款　　項　　目

(都市計画費)

(土地区画整理

費)

 6. 公　園　費 971,368 △27,000 944,368 △23,900 △3,100

補正前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源
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 8. 土木費

節       

16. 公 有 財 産 △88,600 ○小山東部第一地区内公園整備事業費 △77,600 

購 入 費 ○粟宮新都心第一土地区画整理事業費 △69,040 

18. 負 担 金 補 助 △58,040

及 び 交 付 金

特定財源内訳

国庫支出金 △23,900

14. 工 事 請 負 費 △22,000 ○街区公園整備事業費

16. 公 有 財 産 △5,000

購 入 費

説 明
区 分 金 額

-39-
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　款　　項　　目

10. 教　育　費 6,353,046 674,544 7,027,590 673,407 1,137

 2. 小　学　校　費 1,300,160 316,200 1,616,360 316,200 0

 3. 学校建設費 294,796 316,200 610,996 316,200 0

 3. 中　学　校　費 756,488 219,643 976,131 219,643 0

 2. 教育振興費 52,430 30,343 82,773 30,343 0

 3. 学校建設費 275,200 189,300 464,500 189,300 0

 4. 社会教育費 1,038,885 0 1,038,885 363 △363

 1. 社会教育総務費 143,372 0 143,372 363 △363

 6. 青　少　年　費 85,052 0 85,052 0

 5. 保健体育費 1,921,961 138,701 2,060,662 137,201 1,500

 1. 保健体育総務費 160,848 1,500 162,348 1,500

 2. 小学校給食費 661,652 79,710 741,362 79,710 0

 3. 中学校給食費 305,660 57,491 363,151 57,491 0

一 般 財 源
補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
補正前 の 額

-40-
-40-

--0123456789



10. 教育費

節       

特定財源内訳

国庫支出金 336,044 県支出金 781

繰入金 △418 市債 337,000

特定財源内訳

国庫支出金 105,400 市債 210,800

特定財源内訳

国庫支出金 105,400 市債 210,800

14. 工 事 請 負 費 316,200 ○小学校校舎等照明ＬＥＤ化事業費 155,700 

○小学校トイレ改修事業費 160,500 

特定財源内訳

国庫支出金 93,443 市債 126,200

特定財源内訳

国庫支出金 30,343

10. 需 用 費 150 ○中学校修学旅行等負担軽減事業費

11. 役 務 費 193

18. 負 担 金 補 助 30,000

及 び 交 付 金

特定財源内訳

国庫支出金 63,100 市債 126,200

14. 工 事 請 負 費 189,300 ○中学校校舎等照明ＬＥＤ化事業費 144,300 

○中学校トイレ改修事業費 45,000 

特定財源内訳

県支出金 781 繰入金 △418

特定財源内訳

県支出金 363

○家庭教育推進事業費

○学びの教室事業費

特定財源内訳

県支出金 418 繰入金 △418

○放課後子ども教室推進事業費

特定財源内訳

国庫支出金 137,201

 7. 報 償 費 1,500 ○スポーツ大会出場祝金等事業費

特定財源内訳

国庫支出金 79,710

10. 需 用 費 79,710 ○小学校給食維持支援事業費

特定財源内訳

国庫支出金 57,491

区 分 金 額
説 明
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　款　　項　　目

(保健体育費)

(中学校給食費)

78,365,856 1,085,661 79,451,517 638,599 447,062歳 出 合 計

補正前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源
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10. 教育費

節       

10. 需 用 費 57,491 ○中学校給食維持支援事業費

特定財源内訳

分担金及び負担金 △12,950 国庫支出金 403,154

県支出金 △121,344 財産収入 280

寄付金 502,500 繰入金 △10,344

諸収入 △389,497 市債 266,800

説 明
区 分 金 額
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令和６年度  地方債現在高の見込に関する調書

(単位 千円)

令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末

現 在 高 現 在 高 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現在高見込額

 １　普    通    債 42,721,854 44,649,869 4,228,900 3,250,030 45,628,739

(1) 総 務 12,583,998 13,233,527 330,100 380,320 13,183,307

(2) 民 生 410,688 510,335 415,900 16,148 910,087

(3) 衛 生 1,098,307 1,014,957 2,500 123,817 893,640

(4) 労 働 45,400 45,400 0 2,840 42,560

(5) 農 林 水 産 業 2,102,139 2,000,774 381,800 392,276 1,990,298

(6) 土 木 18,250,440 19,136,327 1,921,800 1,654,715 19,403,412

(7) 消 防 1,560,861 1,625,271 271,300 333,379 1,563,192

(8) 教 育 6,670,021 7,083,278 905,500 346,535 7,642,243

351,725 286,768 0 65,004 221,764

(1) 農 林 水 産 業 35,908 30,737 0 5,174 25,563

(2) 土 木 301,872 244,649 0 57,265 187,384

(3) 教 育 13,945 11,382 0 2,565 8,817

 3  そ    の    他 14,890,726 13,343,267 1,240,000 2,706,126 11,877,141

(1) 150,798 86,214 0 47,790 38,424

(2) 0 0 0 0 0

(3) 803,700 790,980 0 35,017 755,963

(4) 13,936,228 12,466,073 1,240,000 2,623,319 11,082,754

57,964,305 58,279,904 5,468,900 6,021,160 57,727,644

臨時財政対策債

合   計

区             分
令 和 ６ 年 度 中 増 減 見 込

 2  災  害  復  旧  債

減 税 補 て ん 債

臨時税収補てん債

減 収 補 て ん 債
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議案第１３号 

 

令和６年度小山市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

令和６年度小山市の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定める

ところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２０１，５９９千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１５，９６８，０２１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長  浅 野 正 富 
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　　　　　　　　　　第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳   入 (単位　千円)

款 項

 4 国 庫 支 出 金 1 12,324 12,325

 1 国 庫 補 助 金 1 12,324 12,325

 5 県 支 出 金 11,610,641 △12,197 11,598,444

 1 県負担金・補助金 11,610,640 △12,197 11,598,443

 6 財 産 収 入 187 633 820

 1 財 産 運 用 収 入 186 633 819

 7 繰 入 金 1,190,730 △80,255 1,110,475

 1 他 会 計 繰 入 金 1,190,730 △80,255 1,110,475

 8 繰 越 金 243,450 △122,104 121,346

 1 繰 越 金 243,450 △122,104 121,346

16,169,620 △201,599 15,968,021

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

-48--48-
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歳   出 (単位　千円)

款 項

 1 総 務 費 267,319 0 267,319

 1 総 務 管 理 費 189,761 0 189,761

 3
国民健康保険事業
費 納 付 金

4,231,643 △202,277 4,029,366

 1 医 療 給 付 費 分 2,731,021 △201,014 2,530,007

 2 後期高齢者支援金分 1,121,596 △89 1,121,507

 3 介 護 納 付 金 分 379,026 △1,174 377,852

 6 積 立 金 186 678 864

 1 基 金 積 立 金 186 678 864

16,169,620 △201,599 15,968,021

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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　　　　　　　　　　　　歳入歳出補正予算事項別明細書
１．歳　入

 4. 国庫支出金 1 12,324 12,325

 1. 国庫補助金 1 12,324 12,325

 1. 災害臨時特例補助金 1 127 128

 2. 社会保障・税番号制度システム整備費補 0 12,197 12,197

助金

 5. 県　支　出　金 11,610,641 △12,197 11,598,444

 1. 県負担金・補助金 11,610,640 △12,197 11,598,443

 1. 保険給付費等交付金 11,610,640 △12,197 11,598,443

 6. 財　産　収　入 187 633 820

 1. 財産運用収入 186 633 819

 1. 利子及び配当金 186 633 819

 7. 繰　入　金 1,190,730 △80,255 1,110,475

 1. 他会計繰入金 1,190,730 △80,255 1,110,475

 1. 一般会計繰入金 1,190,730 △80,255 1,110,475

 8. 繰　越　金 243,450 △122,104 121,346

 1. 繰　越　金 243,450 △122,104 121,346

 1. 繰　越　金 243,450 △122,104 121,346

16,169,620 △201,599 15,968,021歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計款　　　項　　　目

-50-
-50-

--0123456789



（単位　千円）

節   

 1. 災害臨時特例補 127 ○災害臨時特例補助金

助金

 1. 社会保障・税番 12,197 ○社会保障・税番号制度システム整備費補助金

号制度システム

整備費補助金

 2. 保険給付費等交 △12,197 ○特別調整交付金分

付金（特別交付

金）

 1. 利子及び配当金 633 ○国保財政調整基金利子 625

○高額療養資金貸付基金利子 8

 1. 保険基盤安定繰 △78,789 ○保険基盤安定繰入金

入金

 2. 未就学児均等割 △1,946 ○未就学児均等割保険税繰入金

保険税繰入金

 3. 産前産後保険税 480 ○産前産後保険税繰入金

繰入金

 1. 前年度繰越金 △122,104 ○前年度繰越金

説 明
区 分 金 額

-51-
-51-

--0123456789



２．歳　出

　款　　項　　目

 1. 総　務　費 267,319 0 267,319 0

 1. 総務管理費 189,761 0 189,761 0

 1. 一般管理費 186,221 0 186,221 0

 3. 国民健康保険事業費 4,231,643 △202,277 4,029,366 △80,255 △122,022

納付金

 1. 医療給付費分 2,731,021 △201,014 2,530,007 △107,011 △94,003

 1. 一般被保険者医 2,731,021 △201,014 2,530,007 △107,011 △94,003

療給付費分

 2. 後期高齢者支援金 1,121,596 △89 1,121,507 20,104 △20,193

分

 1. 一般被保険者後 1,121,596 △89 1,121,507 20,104 △20,193

期高齢者支援金

分

 3. 介護納付金分 379,026 △1,174 377,852 6,652 △7,826

 1. 介護納付金分 379,026 △1,174 377,852 6,652 △7,826

 6. 積　立　金 186 678 864 633 45

 1. 基金積立金 186 678 864 633 45

 1. 国保財政調整基 185 670 855 625 45

金積立金

 2. 高額療養資金貸 1 8 9 8 0

付基金積立金

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

-52-
-52-

--0123456789



（単位　千円）

節       

特定財源内訳

国庫支出金 12,197 県支出金 △12,197

特定財源内訳

国庫支出金 12,197 県支出金 △12,197

特定財源内訳

国庫支出金 12,197 県支出金 △12,197

○事務費

特定財源内訳

繰入金 △80,255

特定財源内訳

繰入金 △107,011

特定財源内訳

繰入金 △107,011

18. 負担金補助 △201,014 ○一般被保険者医療給付費分

及び交付金

特定財源内訳

繰入金 20,104

特定財源内訳

繰入金 20,104

18. 負担金補助 △89 ○一般被保険者後期高齢者支援金分

及び交付金

特定財源内訳

繰入金 6,652

特定財源内訳

繰入金 6,652

18. 負担金補助 △1,174 ○介護納付金分

及び交付金

特定財源内訳

財産収入 633

特定財源内訳

財産収入 633

特定財源内訳

財産収入 625

24. 積 立 金 670 ○国保財政調整基金積立金

特定財源内訳

財産収入 8

24. 積 立 金 8 ○高額療養資金貸付基金積立金

区 分 金 額
説 明

-53-
-53-

--0123456789



　款　　項　　目

16,169,620 △201,599 15,968,021 △79,622 △121,977歳 出 合 計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

-54-
-54-

--0123456789



節       

特定財源内訳

国庫支出金 12,197 県支出金 △12,197

財産収入 633 繰入金 △80,255

区 分 金 額
説 明

-55-
-55-

--0123456789



議案第１４号 

 

令和６年度小山市介護保険特別会計補正予算（第３号） 

 

令和６年度小山市の介護保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３２０，７６１千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２，６６２，６２４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長  浅 野 正 富 

 

 

 

-56-

-56-

--0123456789



　　　　　　　　　　第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳   入 (単位　千円)

款 項

 4 国 庫 支 出 金 2,299,446 61,700 2,361,146

 1 国 庫 負 担 金 1,999,162 61,700 2,060,862

 5 支 払 基 金 交 付 金 3,089,032 89,370 3,178,402

 1 支 払 基 金 交 付 金 3,089,032 89,370 3,178,402

 6 県 支 出 金 1,675,810 45,875 1,721,685

 1 県 負 担 金 1,571,355 45,875 1,617,230

 7 財 産 収 入 2 1,900 1,902

 1 財 産 運 用 収 入 1 1,900 1,901

 9 繰 入 金 2,120,799 117,739 2,238,538

 1 一 般 会 計 繰 入 金 2,015,087 △3,450 2,011,637

 2 基 金 繰 入 金 105,712 121,189 226,901

10 繰 越 金 260,024 4,177 264,201

 1 繰 越 金 260,024 4,177 264,201

12,341,863 320,761 12,662,624

歳   出 (単位　千円)

款 項

 1 総 務 費 387,272 △12,142 375,130

 1 総 務 管 理 費 189,834 △12,142 177,692

 2 保 険 給 付 費 10,986,202 331,000 11,317,202

 1 介護サービス等諸費 9,922,653 331,000 10,253,653

 4 基 金 積 立 金 1 1,900 1,901

 1 基 金 積 立 金 1 1,900 1,901

 7 諸 支 出 金 266,133 3 266,136

12,341,863 320,761 12,662,624

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計

償 還 金 及 び
還 付 加 算 金

 1 266,1263266,123

-57--57-

--0123456789



　　　　　　　　　　　　歳入歳出補正予算事項別明細書
１．歳　入

 4. 国庫支出金 2,299,446 61,700 2,361,146

 1. 国庫負担金 1,999,162 61,700 2,060,862

 1. 介護給付費負担金 1,999,162 61,700 2,060,862

 5. 支払基金交付金 3,089,032 89,370 3,178,402

 1. 支払基金交付金 3,089,032 89,370 3,178,402

 1. 介護給付費交付金 2,966,275 89,370 3,055,645

 6. 県　支　出　金 1,675,810 45,875 1,721,685

 1. 県　負　担　金 1,571,355 45,875 1,617,230

 1. 介護給付費負担金 1,571,355 45,875 1,617,230

 7. 財　産　収　入 2 1,900 1,902

 1. 財産運用収入 1 1,900 1,901

 1. 利子及び配当金 1 1,900 1,901

 9. 繰　入　金 2,120,799 117,739 2,238,538

 1. 一般会計繰入金 2,015,087 △3,450 2,011,637

 1. 介護給付費繰入金 1,373,276 41,375 1,414,651

 4. 低所得者保険料軽減繰入金 149,386 △32,683 116,703

 5. その他一般会計繰入金 388,122 △12,142 375,980

 2. 基金繰入金 105,712 121,189 226,901

 1. 介護保険給付基金繰入金 105,712 121,189 226,901

10. 繰　越　金 260,024 4,177 264,201

 1. 繰　越　金 260,024 4,177 264,201

 1. 繰　越　金 260,024 4,177 264,201

12,341,863 320,761 12,662,624歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計款　　　項　　　目

-58-
-58-

--0123456789



（単位　千円）

節   

 1. 現年度分 61,700 ○現年度分

 1. 現年度分 89,370 ○現年度分

 1. 現年度分 45,875 ○現年度分

 1. 利子及び配当金 1,900 ○利子及び配当金

 1. 現年度分 41,375 ○現年度分

 1. 現年度分 △39,048

 2. 過年度分 6,365

 2. 事務費繰入金 △12,142 ○事務費繰入金

 1. 介護保険給付基 121,189 ○介護保険給付基金繰入金

金繰入金

 1. 繰越金 4,177 ○精算返納分

説 明
区 分 金 額

-59-
-59-

--0123456789



２．歳　出

　款　　項　　目

 1. 総　務　費 387,272 △12,142 375,130 △12,142 0

 1. 総務管理費 189,834 △12,142 177,692 △12,142 0

 1. 一般管理費 189,537 △12,142 177,395 △12,142 0

 2. 保険給付費 10,986,202 331,000 11,317,202 238,320 92,680

 1. 介護サービス等諸 9,922,653 331,000 10,253,653 238,320 92,680

費

 1. 居宅介護サービ 4,544,190 160,000 4,704,190 115,200 44,800

ス等給付費

 3. 地域密着型介護 1,530,800 81,000 1,611,800 58,320 22,680

サービス給付費

 5. 施設介護サービ 3,271,900 90,000 3,361,900 64,800 25,200

ス給付費

 4. 基金積立金 1 1,900 1,901 1,900

 1. 基金積立金 1 1,900 1,901 1,900

 1. 介護保険給付基 1 1,900 1,901 1,900

金積立金

 7. 諸　支　出　金 266,133 3 266,136 3

 1. 償還金及び還付加 266,123 3 266,126 3

算金

 2. 償　還　金 260,023 3 260,026 3

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

-60-
-60-

--0123456789



（単位　千円）

節       

特定財源内訳

繰入金 △12,142

特定財源内訳

繰入金 △12,142

特定財源内訳

繰入金 △12,142

12. 委 託 料 △12,142 ○事務費

特定財源内訳

国庫支出金 61,700 県支出金 45,875

繰入金 41,375 支払基金交付金 89,370

特定財源内訳

国庫支出金 61,700 県支出金 45,875

繰入金 41,375 支払基金交付金 89,370

特定財源内訳

国庫支出金 32,000 県支出金 20,000

繰入金 20,000 支払基金交付金 43,200

18. 負担金補助 160,000 ○居宅介護サービス等給付費

及び交付金

特定財源内訳

国庫支出金 16,200 県支出金 10,125

繰入金 10,125 支払基金交付金 21,870

18. 負担金補助 81,000 ○地域密着型介護サービス給付費

及び交付金

特定財源内訳

国庫支出金 13,500 県支出金 15,750

繰入金 11,250 支払基金交付金 24,300

18. 負担金補助 90,000 ○施設介護サービス給付費

及び交付金

24. 積 立 金 1,900 ○介護保険給付基金積立金

22. 償還金利子 3 ○償還金

及び割引料

区 分 金 額
説 明

-61-
-61-

--0123456789



　款　　項　　目

12,341,863 320,761 12,662,624 226,178 94,583歳 出 合 計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

-62-
-62-

--0123456789



節       

特定財源内訳

国庫支出金 61,700 県支出金 45,875

繰入金 29,233 支払基金交付金 89,370

区 分 金 額
説 明

-63-
-63-

--0123456789



議案第１５号 

 

令和６年度小山市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 

令和６年度小山市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）は、次に定め

るところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１８７，０２５千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２，３４３，４７５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富 

 

 

 

-64-

-64-

--0123456789



　　　　　　　　　　第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳   入 (単位　千円)

款 項

 4 繰 入 金 592,215 △27,025 565,190

 1 一 般 会 計 繰 入 金 592,215 △27,025 565,190

2,530,500 △187,025 2,343,475

歳   出 (単位　千円)

款 項

2,530,500 △187,025 2,343,475

補 正 額 計

歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

1,773,229

1,773,229△160,000

△160,000

歳 出 合 計

後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

 2

後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

 1

補 正 前 の 額

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療保険料 1

 1 1,933,229

1,933,229

2,153,641△187,0252,340,666

2,153,641△187,0252,340,666

-65--65-

--0123456789



　　　　　　　　　　　　歳入歳出補正予算事項別明細書
１．歳　入

 1. 後期高齢者医療保険料 1,933,229 △160,000 1,773,229

 1. 後期高齢者医療保険料 1,933,229 △160,000 1,773,229

 1. 後期高齢者医療保険料 1,933,229 △160,000 1,773,229

 4. 繰　入　金 592,215 △27,025 565,190

 1. 一般会計繰入金 592,215 △27,025 565,190

 1. 一般会計繰入金 592,215 △27,025 565,190

2,530,500 △187,025 2,343,475歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計款　　　項　　　目

-66-
-66-

--0123456789



（単位　千円）

節   

 1. 現年度分特別徴 △104,544 ○現年度分特別徴収保険料

収保険料

 2. 現年度分普通徴 △55,456 ○現年度分普通徴収保険料

収保険料

 1. 保険基盤安定繰 △27,025 ○保険基盤安定繰入金

入金

説 明
区 分 金 額

-67-
-67-

--0123456789



２．歳　出

　款　　項　　目

 2. 後期高齢者医療広域 2,340,666 △187,025 2,153,641 △27,025 △160,000

連合納付金

 1. 後期高齢者医療広 2,340,666 △187,025 2,153,641 △27,025 △160,000

域連合納付金

 1. 後期高齢者医療 2,340,666 △187,025 2,153,641 △27,025 △160,000

広域連合納付金

2,530,500 △187,025 2,343,475 △27,025 △160,000歳 出 合 計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

-68-
-68-

--0123456789



（単位　千円）

節       

特定財源内訳

繰入金 △27,025

特定財源内訳

繰入金 △27,025

特定財源内訳

繰入金 △27,025

18. 負担金補助 △187,025 ○広域連合納付金

及び交付金

特定財源内訳

繰入金 △27,025

区 分 金 額
説 明

-69-
-69-

--0123456789



議案第１６号 

 

令和６年度小山市公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第２号） 

 

令和６年度小山市の公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第２号）は、次

に定めるところによる。 

 

（繰越明許費） 

第１条 地方自治法第２１３条第１項の規定により繰越して使用することのできる

経費は、「第１表 繰越明許費」による。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長  浅 野 正 富 

-70-

-70-

--0123456789



（単位　千円）

№ 事　　業　　名 金　　額

129,400

第１表　　繰 越 明 許 費　　

款 項

1 公 共 用 地 先 行 取 得 費1
公 共 用 地
先 行 取 得 費

1
公 共 用 地
先 行 取 得 費

-71-



（　総         則　）

第１条  令和６年度小山市水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（資本的収入及び支出）

に改め、資本的収入及び資本的支出の予定額を次のとおり補正する。

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （　計　）

第１款 千円

第４項 千円

第１款 千円

第１項 千円

　　令和７年２月１２日提出

小山市長  浅野　正富

千円 10,000

支出額に対し不足する額 3,245,244千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額238,317千円、減債積立金 311,365千円、過年度分損益勘定留保資金 2,695,562千円」

311,365千円、過年度分損益勘定留保資金 2,689,810千円」を、「資本的収入額が資本的

建 設 改 良 費 2,902,068 千円 10,000 千円 2,912,068

資 本 的 収 入

千円 3,365,659

補 助 金 38,200 千円 3,333 千円 41,533

3,355,659

117,082 千円 3,333 千円 120,415

千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 237,402千円、減債積立金

第２条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 3,238,577

議案第１７号

令和６年度  小山市水道事業会計補正予算（第２号）

資 本 的 支 出

支 出

収 入

-72-

-72-

--0123456789



（単位 千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　考

１ 資 本 的 117,082 3,333 120,415

収 入 ４ 補 助 金 38,200 3,333 41,533

１ 国 庫

補 助 金

（単位 千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　考

１ 資 本 的 3,355,659 10,000 3,365,659

支 出 １ 建 設 2,902,068 10,000 2,912,068

改 良 費 3 配 水 設 備

改 良 費
625,000

          支          出

款 項 目

615,000 10,000

款 項 目

38,200 3,333 41,533

資 本 的 収 入 及 び 支 出

         収          入

[予算に関する説明書]

　令和６年度小山市水道事業会計補正予算（第２号）実施計画
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単位　千円
項　　　目 令和６年度

Ⅰ　営業活動によるキャッシュフロー

　１当期純利益 106,322

　２非資金項目の調整

　　・減価償却費 876,121

　　・引当金の増・減（△）額 4,304

　　・有形固定資産除却費 12,300

　　・長期前受金戻入 △ 120,121

　３営業活動による資産及び負債の増減

　　・未収金の増（△）・減額 89,576

　　・貯蔵品の増（△）・減額 2,737

　　・前払金の減・増（△）額 0

　　・その他流動資産の増（△）・減額 0

　　・未払金の増・減（△）額　 △ 550,063

　　・前受金の増・減（△）額 0

　　・その他流動負債の増・減（△）額 0

　４営業活動以外の損益項目

　　・受取利息（△） △ 100

　　・支払利息 58,251

■小計 479,327

　　・受取利息 100

　　・支払利息（△） △ 58,251

　　・固定資産売却損 3

■■営業活動によるキャッシュフロー（計） 421,179

Ⅱ　投資活動によるキャッシュフロー

　　・建設改良費（△） △ 2,673,751

　　・固定資産の売却による収入 2

　　・補助金等の収入 41,533

　　・補助金等の返還（△） △ 1

　　・一般会計出資金 53,530

　　・工事負担金等の収入 25,348

　　・他会計貸付金による支出（△） △ 1

　　・他会計貸付金の返還による収入 1

　　・その他投資支出（△） 0

■■投資活動によるキャッシュフロー（計） △ 2,553,339

Ⅲ  財務活動によるキャッシュフロー

　　・一時貸付金による支出（△） △ 1,500,000

　　・一時貸付金の返還による収入 1,500,000

　　・企業債による収入 1

　　・企業債の償還による支出（△） △ 453,589

■■財務活動によるキャッシュフロー（計） △ 453,588

Ⅳ  現金及び現金同等物の増加額 △ 2,585,748

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高 7,845,069

Ⅵ  現金及び現金同等物の期末残高 5,259,321

令和６年度　小山市水道事業予定キャッシュフロー計算書
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千円 千円 千円 千円

１

⑴

イ 土 地 698,201

ロ 建 物 1,335,158

減価償却累計額 △ 1,021,428 313,730

ハ 構 築 物 30,198,460

減価償却累計額 △ 16,547,274 13,651,186

ニ 機 械 及 び 装 置 9,081,451

減価償却累計額 △ 6,187,352 2,894,099

ホ 車 輌 運 搬 具 25,951

減価償却累計額 △ 24,273 1,678

ヘ 工具器具及び備品 132,065

減価償却累計額 △ 120,501 11,564

ト 建 設 仮 勘 定 1,046,544

18,617,002

⑵

イ ダ ム 使 用 権 2,474,744

ロ 電信電話専用施設利用権 0

ハ 電 話 加 入 権 794

ニ 橋梁下施設利用権 6,057

2,481,595

21,098,597

２

⑴ 5,259,321

⑵ 446,784

貸 倒 引 当 金 △ 18,139 428,645

⑶ 37,100

⑷ 3,510

5,728,576

26,827,173

未 収 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

現 金 預 金

　令和６年度　小山市水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

　　　　　　資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
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千円 千円

３

⑴ 2,230,373

⑵ 0

⑶ 0

2,230,373

４

⑴ 425,277

⑵ 0

⑶ 143,187

⑷ 19,298

⑸ 4,354

592,116

５

⑴ 6,353,162

⑵ △ 3,896,758

2,456,404

5,278,893

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

未 払 金

　　　　　　負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

他 会 計 借 入 金

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

他 会 計 借 入 金

引 当 金
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千円 千円 千円

６

⑴ 16,395,703

16,395,703

７

⑴

イ 負 担 金 147,832

ロ 寄 付 金 100

ハ 補 助 金 237,307

ニ 受贈財産評価額 432,848

818,087

⑵

イ 減 債 積 立 金 376,842

ロ 利 益 積 立 金 238,907

ハ 建設改良積立金 3,301,054

ニ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 417,687

4,334,490

5,152,577

21,548,280

26,827,173

資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

自 己 資 本 金

　　　　　　資　本　の　部
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( 総　  　則 )

第１条  令和６年度小山市下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

(資本的収入及び支出)

第２条  

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （　計　）

第１款 千円

第１項 千円

第３項 千円

第１款 千円

第１項 千円

（継続費）

第３条  既定の継続費の年割額を、次のとおりと改める。

建 設 改 良 費

議案第１８号

令和６年度  小山市下水道事業会計補正予算（第２号）

 収        入

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額51,189千円、減債積立金365,548千円、

公共下水道事業資本的収入

対し不足する額 1,815,128千円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 159,114千円、

千円 25,000

 支        出

2,556,500

4,241,205 千円 50,000 千円 4,291,205

千円 5,909,403

千円 50,000

5,859,403

2,531,500 千円 25,000 千円

1,512,000

補正後

総　　額 年　度 年割額 総　　額 年　度
款 項

補正前
事　　業　　名

１

公 共
下水道
事 業
資本的
支 出

１
建 設
改良費

619,000
千円千円

大 行 寺 排 水 区
雨水ポ ンプ 場・
調整池 新設 工事

千円 3,723,915

令和7年度 1,869,000
千円

1,919,000
千円

令和5年度
千円 千円

2,212,000
千円

年割額

過年度分損益勘定留保資金 445,814千円、当年度分損益勘定留保資金 793,463千円」に改め、

資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

千円

企 業 債

3,673,915

50,000

令和7年度

千円
令和6年度

令和5年度

4,700,000 4,700,000令和6年度 2,162,000

619,000

公共下水道事業資本的支出

予算第４条本文括弧書中 「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 1,815,128千

円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 159,114千円、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額48,000千円、減債積立金365,548千円、過年度分損益勘定留保資金

445,814千円、当年度分損益勘定留保資金 796,652千円」 を、「資本的収入額が資本的支出額に

補 助 金 千円 1,537,000
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(企業債)

第４条  予算第７条で定めた企業債について、次のとおり補正する。

（１）変　更

千円 千円

普通貸借 普通貸借

証券発行 証券発行

　　令和７年２月１２日提出

小山市長  浅野　正富

　政府資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合にはその債権
者と協定するも
のによる。ただ
し、財政の都合
により据置期間
及び償還期限を
延長し、短縮
し、若しくは繰
上償還、又は借
換えすることが
できる。

2,475,400 2,500,400

限度額 起債の方法 償還の方法

又は 又は

　政府資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合にはその債権
者と協定するも
のによる。ただ
し、財政の都合
により据置期間
及び償還期限を
延長し、短縮
し、若しくは繰
上償還、又は借
換えすることが
できる。

起債の方法 償還の方法限度額
起債の目的

公共下水道
事 業

１

補正後補正前

年3.5％以内
（ただし､利
率見直し方式
で借り入れる
資金につい
て、利率の見
直しを行った
後において
は、当該見直
し後の利率）

年3.5％以内
（ただし､利
率見直し方式
で借り入れる
資金につい
て、利率の見
直しを行った
後において
は、当該見直
し後の利率）

利　率利　率
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（単位 千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　考

１ 公 共 下 水 道 4,241,205 50,000 4,291,205

事 業 １ 企 業 債 2,531,500 25,000 2,556,500

資 本 的 収 入 １ 企 業 債

３ 補 助 金 1,512,000 25,000 1,537,000

１ 国 庫

補 助 金

（単位 千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　考

１ 公 共 下 水 道 5,859,403 50,000 5,909,403

事 業 １ 建 設 3,673,915 50,000 3,723,915

資 本 的 支 出 改 良 費 ４ 雨 水 施 設

建 設 改 良 費

         収          入

1,462,0001,437,000

[予算に関する説明書]

　令和６年度小山市下水道事業会計補正予算（第２号）実施計画

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款

款 項 目

50,000

          支          出

25,000

2,531,500 25,000 2,556,500

2,272,000

項 目

2,222,000
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単位　千円
項　　　目 令和６年度

Ⅰ　営業活動によるキャッシュフロー

　１当期純利益 87,332

　２非資金項目の調整

　　・減価償却費 2,622,796

　　・引当金の増・減（△）額 1,565

　　・有形固定資産除却費 9,796

　　・長期前受金戻入 △ 1,299,714

　３営業活動による資産及び負債の増減

　　・未収金の増（△）・減額 △ 208,770

　　・貯蔵品の増（△）・減額 0

　　・前払金の減・増（△）額 0

　　・その他流動資産の増（△）・減額 0

　　・未払金の増・減（△）額　 △ 23,496

　　・前受金の増・減（△）額 0

　　・その他流動負債の増・減（△）額 △ 20

　４営業活動以外の損益項目

　　・受取利息（△） △ 2

　　・支払利息 371,277

■小計 1,560,764

　　・受取利息 2

　　・支払利息（△） △ 371,277

　　・固定資産売却損 0

■■営業活動によるキャッシュフロー（計） 1,189,489

Ⅱ　投資活動によるキャッシュフロー

　　・建設改良費（△） △ 4,917,535

　　・固定資産の売却による収入 3

　　・補助金等の収入 1,737,454

　　・補助金等の返還（△） △ 183

　　・一般会計負担金及び補助金の収入 289,214

　　・工事負担金等の収入 22,210

　　・長期貸付金償還金の収入 60

　　・長期貸付金支出（△） 0

　　・その他投資支出（△） 0

■■投資活動によるキャッシュフロー（計） △ 2,868,777

Ⅲ  財務活動によるキャッシュフロー

　　・一時借入金による収入 1,500,000

　　・一時借入金の返済による支出（△） △ 1,500,000

　　・企業債による収入 3,047,100

　　・企業債の償還による支出（△） △ 2,519,141

■■財務活動によるキャッシュフロー（計） 527,959

Ⅳ  現金及び現金同等物の増加額 △ 1,151,329

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高 2,173,282

Ⅵ  現金及び現金同等物の期末残高 1,021,953

令和６年度　小山市下水道事業予定キャッシュフロー計算書
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

計

逓次繰越

211,000 2,620,000 2,831,000 1,869,000 100.0 -4,700,000 2,312,500 2,387,500 - - -

- - - 1,869,000 39.8 -1,869,000 899,500 969,500 - - -

- 2,620,000 2,620,000 - 55.7 -2,212,000 1,103,500 1,108,500 - - -

211,000 - 211,000 - 4.5 408,000千円619,000 309,500 309,500 - - -

1

公 共
下水道
資本的
支 出

1
建 設
改良費

大行寺排水区
雨 水 ポ ン プ
場・調整池新
設 工 事

令和5年度

令和6年度

令和7年度

継続費の
総額に
対する
進捗率

備　考
年度 年割額

同左財源内訳

国庫
補助金

企業債
受益者
負担金・
分担金

他会計
負担金

継続費に関する調書

款 項 事業名

全体計画
前々年度
末までの
支払義務
発生額

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額

当該年度支
払義務発生
予定額

当該年度
末までの
支払発生
予定額

翌年度以
降の支払
義務発生
予定額
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千円 千円 千円 千円

１

⑴

イ 土 地 1,121,286

ロ 建 物 3,276,702

減価償却累計額 △ 545,917 2,730,785

ハ 構 築 物 70,391,167

減価償却累計額 △ 11,969,806 58,421,361

ニ 機 械 及 び 装 置 9,273,150

減価償却累計額 △ 2,369,564 6,903,586

ホ 車 輌 運 搬 具 6,734

減価償却累計額 △ 2,890 3,844

ヘ 工具器具及び備品 38,444

減価償却累計額 △ 7,624 30,820

ト 建 設 仮 勘 定 531,755

69,743,437

⑵

イ 施 設 利 用 権 978,586

ロ 電 話 加 入 権 6,282

984,868

⑶

イ 長 期 貸 付 金 0

0

70,728,305

２

⑴ 1,021,953

⑵ 566,782

貸 倒 引 当 金 △ 24,795 541,987

⑶ 0

1,563,940

72,292,245

　令和６年度　小山市下水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

　　　　　　資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

投 資

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

短 期 貸 付 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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千円 千円

３

⑴ 26,370,132

⑵ 1,180,730

27,550,862

４

⑴ 2,501,102

⑵ 822,685

⑶ 6,496

⑷ 0

⑸ 58,439

3,388,722

５

⑴ 42,934,820

⑵ △ 7,621,682

35,313,138

66,252,722負 債 合 計

長 期 未 払 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

  長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

　　　　　　負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

長 期 未 払 金
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千円 千円 千円

６

⑴ 3,710,408

⑵ 1,167,426

4,877,834

７

⑴

イ 負 担 金 34,954

ロ 補 助 金 462,959

ハ 受贈財産評価額 210,896

708,809

⑵

イ 減 債 積 立 金 0

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建設改良積立金 0

ニ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 452,880

452,880

1,161,689

6,039,523

72,292,245

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

　　　　　　資　本　の　部

資 本 金

自 己 資 本 金

組 入 資 本 金
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議案第１９号 

 

手と心でつなぐ小山市手話言語条例の制定について 

 

手と心でつなぐ小山市手話言語条例を別紙のとおり定める。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

市民が安心して共生できる地域社会の実現に寄与することを目的とした、手話

に関する施策の基本的事項を定めるため、条例を制定するものである。 
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手と心でつなぐ小山市手話言語条例 

手話は、手指や体の動き、表情を使って表現する言語であり、自然発生した手話

が、ろう者の間で育まれ、大切に受け継がれてきた。しかしながら、長い間、手話

は言語として認められず、必要な情報の取得やコミュニケーションについて多くの

不便や不安を感じながら手話を必要とする人々は生活してきた。こうした中、手話

は言語であると定義した障害者の権利に関する条約が平成１８年に国際連合総会で

採択され、手話が言語として国際的にも認知されて、平成２６年に我が国も批准し

た。さらに、平成２３年に改正された障害者基本法において「全て障害者は、可能

な限り、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段についての選択の機

会が確保される」と定められた。 

ここに、小山市は、手話が言語であるという認識に基づき、手話への理解や普及

に努め、全ての市民が安心して共生できる地域社会の実現に寄与することを目指し、

この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、手話が言語であるとの認識に基づき、市が実施する手話に関

する施策の基本理念を定め、市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らかにす

るとともに、手話に関する施策の基本的事項を定めることにより、全ての市民が

安心して共生できる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 手話に関する施策は、手話が言語であるとの認識に基づき、全ての市民が

障害の有無にかかわらず相互に人格と個性を尊重し合うことを基本理念として講

ぜられなければならない。 

（市の責務） 

第３条 市は、前条の基本理念にのっとり、手話に対する市民の理解を促進し、手

話の普及及び定着を図り、手話を使用しやすい環境を整備するため、必要な施策

を総合的かつ計画的に実施するものとする。 

（市民の役割） 

第４条 市民は、第２条の基本理念を尊重し、手話を使用しやすい環境づくり及び

市が実施する手話に関する施策について理解し、協力するよう努めるものとする。 
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（事業者の役割） 

第５条 事業者は、第２条の基本理念を尊重し、手話を使用しやすい環境づくり及

び市が実施する手話に関する施策について理解し、協力するよう努めるものとす

る。 

２ 事業者は、手話を必要とする人が利用しやすいサービスを提供し、手話を必要

とする人が働きやすい環境を整備するよう努めるものとする。 

（施策の実施） 

第６条 市は、この条例の目的を達成し、第３条の責務を果たすため、次に掲げる

施策を実施するものとする。 

⑴ 手話に対する理解並びに手話の普及及び定着に関する施策 

⑵ 手話の情報の発信及び取得の機会の拡大に関する施策 

⑶ 手話を学ぶ機会の確保に関する施策 

⑷ 手話による意思疎通の円滑化に関する施策 

⑸ 手話通訳者等の配置及び拡充に関する施策 

⑹ 手話を必要とする人への相談支援に関する施策 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、この条例の目的を達成するために市長が必要と

認める施策 

２ 市は、施策の実施に関し、必要と認める事項があるときは、手話を必要とする

人、障害者関係団体その他の関係者の意見を求めるものとする。 

３ 市は、施策の実施に当たっては、市が別に定める障害者の福祉に関する計画と

の整合性を図るものとする。 

 （委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２０号 

 

小山市災害危険区域の指定に関する条例の制定について 

 

小山市災害危険区域の指定に関する条例を別紙のとおり定める。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

一級河川杣井木川流域において出水等による危険の著しい区域を災害危険区域

として指定し、防災集団移転促進事業を実施・実現するため、建築基準法（昭和

２５年法律第２０１号）第３９条第１項に基づき、条例を制定するものである。 
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   小山市災害危険区域の指定に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」とい

う。）第３９条第１項の規定による災害危険区域の指定及び同条第２項の規定に

よる建築物の建築の制限に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法及び建築基準法施行令（昭和２５年

政令第３８８号）において使用する用語の例による。 

 （災害危険区域の指定） 

第３条 法第３９条第１項の災害危険区域は、一級河川杣井木川流域において、出

水等による危険の著しい区域として市長が指定する区域とする。 

２ 市長は、災害危険区域を指定しようとするときは、あらかじめ関係住民の意見

を聴くものとする。 

３ 市長は、災害危険区域を指定するときは、その旨を告示するとともに、当該災

害危険区域を明示した図面を公衆の縦覧に供しなければならない。 

４ 災害危険区域の指定は、前項の規定による告示によりその効力を生ずる。 

 （災害危険区域の変更及び解除） 

第４条 前条第２項から第４項までの規定は、災害危険区域を変更し、又はその指

定を解除する場合について準用する。 

 （建築物の建築の制限） 

第５条 災害危険区域内においては、次に掲げる建築物を建築してはならない。た

だし、次条の認定を受けてその認定に係る建築物を建築する場合は、この限りで

ない。 

⑴ 住宅、併用住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿その他の住居の用に供する建築物 

⑵ 病院、診療所等（患者の収容施設があるものに限る。） 

⑶ 児童福祉施設等（入所する者の寝室があるものに限る。） 

⑷ ホテル、旅館その他の宿泊施設 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、これらに類する建築物 

 （建築物の建築の認定） 
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第６条 災害危険区域内において前条各号に掲げる建築物を建築しようとする者

は、法第６条第１項又は第６条の２第１項の規定による確認の申請を行う前に、

市長に申請し、その建築の認定を受けなければならない。これを変更しようとす

るときも、同様とする。 

 （認定の基準） 

第７条 市長は、前条の認定の申請に係る建築物が次の各号のいずれかに適合して

いると認めるときでなければ、同条の認定をしてはならない。 

⑴ 建築物を建築する地盤面の高さが、河川の出水等による建築物の被害を軽減

することができる水位として市長が定める水位（以下「基準水位」という。）

以上であること。 

⑵ 建築物の基礎及び主要構造部（屋根及び階段を除く。）が鉄筋コンクリート

造又は鉄骨鉄筋コンクリート造であって、かつ、当該建築物の寝室、宿直室そ

の他の人の就寝の用に供する居室がいずれも基準水位以上に設けられているこ

と。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、これらと同等以上の安全性を確保できるもので

あること。  

 （認定の取消し） 

第８条 市長は、第６条の認定を受けた者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該認定を取り消すことができる。 

 ⑴ 偽りその他不正の手段により第６条の認定を受けたとき。 

 ⑵ 当該認定に係る建築物が第７条各号に規定する基準に適合しなくなったと

き。 

 ⑶ 法令若しくはこの条例に違反したとき、又は市長の指示に従わないとき。 

 （委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２１号 

 

組織改編に伴う関係条例の整備について 

 

組織改編に伴う関係条例の整備に関する条例を別紙のとおり定める。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

令和７年４月１日付けで実施する行政内部組織の改編に伴い、関係する条例に

ついて、所要の改正を行うため、提案するものである。 
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   組織改編に伴う関係条例の整備に関する条例 

 （小山市職員定数条例の一部改正） 

第１条 小山市職員定数条例（昭和４０年条例第３１号）の一部を次のように改正

する。 

改正前 改正後 

(職員の定数) (職員の定数) 

第2条 職員の定数は、次に掲げるとお

りとする。 

第2条 職員の定数は、次に掲げるとお

りとする。 

(1) 市長の事務部局の職員 805人 (1) 市長の事務部局の職員 765人 

(2)～(6) 略 (2)～(6) 略 

(7) 教育委員会の事務部局及び教育

委員会の所管に属する教育機関の

職員 250人 

(7) 教育委員会の事務部局及び教育

委員会の所管に属する教育機関の

職員 290人 

(8)・(9) 略 (8)・(9) 略 

 （小山市集会所の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第２条 小山市集会所の設置及び管理に関する条例（昭和５１年条例第３号）の一

部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(定数及び任期) (定数及び任期) 

第5条 略 第5条 略 

2 略 2 略 

3 委員は、教育委員会が委嘱する。 3 委員は、市長が委嘱する。 

(委任) (委任) 

第6条 集会所の管理に関する必要な事

項は、教育委員会が別に定める。 

第6条 集会所の管理に関する必要な事

項は、市長が別に定める。 

（小山市生涯学習推進協議会条例の一部改正） 

第３条 小山市生涯学習推進協議会条例（平成元年条例第４号）の一部を次のよう
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に改正する。 

改正前 改正後 

(庶務) (庶務) 

第7条 協議会の庶務は、教育委員会生

涯学習課において処理する。 

第7条 協議会の庶務は、教育委員会事

務局生涯学習部生涯学習文化課にお

いて処理する。 

 （小山市事務分掌条例の一部改正） 

第４条 小山市事務分掌条例（平成１３年条例第６号）の一部を次のように改正す

る。 

改正前 改正後 

(分掌事務) (分掌事務) 

第2条 前条に規定する部及び課の分掌

する事務は、次のとおりとする。 

第2条 前条に規定する部及び課の分掌

する事務は、次のとおりとする。 

秘書課 略 秘書課 略 

総合政策部 総合政策部 

(1) 略 (1) 略 

(2) シティプロモーション並びに

広報及び広聴に関すること。 

 

(3) 略 (2) 略 

 (3) 公共交通に関すること。 

(4)・(5) 略 (4)・(5) 略 

 (6) シティプロモーション並びに

広報及び広聴に関すること。 

総務部～市民生活部 略 総務部～市民生活部 略 

保健福祉部 保健福祉部 

(1) 社会福祉6法の施行に関する

こと。 

(1) 地域福祉に関すること。 
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(2) 援護事業に関すること。 (2) 障害者福祉に関すること。 

 (3) 生活保護に関すること。 

 (4) 高齢者福祉に関すること。 

(3)～(5) 略 (5)～(7) 略 

産業観光部～都市整備部 略 産業観光部～都市整備部 略 

 （小山市子ども・子育て会議条例の一部改正） 

第５条 小山市子ども・子育て会議条例（平成２５年条例第４６号）の一部を次の

ように改正する。 

改正前 改正後 

(庶務) (庶務) 

第7条 子育て会議の庶務は、保健福祉

部こども政策課において処理する。 

第7条 子育て会議の庶務は、教育委員

会事務局こども未来部こども政策課

において処理する。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第２２号 

 

小山市職員の給与に関する条例等の一部改正について 

 

小山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

人事院において、国家公務員の給与改定に関する勧告がされたことから、本市に

おいても同勧告に準拠し、給料表及び各種手当に係る改定等を行うため、提案する

ものである。 
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小山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

（小山市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 小山市職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第２５号）の一部を次の

ように改正する。 

改正前 改正後 

(昇給の基準) (昇給の基準) 

第4条 略 第4条 略 

2～4 略 2～4 略 

5 前項の規定により職員(次項に掲げ

る職員を除く。以下この項において

同じ。)を昇給させるか否か及び昇給

させる場合の昇給の号給数は、同項

に規定する期間の全部を良好な成績

で勤務した職員の昇給の号給数を4号

給(一般給料表の適用を受ける職員で

その職務の級が6級以上であるものに

あっては、3号給)とすることを標準

として市規則で定める基準に従い決

定するものとする。 

5 前項の規定により職員(次項各号に

掲げる職員を除く。以下この項にお

いて同じ。)を昇給させるか否か及び

昇給させる場合の昇給の号給数は、

同項に規定する期間の全部を良好な

成績で勤務した職員の昇給の号給数

を4号給とすることを標準として市規

則で定める基準に従い決定するもの

とする。 

6 55歳を超える職員の第4項の規定に

よる昇給は、同項に規定する期間に

おける当該職員の勤務成績が特に良

好である場合に限り行うものとし、

昇給させる場合の昇給の号給数は、

勤務成績に応じて市規則で定める基

準に従い決定するものとする。 

6 次に掲げる職員の第4項の規定によ

る昇給は、同項に規定する期間にお

ける当該職員の勤務成績が特に良好

である場合に限り行うものとし、昇

給させる場合の昇給の号給数は、勤

務成績に応じて市規則で定める基準

に従い決定するものとする。 

 (1) 55歳を超える職員(次号に掲げ

る職員を除く。) 
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 (2) 一般給料表の適用を受ける職員

でその職務の級が8級であるもの 

7～10 略 7～10 略 

(扶養手当) (扶養手当) 

第8条 略 第8条 略 

2 前項の扶養親族とは、次に掲げるも

ので、他に生計の途がなく、主とし

てその職員の扶養をうけているもの

をいう。 

2 前項の扶養親族とは、次に掲げる者

で他に生計の途がなく主としてその

職員の扶養を受けているものをい

う。 

(1) 配偶者(届出をしないが事実上

婚姻関係と同様の事情にあるもの

を含む。以下同じ。) 

 

(2)～(6) 略 (1)～(5) 略 

3 扶養手当の月額は、前項第1号及び

第3号から第6号までのいずれかに該

当する扶養親族(以下｢扶養親族たる

配偶者、父母等｣という。)について

は1人につき6,500円(別表第1一般給

料表の適用を受ける職員でその職務

の級が8級であるもの(以下｢一般8級

職員｣という。)にあっては、3,500

円)、同項第2号に該当する扶養親族

(以下｢扶養親族たる子｣という。)に

ついては1人につき10,000円とする。 

3 扶養手当の月額は、前項第1号に該

当する扶養親族(以下｢扶養親族たる

子｣という。)については1人につき

13,000円、同項第2号から第5号まで

のいずれかに該当する扶養親族につ

いては1人につき6,500円(一般給料表

の適用を受ける職員でその職務の級

が8級であるものにあっては、3,500

円)とする。 

4 扶養親族たる子のうちに満15歳に達

する日後の最初の4月1日から満22歳

に達する日以後の最初の3月31日まで

の間(以下｢特定期間｣という。)にあ

る子がいる場合における扶養手当の

4 扶養親族たる子のうちに満15歳に達

する日後の最初の4月1日から満22歳

に達する日以後の最初の3月31日まで

の間にある子がいる場合における扶

養手当の月額は、前項の規定にかか
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月額は、前項の規定にかかわらず、

5,000円に特定期間にある当該扶養親

族たる子の数を乗じて得た額を同項

の規定による額に加算した額とす

る。 

わらず、5,000円に当該期間にある当

該扶養親族たる子の数を乗じて得た

額を同項の規定による額に加算した

額とする。 

 5 前各項に規定するもののほか、扶養

親族の数の変更に伴う支給額の改定

その他扶養手当の支給に関し必要な

事項は、市規則で定める。 

第9条 新たに職員となった者に扶養親

族がある場合又は職員に次の各号の

いずれかに掲げる事実が生じた場合

においては、その職員は直ちにその

旨を任命権者又はその委任を受けた

者に届け出なければならない。 

第9条 削除 

(1) 新たに扶養親族たる要件を具備

するに至った者がある場合 

 

(2) 扶養親族たる要件を欠くに至っ

た者がある場合(扶養親族たる子又

は前条第2項第3号若しくは第5号に

該当する扶養親族が、満22歳に達

した日以後の最初の3月31日の経過

により、扶養親族たる要件を欠く

に至った場合を除く。) 

 

2 扶養手当の支給は、新たに職員とな

った者に扶養親族がある場合におい

てはその者が職員となった日、扶養

親族がない職員に前項第1号に掲げる

事実が生じた場合においては、その
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事実が生じた日の属する月の翌月(こ

れらの日が月の初日であるときは、

その日の属する月)から開始し、扶養

手当を受けている職員が離職し、又

は死亡した場合においてはそれぞれ

その者が離職し、又は死亡した日、

扶養手当を受けている職員の扶養親

族で同項の規定による届出に係るも

ののすべてが扶養親族たる要件を欠

くに至った場合においてはその事実

が生じた日の属する月(これらの日が

月の初日であるときは、その日の属

する月の前月)をもって終わる。ただ

し、扶養手当の支給の開始について

は、同項の規定による届出がこれに

係る事実の生じた日から15日を経過

した後にされたときは、その届出を

受理した日の属する月の翌月(その日

が月の初日であるときは、その日の

属する月)から行うものとする。 

3 扶養手当は、次の各号のいずれかに

掲げる事実が生じた場合において

は、その事実が生じた日の属する月

の翌月(その日が月の初日であるとき

は、その日の属する月)からその支給

額を改定する。前項ただし書の規定

は、第1号に掲げる事実が生じた場合

における扶養手当の支給額の改定に

ついて準用する。 
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(1) 扶養手当を受けている職員に更

に第1項第1号に掲げる事実が生じ

た場合 

 

(2) 扶養手当を受けている職員の扶

養親族で第1項の規定による届出に

係るものの一部が扶養親族たる要

件を欠くに至った場合 

 

(3) 扶養親族たる配偶者、父母等で

第1項の規定による届出に係るもの

がある一般8級職員が一般8級職員

以外の職員となった場合 

 

(4) 扶養親族たる配偶者、父母等で

第1項の規定による届出に係るもの

がある職員で一般8級職員以外のも

のが一般8級職員となった場合 

 

(5) 職員の扶養親族たる子で第1項

の規定による届出に係るもののう

ち特定期間にある子でなかった者

が特定期間にある子となった場合 

 

(地域手当) (地域手当) 

第9条の2 略 第9条の2 略 

2 地域手当の月額は、給料、管理職手

当及び扶養手当の月額の合計額に、

次の各号に掲げる地域手当の級地の

区分に応じて、当該各号に定める割

合(以下｢支給割合｣という。)を乗じ

て得た額とする。 

2 地域手当の月額は、給料、管理職手

当及び扶養手当の月額の合計額に、

次の各号に掲げる地域手当の級地の

区分に応じて、当該各号に定める割

合(以下｢支給割合｣という。)を乗じ

て得た額とする。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

(3) 3級地 100分の15 (3) 3級地 100分の12 
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(4) 4級地 100分の12 (4) 4級地 100分の8 

(5) 5級地 100分の10 (5) 5級地 100分の4 

(6) 6級地 100分の6  

(7) 7級地 100分の3  

3 略 3 略 

第9条の3 前条の規定にかかわらず、

前条第1項の市規則で定める地域に在

勤する職員がその在勤する地域を異

にして異動した場合(職員が当該異動

の日の前日に在勤していた地域に引

き続き6箇月を超えて在勤していた場

合その他当該場合との権衡上必要が

あると認められる場合として市規則

で定める場合に限る。)において、当

該異動(以下この項において単に｢異

動｣という。)の直後に在勤する地域

に係る地域手当の支給割合(前条第2

項各号に定める割合をいう。以下こ

の項において｢異動後の支給割合｣と

いう。)が市規則で定める本市の級地

に適用される支給割合(以下｢本市の

支給割合｣という。)に達しないこと

となるとき、又は当該異動の直後に

在勤する地域が前条第1項の市規則で

定める地域に該当しないこととなる

ときは、異動の円滑を図るため、当

該職員には、当該異動の日から2年を

経過するまでの間(次の各号に掲げる

期間において当該各号に定める割合

第9条の3 前条第1項の市規則で定める

地域に在勤する職員がその在勤する

地域を異にして異動した場合(職員が

当該異動の日の前日に在勤していた

地域に引き続き6箇月を超えて在勤し

ていた場合その他当該場合との権衡

上必要があると認められる場合とし

て市規則で定める場合に限る。)にお

いて、当該異動(以下この項において

単に｢異動｣という。)の直後に在勤す

る地域に係る地域手当の支給割合(同

条第2項各号に定める割合をいう。以

下この項において｢異動後の支給割

合｣という。)が当該異動の日の前日

に在勤していた地域に係る地域手当

の支給割合(同条第2項各号に定める

割合をいい、市規則で定める場合に

は、当該支給割合を超えない範囲内

で市規則で定める割合とする。以下

この項において｢異動前の支給割合｣

という。)に達しないこととなると

き、又は当該異動の直後に在勤する

地域が同条第1項の市規則で定める地

域に該当しないこととなるときは、
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が異動後の支給割合(異動後の支給割

合が当該異動の後に改定された場合

にあっては、当該改定後の異動後の

支給割合)以下となるときは、その以

下となる日の前日までの間。以下こ

の項において同じ。)、給料、管理職

手当及び扶養手当の月額の合計額に

次の各号に掲げる期間の区分に応じ

当該各号に定める割合を乗じて得た

月額の地域手当を支給する。ただ

し、当該職員が当該異動の日から2年

を経過するまでの間に更に在勤する

地域を異にして異動した場合その他

市長の定める場合における当該職員

に対する地域手当の支給について

は、市長の定めるところによる。 

異動の円滑を図るため、当該職員に

は、同条の規定にかかわらず、当該

異動の日から3年を経過するまでの間

(次の各号に掲げる期間において当該

各号に定める割合が異動後の支給割

合(同条第3項の市規則で定める級地

の変更により、異動後の支給割合が

当該異動の後に変更された場合にあ

っては、当該変更後の異動後の支給

割合)以下となるときは、その以下と

なる日の前日までの間。以下この項

において同じ。)、給料、管理職手当

及び扶養手当の月額の合計額に次の

各号に掲げる期間の区分に応じ当該

各号に定める割合を乗じて得た月額

の地域手当を支給する。ただし、当

該職員が当該異動の日から3年を経過

するまでの間に更に在勤する地域を

異にして異動した場合その他市長の

定める場合における当該職員に対す

る地域手当の支給については、市長

の定めるところによる。 

(1) 当該異動の日から同日以後1年

を経過する日までの期間 本市の

支給割合(本市の支給割合が当該異

動の後に改定された場合にあって

は、当該異動の日の前日の本市の

支給割合。次号において同じ。) 

(1) 当該異動の日から同日以後1年

を経過する日までの期間 異動前

の支給割合(異動前の支給割合が当

該異動の後に前条第3項の市規則で

定める級地の変更により当該異動

の日の前日の異動前の支給割合を

超えた場合にあっては、当該異動
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の日の前日の異動前の支給割合。

次号及び第3号において同じ。) 

(2) 当該異動の日から同日以後2年

を経過する日までの期間(前号に掲

げる期間を除く。) 本市の支給割

合に100分の80を乗じて得た割合 

(2) 当該異動の日から同日以後2年

を経過する日までの期間(前号に掲

げる期間を除く。) 異動前の支給

割合に100分の80を乗じて得た割合 

 (3) 当該異動の日から同日以後3年

を経過する日までの期間(前2号に

掲げる期間を除く。) 異動前の支

給割合に100分の60を乗じて得た割

合 

2 小山市企業職員の給与の種類及び基

準に関する条例(昭和42年条例第18

号)の適用を受ける職員、特別職に属

する常勤の職員、地方公務員、国家

公務員又は小山市公益的法人等への

職員の派遣等に関する条例(平成14年

条例第4号)第11条第1号に規定する退

職派遣者であった者が、引き続き給

料表の適用を受ける職員となり、市

規則で定める本市の級地以外の級地

が適用される地域又は地域手当の支

給対象とならない地域に在勤するこ

ととなった場合において、任用の事

情、当該在勤することとなった日の

前日における勤務地等を考慮して前

項の規定による地域手当を支給され

る職員との権衡上必要があると認め

られるときは、当該職員には、市規

2 小山市企業職員の給与の種類及び基

準に関する条例(昭和42年条例第18

号)の適用を受ける職員、小山市技能

労務職員の給与の種類及び基準に関

する条例(平成24年条例第6号)の適用

を受ける職員、特別職に属する常勤

の職員、地方公務員、国家公務員又

は小山市公益的法人等への職員の派

遣等に関する条例(平成14年条例第4

号)第11条第1号に規定する退職派遣

者であった者から引き続き給料表の

適用を受ける職員となった者が、前

条第2項第1号の1級地に係る地域以外

の地域に在勤することとなった場合

において、任用の事情、当該在勤す

ることとなった日の前日における勤

務地等を考慮して前項の規定による

地域手当を支給される職員との権衡
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則の定めるところにより、同項の規

定に準じて、地域手当を支給する。 

上必要があると認められるときは、

当該職員には、市規則の定めるとこ

ろにより、同項の規定に準じて、地

域手当を支給する。 

(住居手当) (住居手当) 

第9条の4 住居手当は、次の各号のい

ずれかに該当する職員に支給する。 

第9条の4 住居手当は、次の各号のい

ずれかに該当する職員に支給する。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 第10条の2第1項又は第3項の規

定により単身赴任手当を支給され

る職員で、配偶者が居住するため

の住宅(市が設置する公舎その他市

規則で定める住宅を除く。)を借り

受け、月額16,000円を超える家賃

を支払っているもの又はこれらの

ものとの権衡上必要があると認め

られるものとして市規則で定める

もの 

(2) 第10条の2第1項又は第3項の規

定により単身赴任手当を支給され

る職員で、配偶者(届出をしないが

事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。同条において同じ。)

が居住するための住宅(市が設置す

る公舎その他市規則で定める住宅

を除く。)を借り受け、月額16,000

円を超える家賃を支払っているも

の又はこれらのものとの権衡上必

要があると認められるものとして

市規則で定めるもの 

2・3 略 2・3 略 

(通勤手当) (通勤手当) 

第10条 通勤手当は、次に掲げる職員

に支給する。 

第10条 通勤手当は、次に掲げる職員

に支給する。 

(1) 通勤のため、交通機関又は有料

の道路(以下この項から第3項まで

において｢交通機関等｣という。)を

利用してその運賃又は料金(以下こ

の項から第3項までにおいて｢運賃

(1) 通勤のため交通機関又は有料の

道路(以下この条において｢交通機

関等｣という。)を利用してその運

賃又は料金(以下この項から第3項

までにおいて｢運賃等｣という。)を
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等｣という。)を負担することを常

例とする職員(交通機関等を利用し

なければ通勤することが著しく困

難である職員以外の職員であって

交通機関等を利用しないで徒歩に

より通勤するものとした場合の通

勤距離が片道2キロメートル未満で

あるもの及び第3号に掲げる職員を

除く。) 

負担することを常例とする職員(交

通機関等を利用しなければ通勤す

ることが著しく困難である職員以

外の職員であって交通機関等を利

用しないで徒歩により通勤するも

のとした場合の通勤距離が片道2キ

ロメートル未満であるもの及び第3

号に掲げる職員を除く。) 

(2) 通勤のため、自動車その他の交

通の用具で市規則で定めるもの(以

下この条において｢自動車等｣とい

う。)を使用することを常例とする

職員(自動車等を使用しなければ通

勤することが著しく困難である職

員以外の職員であって自動車等を

使用しないで徒歩により通勤する

ものとした場合の通勤距離が片道2

キロメートル未満であるもの及び

次号に掲げる職員を除く。) 

(2) 通勤のため自動車その他の交通

の用具で市規則で定めるもの(以下

この条において｢自動車等｣とい

う。)を使用することを常例とする

職員(自動車等を使用しなければ通

勤することが著しく困難である職

員以外の職員であって自動車等を

使用しないで徒歩により通勤する

ものとした場合の通勤距離が片道2

キロメートル未満であるもの及び

次号に掲げる職員を除く。) 

(3) 略 (3) 略 

2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる

職員の区分に応じ、当該各号に定め

る額とする。 

2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる

職員の区分に応じ、当該各号に定め

る額とする。 

(1) 前項第1号に掲げる職員 支給

単位期間につき、市規則で定める

ところにより算出した当該職員の

支給単位期間の通勤に要する運賃

等の額に相当する額(以下この号及

(1) 前項第1号に掲げる職員 支給

単位期間につき、市規則で定める

ところにより算出した当該職員の

支給単位期間の通勤に要する運賃

等の額に相当する額(次項及び第5
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び次項において｢運賃等相当額｣と

いう。)。ただし、運賃等相当額を

支給単位期間の月数で除して得た

額(以下この号及び第3号において

｢1箇月当たりの運賃等相当額｣とい

う。)が55,000円を超えるときは、

支給単位期間につき、55,000円に

支給単位期間の月数を乗じて得た

額(当該職員が2以上の交通機関等

を利用するものとして当該運賃等

の額を算出する場合において、1箇

月当たりの運賃等相当額の合計額

が55,000円を超えるときは、当該

職員の通勤手当に係る支給単位期

間のうち最も長い支給単位期間に

つき、55,000円に当該支給単位期

間の月数を乗じて得た額) 

項において｢運賃等相当額｣とい

う。) 

(2) 略 (2) 略 

(3) 前項第3号に掲げる職員 交通

機関等を利用せず、かつ、自動車

等を使用しないで徒歩により通勤

するものとした場合の通勤距離、

交通機関等の利用距離、自動車等

の使用距離等の事情を考慮して市

規則で定める区分に応じ、前2号に

定める額(1箇月当たりの運賃等相

当額及び前号に定める額の合計額

が55,000円を超えるときは、当該

職員の通勤手当に係る支給単位期

(3) 前項第3号に掲げる職員 交通

機関等を利用せず、かつ、自動車

等を使用しないで徒歩により通勤

するものとした場合の通勤距離、

交通機関等の利用距離、自動車等

の使用距離等の事情を考慮して市

規則で定める区分に応じ、前2号に

定める額、第1号に定める額又は前

号に定める額 
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間のうち最も長い支給単位期間に

つき、55,000円に当該支給単位期

間の月数を乗じて得た額)、第1号

に定める額又は前号に定める額 

3 公署を異にする異動又は在勤する公

署の移転に伴い、所在する地域を異

にする公署に在勤することとなった

ことにより、通勤の実情に変更を生

ずることとなった職員で市規則で定

めるもののうち、第1項第1号又は第3

号に掲げる職員で、当該異動又は公

署の移転の直前の住居(当該住居に相

当するものとして市規則で定める住

居を含む。)からの通勤のため、新幹

線鉄道等の特別急行列車、高速自動

車国道その他の交通機関等(第1号に

おいて｢新幹線鉄道等｣という。)でそ

の利用が市規則で定める基準に照ら

して通勤事情の改善に相当程度資す

るものであると認められるものを利

用し、その利用に係る特別料金等(そ

の利用に係る運賃等の額から運賃等

相当額の算出の基礎となる運賃等に

相当する額を減じた額をいう。第1号

において同じ。)を負担することを常

例とするものの通勤手当の額は、前

項の規定にかかわらず、次の各号に

掲げる通勤手当の区分に応じ、当該

各号に定める額とする。 

3 公署を異にする異動又は在勤する公

署の移転に伴い、所在する地域を異

にする公署に在勤することとなった

ことにより、通勤の実情に変更を生

ずることとなった職員で市規則で定

めるもののうち、第1項第1号又は第3

号に掲げる職員で、当該異動又は公

署の移転の直前の住居(当該住居に相

当するものとして市規則で定める住

居を含む。)からの通勤のため、新幹

線鉄道等の特別急行列車、高速自動

車国道その他の交通機関等(第1号、

次項及び第5項において｢新幹線鉄道

等｣という。)を利用し、その利用に

係る特別料金等(その利用に係る運賃

等の額から運賃等相当額の算出の基

礎となる運賃等に相当する額を減じ

た額をいう。第1号及び次項において

同じ。)を負担することを常例とする

ものの通勤手当の額は、前項の規定

にかかわらず、次の各号に掲げる通

勤手当の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。 
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(1) 新幹線鉄道等に係る通勤手当 

支給単位期間につき、市規則で定

めるところにより算出した当該職

員の支給単位期間の通勤に要する

特別料金等の額の2分の1に相当す

る額。ただし、当該額を支給単位

期間の月数で除して得た額(以下こ

の号において｢1箇月当たりの特別

料金等2分の1相当額｣という。)が2

万円を超えるときは、支給単位期

間につき、2万円に支給単位期間の

月数を乗じて得た額(当該職員が2

以上の新幹線鉄道等を利用するも

のとして当該特別料金等の額を算

出する場合において、1箇月当たり

の特別料金等2分の1相当額の合計

額が2万円を超えるときは、当該職

員の新幹線鉄道等に係る通勤手当

に係る支給単位期間のうち最も長

い支給単位期間につき、2万円に当

該支給単位期間の月数を乗じて得

た額) 

(1) 新幹線鉄道等の利用に係る特別

料金等に係る通勤手当 支給単位

期間につき、市規則で定めるとこ

ろにより算出した当該職員の支給

単位期間の通勤に要する特別料金

等の額に相当する額(第5項におい

て｢特別料金等相当額｣という。) 

(2) 略 (2) 略 

4 前項の規定は、前項の規定による通

勤手当を支給される職員との権衡上

必要があると認められるものとして

市規則で定める職員の通勤手当の額

の算出について準用する。 

4 前項の規定は、新たに給料表の適用

を受ける職員となった者のうち、第1

項第1号又は第3号に掲げる職員で、

当該適用の直前の住居(当該住居に相

当するものとして市規則で定める住

居を含む。)からの通勤のため、新幹
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線鉄道等を利用し、その利用に係る

特別料金等を負担することを常例と

するもの(任用の事情等を考慮して市

規則で定める職員に限る。)その他前

項の規定による通勤手当を支給され

る職員との権衡上必要があると認め

られるものとして市規則で定める職

員の通勤手当の額の算出について準

用する。 

 5 運賃等相当額をその支給単位期間の

月額で除して得た額(交通機関等が2

以上ある場合においては、その合計

額)、第2項第2号に定める額及び特別

料金等相当額をその支給単位期間の

月数で除して得た額(新幹線鉄道等が

2以上ある場合においては、その合計

額)の合計額が150,000円を超える職

員の通勤手当の額は、前3項の規定に

かかわらず、当該職員の通勤手当に

係る支給単位期間のうち最も長い支

給単位期間につき、150,000円に当該

支給単位期間の月数を乗じて得た額

とする。 

5～8 略 6～9 略 

(単身赴任手当) (単身赴任手当) 

第10条の2 略 第10条の2 略 

2 略 2 略 

3 第1項の規定による単身赴任手当を

支給される職員との権衡上必要があ

3 新たに給料表の適用を受ける職員と

なったことに伴い、住居を移転し、
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ると認められるものとして市規則で

定める職員には前2項の規定に準じ

て、単身赴任手当を支給する。 

父母の疾病その他の市規則で定める

やむを得ない事情により、同居して

いた配偶者と別居することとなった

職員で、当該適用の直前の住居から

当該適用の直後に在勤する公署に通

勤することが通勤距離等を考慮して

市規則で定める基準に照らして困難

であると認められるもののうち、単

身で生活することを常況とする職員

その他第1項の規定による単身赴任手

当を支給される職員との権衡上必要

があると認められるものとして市規

則で定める職員には、前2項の規定に

準じて、単身赴任手当を支給する。 

4 略 4 略 

(管理職員特別勤務手当) (管理職員特別勤務手当) 

第16条の3 管理職員が臨時又は緊急の

必要その他の公務の運営の必要によ

り休暇等条例第3条第1項、第4条及び

第5条の規定に基づき週休日又は祝日

法による休日等若しくは年末年始の

休暇等(次項において｢週休日等｣とい

う。)に勤務した場合は、当該職員に

は、管理職員特別勤務手当を支給す

る。 

第16条の3 管理職員が臨時又は緊急の

必要その他の公務の運営の必要によ

り休暇等条例第3条第1項、第4条及び

第5条の規定に基づき週休日又は祝日

法による休日等若しくは年末年始の

休日等(次項において｢週休日等｣とい

う。)に勤務をした場合は、当該職員

には、管理職員特別勤務手当を支給

する。 

2 前項に規定する場合のほか、管理職

員が災害への対処その他の臨時又は

緊急の必要により週休日等以外の日

の午前零時から午前5時までの間であ

2 前項に規定する場合のほか、管理職

員が災害への対処その他の臨時又は

緊急の必要により午後10時から翌日

の午前5時までの間(週休日等に含ま
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って正規の勤務時間以外の時間に勤

務した場合は、当該職員には、管理

職員特別勤務手当を支給する。 

れる時間を除く。)であって正規の勤

務時間以外の時間に勤務をした場合

は、当該職員には、管理職員特別勤

務手当を支給する。 

3 管理職員特別勤務手当の額は、次の

各号に掲げる場合の区分に応じ、当

該各号に定める額とする。 

3 管理職員特別勤務手当の額は、次の

各号に掲げる場合の区分に応じ、当

該各号に定める額(前2項に規定する

勤務に従事する時間を考慮して市規

則で定める勤務をした職員にあって

は、その額に100分の150を乗じて得

た額)とする。 

(1) 第1項に規定する場合 同項の

勤務1回につき、10,000円を超えな

い範囲内において市規則で定める

額(当該勤務に従事する時間等を考

慮して市規則で定める勤務をした

職員にあっては、それぞれその額

に100分の150を乗じて得た額) 

(1) 第1項に規定する場合 同項の

勤務1回につき、10,000円を超えな

い範囲内において市規則で定める

額 

(2) 略 (2) 略 

4 略 4 略 

(時間外勤務手当等に関する規定除

外) 

(時間外勤務手当等に関する規定の適

用除外) 

第16条の4 略 第16条の4 略 

(期末手当) (期末手当) 

第17条 略 第17条 略 

2 期末手当の額は、期末手当基礎額

に、6月に支給する場合には100分の

122.5、12月に支給する場合には100

分の127.5(一般給料表の適用を受け

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に

100分の125(一般給料表の適用を受け

る職員でその職務の級が6級以上であ

るもの(市規則で定めるものを除く。
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る職員でその職務の級が6級以上であ

るもの(市規則で定めるものを除く。

第17条の4第2項各号において｢管理監

督職員｣という。)にあっては、6月に

支給する場合には100分の102.5、12

月に支給する場合には100分の107.5)

を乗じて得た額に、基準日以前6箇月

以内の期間における当該職員の在職

期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて

得た額とする。 

第17条の4第2項各号において｢管理監

督職員｣という。)にあっては、100分

の105)を乗じて得た額に、基準日以

前6箇月以内の期間における当該職員

の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

3 定年前再任用短時間勤務職員に対す

る前項の規定の適用については、同

項中｢100分の122.5｣とあるのは｢100

分の68.75｣と、｢100分の127.5｣とあ

るのは｢100分の71.25｣と、｢100分の

102.5｣とあるのは｢100分の58.75｣

と、｢100分の107.5｣とあるのは｢100

分の61.25｣とする。 

3 定年前再任用短時間勤務職員に対す

る前項の規定の適用については、同

項中｢100分の125｣とあるのは｢100分

の70｣と、｢100分の105｣とあるのは

｢100分の60｣とする。 

4～6 略 4～6 略 

(勤勉手当) (勤勉手当) 

第17条の4 略  第17条の4 略 

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に

市規則で定める割合を乗じて得た額

とする。この場合において、支給す

る勤勉手当の額の、次の各号に掲げ

る職員の区分ごとの総額は、それぞ

れ当該各号に定める額を超えてはな

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に

市規則で定める割合を乗じて得た額

とする。この場合において、支給す

る勤勉手当の額の、次の各号に掲げ

る職員の区分ごとの総額は、それぞ

れ当該各号に定める額を超えてはな
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らない。 らない。 

(1) 前項の職員のうち定年前再任用

短時間勤務職員以外の職員 当該

職員の勤勉手当基礎額に当該職員

がそれぞれの基準日現在(退職し、

又は死亡した職員にあっては、退

職し、又は死亡した日現在。次項

において同じ。)において受けるべ

き扶養手当の月額及びこれに対す

る地域手当の月額の合計額を加算

した額に、6月に支給する場合には

100分の102.5(管理監督職員にあっ

ては、100分の122.5)、12月に支給

する場合には100分の107.5(管理監

督職員にあっては、100分の127.5)

を乗じて得た額の総額 

(1) 前項の職員のうち定年前再任用

短時間勤務職員以外の職員 当該

職員の勤勉手当基礎額に当該職員

がそれぞれの基準日現在(退職し、

又は死亡した職員にあっては、退

職し、又は死亡した日現在。次項

において同じ。)において受けるべ

き扶養手当の月額及びこれに対す

る地域手当の月額の合計額を加算

した額に100分の105(管理監督職員

にあっては、100分の125)を乗じて

得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち定年前再任用

短時間勤務職員 当該定年前再任

用短時間勤務職員の勤勉手当基礎

額に、6月に支給する場合には100

分の48.75(管理監督職員にあって

は、100分の58.75)、12月に支給す

る場合には100分の51.25(管理監督

職員にあっては、100分の61.25)を

乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち定年前再任用

短時間勤務職員 当該定年前再任

用短時間勤務職員の勤勉手当基礎

額に100分の50(管理監督職員にあ

っては、100分の60)を乗じて得た

額の総額 

3～5 略 3～5 略 

(定年前再任用短時間勤務職員につい

ての適用除外) 

(定年前再任用短時間勤務職員につい

ての適用除外) 

第17条の5 第4条第3項から第9項ま 第17条の5 第4条第3項から第9項まで
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で、第8条、第9条、第9条の3及び第9

条の4の規定は、定年前再任用短時間

勤務職員には適用しない。 

及び第8条の規定は、定年前再任用短

時間勤務職員には適用しない。 

(管理職手当等の支給方法) (管理職手当等の支給方法) 

第17条の6 管理職手当、扶養手当、地

域手当、時間外勤務手当、休日勤務

手当、夜間勤務手当、期末手当及び

勤勉手当の支給方法に関し必要な事

項は、市規則で定める。 

第17条の6 管理職手当、地域手当、時

間外勤務手当、休日勤務手当、夜間

勤務手当、期末手当及び勤勉手当の

支給方法に関し必要な事項は、市規

則で定める。 

別表第1(第3条関係) 別記のとおり 別表第1(第3条関係) 別記のとおり 

【改正前】 

別表第１（第３条関係） 

一般給料表 

職員の

区分 

 職務

の級 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 

号給 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員以外

の職員 

 円 円 円 円 円 円 円 円 

1 183,500 230,000 261,300 287,300 309,800 335,000 373,400 415,600 

2 184,600 231,500 262,300 288,900 311,500 336,900 376,000 418,000 

3 185,800 233,000 263,300 290,400 313,200 338,700 378,300 420,500 

4 186,900 234,500 264,300 291,900 314,700 340,500 380,500 422,900 

5 188,000 236,000 265,300 293,400 316,100 342,200 382,400 424,800 

6 189,700 237,500 266,300 294,900 317,400 343,900 384,700 426,900 

7 191,300 239,000 267,300 296,300 318,700 345,500 386,800 429,000 

8 192,900 240,500 268,300 297,600 320,000 347,200 388,800 431,200 

9 194,500 242,000 269,300 298,800 321,300 348,800 390,800 433,100 

10 196,200 243,400 270,300 300,300 323,100 350,500 393,100 435,200 

-115--115-

--0123456789



11 197,800 244,800 271,300 301,800 324,900 352,100 395,300 437,300 

12 199,400 246,200 272,300 303,200 326,600 353,700 397,500 439,200 

13 201,000 247,400 273,300 304,600 328,300 355,200 399,700 440,900 

14 202,700 248,600 274,300 305,700 330,000 356,900 402,000 442,700 

15 204,400 249,800 275,300 306,700 331,700 358,500 404,200 444,600 

16 206,100 251,000 276,400 307,900 333,400 360,100 406,500 446,500 

17 207,400 252,100 277,400 309,100 335,000 361,700 408,300 448,300 

18 209,000 253,200 278,700 310,700 336,700 363,500 410,200 450,100 

19 210,600 254,300 280,000 312,300 338,400 365,000 412,100 451,900 

20 212,100 255,400 281,200 313,900 340,000 366,600 413,900 453,600 

21 213,600 256,400 282,500 315,400 341,500 368,000 415,700 455,400 

22 215,200 257,400 283,800 317,000 343,100 369,600 417,500 456,900 

23 216,800 258,400 285,000 318,600 344,700 371,200 419,300 458,300 

24 218,400 259,400 286,200 320,200 346,200 372,700 421,100 459,800 

25 220,000 260,400 287,300 321,700 347,600 374,600 422,700 461,200 

26 221,700 261,300 288,500 323,400 349,300 376,500 424,200 462,500 

27 223,000 262,200 289,800 325,000 350,900 378,400 425,700 463,800 

28 224,300 263,100 291,100 326,600 352,500 380,200 427,200 465,000 

29 225,600 263,900 292,400 328,000 353,700 381,700 428,700 466,000 

30 226,700 264,700 293,400 329,700 355,200 383,500 430,000 466,700 

31 227,800 265,500 294,400 331,400 356,700 385,200 431,300 467,400 

32 228,900 266,300 295,500 333,000 358,200 386,800 432,500 468,100 

33 230,000 267,000 296,600 334,200 359,900 388,500 433,700 468,800 

34 231,100 267,800 297,800 336,100 361,700 389,900 435,000 469,500 

35 232,200 268,600 298,900 337,800 363,400 391,300 436,300 470,100 

36 233,300 269,300 300,100 339,400 365,100 392,700 437,500 470,700 

37 234,400 270,000 301,300 340,900 366,500 394,100 438,700 471,200 

38 235,400 270,800 302,600 342,500 367,800 395,300 439,500 471,800 
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39 236,400 271,600 303,900 344,100 369,000 396,500 440,300 472,400 

40 237,300 272,300 305,200 345,700 370,400 397,500 441,100 473,000 

41 238,200 273,000 306,500 347,400 371,500 398,600 441,700 473,500 

42 239,100 273,800 307,800 349,200 372,400 399,800 442,300 474,000 

43 239,900 274,600 309,100 351,000 373,400 400,900 442,900 474,400 

44 240,700 275,300 310,400 352,800 374,500 402,000 443,500 474,700 

45 241,400 276,000 311,700 354,300 375,300 402,700 444,200 475,000 

46 242,000 276,700 313,000 355,700 376,200 403,400 445,000  

47 242,600 277,400 314,300 357,100 377,100 404,100 445,400  

48 243,200 278,100 315,400 358,500 377,900 404,800 446,100  

49 243,800 278,800 316,300 360,000 378,700 405,400 446,600  

50 244,400 279,500 317,600 360,800 379,500 406,000 447,000  

51 245,000 280,200 318,900 361,800 380,300 406,500 447,400  

52 245,500 280,900 320,200 362,800 381,000 406,900 447,800  

53 246,000 281,500 321,400 363,700 381,700 407,300 448,200  

54 246,400 282,200 322,700 364,800 382,400 407,500 448,600  

55 246,700 282,800 323,900 365,700 383,100 407,800 449,000  

56 247,000 283,500 325,100 366,700 383,800 408,100 449,300  

57 247,300 284,100 326,400 367,600 384,300 408,400 449,600  

58 247,600 284,800 327,500 368,300 384,900 408,700 450,000  

59 247,900 285,400 328,600 369,000 385,500 409,000 450,300  

60 248,200 286,100 329,700 369,600 386,200 409,300 450,600  

61 248,500 286,700 330,400 370,000 386,600 409,500 450,900  

62 248,800 287,400 331,300 370,600 387,200 409,800   

63 249,100 288,000 332,000 371,300 387,800 410,100   

64 249,400 288,500 332,800 372,000 388,300 410,400   

65 249,700 289,000 333,600 372,300 388,700 410,600   

66 250,000 289,600 334,000 373,000 389,300 410,900   
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67 250,300 290,100 334,600 373,700 389,900 411,200   

68 250,600 290,700 335,300 374,300 390,400 411,500   

69 250,900 291,200 336,100 374,600 390,800 411,700   

70 251,200 291,700 336,800 375,100 391,300 412,000   

71 251,500 292,300 337,500 375,700 391,800 412,300   

72 251,800 292,900 338,100 376,300 392,400 412,500   

73 252,100 293,400 338,600 376,600 392,700 412,700   

74 252,400 293,900 339,200 377,200 393,100 413,000   

75 252,700 294,300 339,700 377,900 393,500 413,300   

76 253,000 294,600 340,300 378,500 393,900 413,500   

77 253,300 294,800 340,600 378,900 394,200 413,700   

78 253,600 295,100 341,100 379,400 394,500 414,000   

79 253,900 295,300 341,500 380,000 394,800 414,300   

80 254,200 295,600 341,900 380,500 395,000 414,500   

81 254,500 295,800 342,300 381,000 395,200 414,700   

82 254,800 296,000 342,800 381,600 395,500 415,000   

83 255,100 296,300 343,300 382,100 395,800 415,300   

84 255,400 296,500 343,800 382,400 396,000 415,500   

85 255,700 296,800 344,100 382,800 396,200 415,700   

86 256,000 297,100 344,500 383,300 396,500    

87 256,300 297,400 344,900 383,700 396,800    

88 256,600 297,700 345,300 384,100 397,000    

89 256,900 298,000 345,600 384,500 397,200    

90 257,200 298,300 346,000 385,000 397,500    

91 257,500 298,600 346,400 385,400 397,800    

92 257,800 299,000 346,800 385,800 398,000    

93 258,100 299,200 347,000 386,100 398,200    

94  299,400 347,400      
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95  299,700 347,800      

96  300,100 348,200      

97  300,300 348,400      

98  300,600 348,800      

99  301,000 349,200      

100  301,400 349,500      

101  301,600 349,800      

102  301,900 350,200      

103  302,200 350,600      

104  302,500 351,000      

105  302,700 351,500      

106  303,000 351,900      

107  303,300 352,300      

108  303,600 352,700      

109  303,800 353,200      

110  304,200 353,600      

111  304,600 353,900      

112  304,900 354,200      

113  305,100 354,700      

114  305,300       

115  305,600       

116  306,000       

117  306,200       

118  306,400       

119  306,700       

120  307,000       

121  307,400       

122  307,600       
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123  307,900       

124  308,200       

125  308,500       

 略 

備考 略 

【改正後】 

別表第１(第３条関係) 

一般給料表 

職員の

区分 

 職務

の級 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 

号給 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員以外

の職員 

 円 円 円 円 円 円 円 円 

1 183,500 230,000 265,300 298,800 321,300 355,200 408,300 458,300 

2 184,600 231,500 266,300 300,300 323,100 356,900 410,200 463,800 

3 185,800 233,000 267,300 301,800 324,900 358,500 412,100 468,800 

4 186,900 234,500 268,300 303,200 326,600 360,100 413,900 473,500 

5 188,000 236,000 269,300 304,600 328,300 361,700 415,700 477,500 

6 189,700 237,500 270,300 305,700 330,000 363,500 417,500 481,000 

7 191,300 239,000 271,300 306,700 331,700 365,000 419,300 484,000 

8 192,900 240,500 272,300 307,900 333,400 366,600 421,100 486,500 

9 194,500 242,000 273,300 309,100 335,000 368,000 422,700 488,500 

10 196,200 243,400 274,300 310,700 336,700 369,600 424,200      

11 197,800 244,800 275,300 312,300 338,400 371,200 425,700      

12 199,400 246,200 276,400 313,900 340,000 372,700 427,200      

13 201,000 247,400 277,400 315,400 341,500 374,600 428,700      

14 202,700 248,600 278,700 317,000 343,100 376,500 430,000      

15 204,400 249,800 280,000 318,600 344,700 378,400 431,300      
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16 206,100 251,000 281,200 320,200 346,200 380,200 432,500      

17 207,400 252,100 282,500 321,700 347,600 381,700 433,700      

18 209,000 253,200 283,800 323,400 349,300 383,500 435,000      

19 210,600 254,300 285,000 325,000 350,900 385,200 436,300      

20 212,100 255,400 286,200 326,600 352,500 386,800 437,500      

21 213,600 256,400 287,300 328,000 353,700 388,500 438,700      

22 215,200 257,400 288,500 329,700 355,200 389,900 439,500      

23 216,800 258,400 289,800 331,400 356,700 391,300 440,300      

24 218,400 259,400 291,100 333,000 358,200 392,700 441,100      

25 220,000 260,400 292,400 334,200 359,900 394,100 441,700      

26 221,700 261,300 293,400 336,100 361,700 395,300 442,300      

27 223,000 262,200 294,400 337,800 363,400 396,500 442,900      

28 224,300 263,100 295,500 339,400 365,100 397,500 443,500      

29 225,600 263,900 296,600 340,900 366,500 398,600 444,200      

30 226,700 264,700 297,800 342,500 367,800 399,800 445,000      

31 227,800 265,500 298,900 344,100 369,000 400,900 445,400      

32 228,900 266,300 300,100 345,700 370,400 402,000 446,100      

33 230,000 267,000 301,300 347,400 371,500 402,700 446,600      

34 231,100 267,800 302,600 349,200 372,400 403,400 447,000      

35 232,200 268,600 303,900 351,000 373,400 404,100 447,400      

36 233,300 269,300 305,200 352,800 374,500 404,800 447,800      

37 234,400 270,000 306,500 354,300 375,300 405,400 448,200      

38 235,400 270,800 307,800 355,700 376,200 406,000 448,600      

39 236,400 271,600 309,100 357,100 377,100 406,500 449,000      

40 237,300 272,300 310,400 358,500 377,900 406,900 449,300      

41 238,200 273,000 311,700 360,000 378,700 407,300 449,600      

42 239,100 273,800 313,000 360,800 379,500 407,500 450,000      

43 239,900 274,600 314,300 361,800 380,300 407,800 450,300      
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44 240,700 275,300 315,400 362,800 381,000 408,100 450,600      

45 241,400 276,000 316,300 363,700 381,700 408,400 450,900      

46 242,000 276,700 317,600 364,800 382,400 408,700          

47 242,600 277,400 318,900 365,700 383,100 409,000          

48 243,200 278,100 320,200 366,700 383,800 409,300          

49 243,800 278,800 321,400 367,600 384,300 409,500          

50 244,400 279,500 322,700 368,300 384,900 409,800          

51 245,000 280,200 323,900 369,000 385,500 410,100          

52 245,500 280,900 325,100 369,600 386,200 410,400          

53 246,000 281,500 326,400 370,000 386,600 410,600          

54 246,400 282,200 327,500 370,600 387,200 410,900          

55 246,700 282,800 328,600 371,300 387,800 411,200          

56 247,000 283,500 329,700 372,000 388,300 411,500          

57 247,300 284,100 330,400 372,300 388,700 411,700          

58 247,600 284,800 331,300 373,000 389,300 412,000          

59 247,900 285,400 332,000 373,700 389,900 412,300          

60 248,200 286,100 332,800 374,300 390,400 412,500          

61 248,500 286,700 333,600 374,600 390,800 412,700          

62 248,800 287,400 334,000 375,100 391,300 413,000   

63 249,100 288,000 334,600 375,700 391,800 413,300   

64 249,400 288,500 335,300 376,300 392,400 413,500   

65 249,700 289,000 336,100 376,600 392,700 413,700   

66 250,000 289,600 336,800 377,200 393,100 414,000   

67 250,300 290,100 337,500 377,900 393,500 414,300   

68 250,600 290,700 338,100 378,500 393,900 414,500   

69 250,900 291,200 338,600 378,900 394,200 414,700   

70 251,200 291,700 339,200 379,400 394,500 415,000   

71 251,500 292,300 339,700 380,000 394,800 415,300   
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72 251,800 292,900 340,300 380,500 395,000 415,500   

73 252,100 293,400 340,600 381,000 395,200 415,700   

74 252,400 293,900 341,100 381,600 395,500           

75 252,700 294,300 341,500 382,100 395,800           

76 253,000 294,600 341,900 382,400 396,000           

77 253,300 294,800 342,300 382,800 396,200           

78 253,600 295,100 342,800 383,300 396,500           

79 253,900 295,300 343,300 383,700 396,800           

80 254,200 295,600 343,800 384,100 397,000           

81 254,500 295,800 344,100 384,500 397,200           

82 254,800 296,000 344,500 385,000 397,500           

83 255,100 296,300 344,900 385,400 397,800           

84 255,400 296,500 345,300 385,800 398,000           

85 255,700 296,800 345,600 386,100 398,200           

86 256,000 297,100 346,000              

87 256,300 297,400 346,400                    

88 256,600 297,700 346,800                    

89 256,900 298,000 347,000                    

90 257,200 298,300 347,400                    

91 257,500 298,600 347,800                    

92 257,800 299,000 348,200                    

93 258,100 299,200 348,400                    

94  299,400 348,800      

95  299,700 349,200      

96  300,100 349,500      

97  300,300 349,800      

98  300,600 350,200      

99  301,000 350,600      
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100  301,400 351,000      

101  301,600 351,500      

102  301,900 351,900      

103  302,200 352,300      

104  302,500 352,700      

105  302,700 353,200      

106  303,000 353,600      

107  303,300 353,900      

108  303,600 354,200      

109  303,800 354,700      

110  304,200           

111  304,600              

112  304,900              

113  305,100              

114  305,300       

115  305,600       

116  306,000       

117  306,200       

118  306,400       

119  306,700       

120  307,000       

121  307,400       

122  307,600       

123  307,900       

124  308,200       

125  308,500       

 略 

 備考 略 
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（小山市長等の給与及び旅費に関する条例の一部改正） 

第２条 小山市長等の給与及び旅費に関する条例（昭和２９年条例第３０号）の一

部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(期末手当) (期末手当) 

第4条 略 第4条 略 

2 期末手当の額は、基準日現在(退職

し、又は死亡した市長等にあって

は、退職し、又は死亡した日現在)に

おいて市長等が受けるべき給料月額

に、その給料月額に100分の45を乗じ

て得た額を加算した額に、6月に支給

する場合には100分の170、12月に支

給する場合には100分の175を乗じて

得た額に、基準日以前6箇月以内の期

間におけるその者の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める割合を乗じて得た額とす

る。 

2 期末手当の額は、基準日現在(退職

し、又は死亡した市長等にあって

は、退職し、又は死亡した日現在)に

おいて市長等が受けるべき給料月額

に、その給料月額に100分の45を乗じ

て得た額を加算した額に100分の

172.5を乗じて得た額に、基準日以前

6箇月以内の期間におけるその者の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて

得た額とする。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

（小山市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正） 

第３条 小山市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和３１年条

例第１９号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(期末手当) (期末手当) 

第6条 略 第6条 略 

2 期末手当の額は、基準日現在(退職

し、又は死亡した議長等にあって

2 期末手当の額は、基準日現在(退職

し、又は死亡した議長等にあって
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は、退職し、又は死亡した日現在)に

おいて議長等が受けるべき議員報酬

の月額に、その議員報酬の月額に100

分の45を乗じて得た額を加算した額

に、6月に支給する場合には100分の

170、12月に支給する場合には100分

の175を乗じて得た額に、基準日以前

6箇月以内の期間におけるその者の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて

得た額とする。 

は、退職し、又は死亡した日現在)に

おいて議長等が受けるべき議員報酬

の月額に、その議員報酬の月額に100

分の45を乗じて得た額を加算した額

に100分の172.5を乗じて得た額に、

基準日以前6箇月以内の期間における

その者の在職期間の次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める割

合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

（小山市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第４条 小山市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年条例第

１８号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(給与の種類) (給与の種類) 

第2条 略 第2条 略 

2 略 2 略 

3 手当の種類は、管理職手当、扶養手

当、地域手当、住居手当、通勤手

当、単身赴任手当、特殊勤務手当、

時間外勤務手当、休日勤務手当、夜

間勤務手当、管理職員特別勤務手

当、期末手当、勤勉手当及び特定任

期付職員業績手当とする。 

3 手当の種類は、管理職手当、扶養手

当、地域手当、住居手当、通勤手

当、単身赴任手当、特殊勤務手当、

時間外勤務手当、休日勤務手当、夜

間勤務手当、管理職員特別勤務手

当、期末手当及び勤勉手当とする。 

(管理職手当) (管理職手当) 

第4条 管理職手当は、管理又は監督の 第4条 管理職手当は、管理又は監督の
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地位にある職員のうち、その特殊性

に基づき管理者が指定するものにつ

いて支給する。 

地位にある職員のうち、その特殊性

に基づき管理者が指定するもの(以下

｢管理職員｣という。)に対して支給す

る。 

(扶養手当) (扶養手当) 

第5条 略 第5条 略 

2 扶養手当の支給については、次の各

号に掲げる者で他に生計の途がなく

主としてその職員の扶養を受けてい

るものを扶養親族とする。 

2 扶養手当の支給については、次の各

号に掲げる者で他に生計の途がなく

主としてその職員の扶養を受けてい

るものを扶養親族とする。 

(1) 配偶者(届出をしないが事実上

婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。以下同じ。) 

 

(2)～(5) 略 (1)～(4) 略 

(住居手当) (住居手当) 

第5条の3 住居手当は、次の各号のい

ずれかに該当する職員に対して支給

する。 

第5条の3 住居手当は、次の各号のい

ずれかに該当する職員に対して支給

する。 

(1) 略 (1) 略 

(2) その所有に係る住宅に居住して

いる職員で世帯主であるもの 

 

(3) 第6条の2の規定により単身赴任

手当を支給される職員で、配偶者

が居住するための住宅(管理者が指

定するものを除く。)を借り受け、

家賃を支払っているもの又はこれ

らのものとの権衡上必要があると

認められるものとして管理者が定

めるもの 

(2) 第6条の2の規定により単身赴任

手当を支給される職員で、配偶者

(届出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。以下

同じ。)が居住するための住宅(管

理者が指定するものを除く。)を借

り受け、家賃を支払っているもの

又はこれらのものとの権衡上必要
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があると認められるものとして管

理者が定めるもの 

(通勤手当) (通勤手当) 

第6条 通勤手当は、次の各号に掲げる

職員に対して支給する。 

第6条 通勤手当は、次に掲げる職員に

対して支給する。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 通勤のため自転車その他の用具

を使用することを常例とする職員 

(2) 通勤のため自動車その他の用具

を使用することを常例とする職員 

(単身赴任手当) (単身赴任手当) 

第6条の2 略 第6条の2 略 

2 前項の規定による単身赴任手当を支

給される職員との権衡上必要がある

と認められるものとして管理者が定

める職員には、前項の規定に準じ

て、単身赴任手当を支給する。 

2 新たに第3条の給料表の適用を受け

る職員となったことに伴い、住居を

移転し、父母の疾病その他の管理者

が定めるやむを得ない事情により、

同居していた配偶者と別居すること

となった職員で、当該適用の直前の

住居から当該適用の直後に在勤する

事業所に通勤することが通勤距離等

を考慮して管理者が定める基準に照

らして困難であると認められるもの

のうち、単身で生活することを常況

とする職員その他前項の規定による

単身赴任手当を支給される職員との

権衡上必要があると認められるもの

として管理者が定める職員には、前

項の規定に準じて、単身赴任手当を

支給する。 

(特殊勤務手当) (特殊勤務手当) 

第7条 特殊勤務手当は、著しく危険、 第7条 特殊勤務手当は、著しく危険、
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不快、不健康又は困難な勤務その他

著しく特殊な勤務で給与上特別の考

慮を必要とし、かつ、その特殊性を

給料で考慮することか適当でないと

認められるものに従事する職員に対

して支給する。 

不快、不健康又は困難な勤務その他

著しく特殊な勤務で給与上特別の考

慮を必要とし、かつ、その特殊性を

給料で考慮することが適当でないと

認められるものに従事する職員に対

して支給する。 

(管理職員特別勤務手当) (管理職員特別勤務手当) 

第11条の2 管理職員が臨時又は緊急の

必要その他の事業の運営の必要によ

り週休日(勤務時間を割り振らない日

をいう。)又は休日等(次項において

｢週休日等｣という。)に勤務した場合

は、当該職員には、管理職員特別勤

務手当を支給する。 

第11条の2 管理職員が臨時又は緊急の

必要その他の事業の運営の必要によ

り週休日(勤務時間を割り振らない日

をいう。)又は休日等(次項及び第18

条第2項において｢週休日等｣とい

う。)に勤務をした場合は、当該職員

には、管理職員特別勤務手当を支給

する。 

2 前項に規定する場合のほか、管理職

員が災害への対処その他の臨時又は

緊急の必要により週休日等以外の日

の午前零時から午前5時までの間であ

って正規の勤務時間以外の時間に勤

務した場合は、当該職員には、管理

職員特別勤務手当を支給する。 

2 前項に規定する場合のほか、管理職

員が災害への対処その他の臨時又は

緊急の必要により午後10時から翌日

の午前5時までの間(週休日等に含ま

れる時間を除く。)であって正規の勤

務時間以外の時間に勤務をした場合

は、当該職員には、管理職員特別勤

務手当を支給する。 

3 管理職員特別勤務手当の額は、次の

各号に掲げる場合の区分に応じ、当

該各号に定める額とする。 

3 管理職員特別勤務手当の額は、次の

各号に掲げる場合の区分に応じ、当

該各号に定める額(前2項に規定する

勤務に従事する時間を考慮して管理

者が定める勤務をした職員にあって

は、その額に100分の150を乗じて得
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た額)とする。 

(1) 第1項に規定する場合 同項の

勤務1回につき、10,000円を超えな

い範囲内において市規則で定める

額(当該勤務に従事する時間等を考

慮して市規則で定める勤務をした

職員にあっては、それぞれその額

に100分の150を乗じて得た額) 

(1) 第1項に規定する場合 同項の

勤務1回につき、10,000円を超えな

い範囲内において管理者が定める

額 

(2) 前項に規定する場合 同項の勤

務1回につき、5,000円を超えない

範囲内において市規則で定める額 

(2) 前項に規定する場合 同項の勤

務1回につき、5,000円を超えない

範囲内において管理者が定める額 

4 略 4 略 

(勤勉手当) (勤勉手当) 

第13条 略 第13条 略 

(特定任期付職員業績手当)  

第13条の2 特定任期付職員業績手当

は、地方公共団体の一般職の任期付

職員の採用に関する法律(平成14年法

律第48号)第7条第1項に規定する特定

任期付職員(以下｢特定任期付職員｣と

いう。)のうち、特に顕著な業績を挙

げたと認められる職員に対して支給

する。 

 

(定年前再任用短時間勤務職員等につ

いての適用除外) 

(管理職員等についての適用除外) 

第17条  第17条 第8条から第10条までの規定

は、管理職員には適用しない。 

 第5条及び第5条の3の規定は、地方公

務員法第22条の4第1項又は第22条の5

2 第5条の規定は、地方公務員法第22

条の4第1項又は第22条の5第1項の規
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第1項の規定により採用された職員に

は適用しない。 

定により採用された職員には適用し

ない。 

2 略 3 略  

(特定任期付職員についての適用除

外) 

(特定任期付職員についての適用除外

等) 

第18条 第4条、第5条、第5条の3、第8

条から第10条まで及び第13条の規定

は、特定任期付職員には適用しな

い。 

第18条 第4条、第5条、第5条の3及び

第8条から第10条までの規定は、特定

任期付職員には適用しない。 

 2 第11条の2に定めるもののほか、管

理職員特別勤務手当は、特定任期付

職員が臨時又は緊急の必要その他の

事業の運営の必要により週休日等に

おいて勤務する場合に支給する。 

（一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正） 

第５条 一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成１７年条例

第１号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(給与に関する特例) (給与に関する特例) 

第8条 略 第8条 略 

2・3 略 2・3 略 

4 任命権者は、特定任期付職員のう

ち、特に顕著な業績を挙げたと認め

られる職員には、市長が規則で定め

るところにより、その給料月額に相

当する額を特定任期付職員業績手当

として支給することができる。 

 

5 第2項の規定による号給の決定、第3 4 第2項の規定による号給の決定及び
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項の規定による給料月額の決定及び

前項の規定による特定任期付職員業

績手当の支給は、予算の範囲内で行

われなければならない。 

前項の規定による給料月額の決定

は、予算の範囲内で行わなければな

らない。 

(給与条例の適用除外等) (給与条例の適用除外等) 

第10条 小山市職員の給与に関する条

例(昭和29年条例第25号。以下｢給与

条例｣という。)第3条から第4条ま

で、第7条から第9条まで、第9条の4

及び第17条の4の規定並びに小山市企

業職員の給与の種類及び基準に関す

る条例(昭和42年条例第18号。以下

｢企業職員給与条例｣という。)第3条

から第5条まで、第5条の3及び第13条

の規定は、特定任期付職員には適用

しない。 

第10条 小山市職員の給与に関する条

例(昭和29年条例第25号。以下｢給与

条例｣という。)第3条、第4条、第7条

から第8条まで及び第9条の4の規定

は、特定任期付職員には適用しな

い。 

2 特定任期付職員に対する給与条例第

16条の3第1項、第16条の4、第17条第

2項及び第18条の3の規定の適用につ

いては、給与条例第16条の3第1項及

び第16条の4中｢管理職員｣とあるのは

｢管理職員(一般職の任期付職員の採

用及び給与の特例に関する条例(平成

17年条例第1号。以下｢任期付職員条

例｣という。)第8条第1項の給料表の

適用を受ける職員を含む。次条にお

いて同じ。)｣と、給与条例第17条第2

項中｢100分の122.5｣とあるのは｢100

分の170｣と、｢100分の127.5｣とある

2 特定任期付職員に対する給与条例第

16条の3第1項、第17条第2項及び第17

条の4第2項第1号の規定の適用につい

ては、給与条例第16条の3第1項中｢管

理職員｣とあるのは｢管理職員(一般職

の任期付職員の採用及び給与の特例

に関する条例(平成17年条例第1号)第

8条第1項の給料表の適用を受ける職

員を含む。以下この条及び次条にお

いて同じ。)｣と、給与条例第17条第2

項中｢100分の125｣とあるのは｢100分

の95｣と、給与条例第17条の4第2項第

1号中｢100分の105｣とあるのは｢100分
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のは｢100分の175｣と、給与条例第18

条の3中｢職員｣とあるのは｢職員及び

任期付職員条例第2条第1項の規定に

より任期を定めて採用された職員｣と

する。 

の87.5｣とする。 

3 特定任期付職員に対する企業職員給

与条例第11条の2第1項の規定の適用

については、同中｢管理職員｣とある

のは｢管理職員(一般職の任期付職員

の採用及び給与の特例に関する条例

(平成17年条例第1号。以下｢任期付職

員条例｣という。)第8条第1項の給料

表の適用を受ける職員を含む。)｣と

する。 

 

第11条 給与条例第3条から第4条まで

の規定は、任期付職員には、適用し

ない。 

第11条 給与条例第3条及び第4条の規

定は、任期付職員には、適用しな

い。 

2 給与条例第8条、第9条、第9条の3、

第9条の4及び第10条の2の規定は、任

期付短時間勤務職員には、適用しな

い 

2 給与条例第8条、第9条の3、第9条の

4及び第10条の2の規定は、任期付短

時間勤務職員には、適用しない 

3 任期付短時間勤務職員に対する給与

条例第10条第2項第2号並びに第13条

第2項及び第3項の規定の適用につい

ては、給与条例第10条第2項第2号並

びに第13条第2項及び第3項中｢定年前

再任用短時間勤務職員｣とあるのは、

｢任期付短時間勤務職員｣とする。 

3 任期付短時間勤務職員に対する給与

条例第10条第2項第2号並びに第13条

第2項及び第3項の規定の適用につい

ては、給与条例第10条第2項第2号中

｢定年前再任用短時間勤務職員｣とあ

るのは｢一般職の任期付職員の採用及

び給与の特例に関する条例(平成17年

条例第1号)第4条の規定により採用さ
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れた職員(第13条において｢任期付短

時間勤務職員｣という。)｣と、第13条

第2項及び第3項中｢定年前再任用短時

間勤務職員｣とあるのは｢任期付短時

間勤務職員｣とする。 

別表第2(第9条関係) 別表第2(第9条関係) 

任期付職員給料表 任期付職員給料表 

職務

の級 

1級 2級 3級 4級 

給料

月額 

183,500

円 

230,000

円 

261,300

円 

287,300

円 
 

職務

の級 

1級 2級 3級 4級 

給料

月額 

183,500

円 

230,000

円 

265,300

円 

298,800

円 
 

（小山市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第６条 小山市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成２４年条例

第６号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(単身赴任手当) (単身赴任手当) 

第8条 略 第8条 略 

 2 新たにこの条例の適用を受ける技能

労務職員となったことに伴い、住居

を移転し、父母の疾病その他の市長

が定めるやむを得ない事情により、

同居していた配偶者と別居すること

となった職員で、当該適用の直前の

住居から当該適用の直後に在勤する

事務所に通勤することが通勤距離等

を考慮して市長が定める基準に照ら

して困難であると認められるものの

うち、単身で生活することを常況と
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する職員その他前項の規定による単

身赴任手当を支給される職員との権

衡上必要があると認められるものと

して市長が定める職員には、前項の

規定に準じて、単身赴任手当を支給

する。 

(定年前再任用短時間勤務職員等につ

いての適用除外) 

(定年前再任用短時間勤務職員等につ

いての適用除外) 

第22条 第4条及び第6条の規定は、地

方公務員法第22条の4第1項又は第22

条の5第1項の規定により採用された

技能労務職員には適用しない。 

第22条 第4条の規定は、地方公務員法

第22条の4第1項又は第22条の5第1項

の規定により採用された技能労務職

員には適用しない。 

2 略 2 略 

（小山市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第７条 小山市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年条例

第２１号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表第2(第3条関係) 別表第2(第3条関係) 

臨床心理職給料表 臨床心理職給料表 

 職務の級 1級 

号給 給料月額 

 円 

1 303,500 

2 305,000 

3 306,500 

4 308,000 

5 309,500 

6 310,900 

 職務の級 1級 

号給 給料月額 

 円 

1 315,000 

2 316,400 

3 317,800 

4 319,200 

5 320,600 

6 322,200 
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7 312,300 

8 313,700 

9 315,000 

10 316,400 

11 317,800 

12 319,200 

13 320,600 

14 322,200 

15 323,700 

16 325,200 

17 326,700 

18 328,300 

19 329,800 

20 331,300 

21 332,800 

22 334,400 

23 335,900 

24 337,400 

25 338,900 

26 340,500 

27 342,100 

28 343,600 

29 344,900 

30 346,400 

31 347,900 

32 349,400 

33 350,900 

34 352,400 

35 353,900 

7 323,700 

8 325,200 

9 326,700 

10 328,300 

11 329,800 

12 331,300 

13 332,800 

14 334,400 

15 335,900 

16 337,400 

17 338,900 

18 340,500 

19 342,100 

20 343,600 

21 344,900 

22 346,400 

23 347,900 

24 349,400 

25 350,900 

26 352,400 

27 353,900 

28 355,300 

29 356,700 

30 358,300 

31 359,800 

32 361,300 

33 362,500 

34 363,600 

35 364,800 
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36 355,300 

37 356,700 

38 358,300 

39 359,800 

40 361,300 

41 362,500 

42 363,600 

43 364,800 

44 365,900 

45 366,900 

46 367,700 

47 368,700 

48 369,800 

49 370,800 

50 371,800 

51 372,800 

52 373,700 

53 374,500 

54 375,300 

55 376,200 

56 377,000 

57 377,500 

58 378,300 

59 379,100 

60 379,900 

61 380,300 

62 381,000 

63 381,700 

64 382,300 

36 365,900 

37 366,900 

38 367,700 

39 368,700 

40 369,800 

41 370,800 

42 371,800 

43 372,800 

44 373,700 

45 374,500 

46 375,300 

47 376,200 

48 377,000 

49 377,500 

50 378,300 

51 379,100 

52 379,900 

53 380,300 

54 381,000 

55 381,700 

56 382,300 

57 382,700 

58 383,200 

59 383,800 

60 384,400 

61 384,800 

62 385,300 

63 385,800 

64 386,300 
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65 382,700 

66 383,200 

67 383,800 

68 384,400 

69 384,800 

70 385,300 

71 385,800 

72 386,300 

73 386,900 

74 387,400 

75 388,000 

76 388,600 

77 389,100 

78 389,600 

79 390,100 

80 390,600 

81 390,900 

82 391,400 

83 391,800 

84 392,200 

85 392,600 
 

65 386,900 

66 387,400 

67 388,000 

68 388,600 

69 389,100 

70 389,600 

71 390,100 

72 390,600 

73 390,900 

74 391,400 

75 391,800 

76 392,200 

77 392,600 
 

備考 略 備考 略 

 （地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

の一部改正） 

第８条 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する

条例（令和４年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

附 則 附 則 

(小山市職員の給与に関する条例の一 (小山市職員の給与に関する条例の一
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部改正に伴う経過措置) 部改正に伴う経過措置) 

第3条 略 第3条 略 

2～6 略 2～6 略 

7 小山市職員の給与に関する条例第4

条第3項、第5項及び第7項から第9項

まで、第8条、第9条、第9条の3並び

に第9条の4並びに新給与条例第4条第

4項及び第6項の規定は、暫定再任用

職員には適用しない。 

7 小山市職員の給与に関する条例第4

条第3項、第5項及び第7項から第9項

まで並びに第8条並びに新給与条例第

4条第4項及び第6項の規定は、暫定再

任用職員には適用しない。 

8 略  8 略 

(小山市企業職員の給与の種類及び基

準に関する条例の一部改正に伴う経

過措置) 

(小山市企業職員の給与の種類及び基

準に関する条例の一部改正に伴う経

過措置) 

第4条 小山市企業職員の給与の種類及

び基準に関する条例第5条及び第5条

の3の規定は、暫定再任用職員には適

用しない。 

第4条 小山市企業職員の給与の種類及

び基準に関する条例第5条の規定は、

暫定再任用職員には適用しない。 

(小山市技能労務職員の給与の種類及

び基準に関する条例の一部改正に伴

う経過措置) 

(小山市技能労務職員の給与の種類及

び基準に関する条例の一部改正に伴

う経過措置) 

第6条 小山市技能労務職員の給与の種

類及び基準に関する条例第4条及び第

6条の規定は、暫定再任用職員には適

用しない。 

第6条 小山市技能労務職員の給与の種

類及び基準に関する条例第4条の規定

は、暫定再任用職員には適用しな

い。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（号給の切替え） 

第２条 令和７年４月１日（以下「切替日」という。）の前日において小山市職員
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の給与に関する条例（以下「給与条例」という。）別表第１の一般給料表の適用

を受けていた職員であって同日においてその者が属していた職務の級が附則別表

に掲げられている職務の級であったものの切替日における号給（次条及び同表に

おいて「新号給」という。）は、切替日の前日においてその者が属していた職務

の級及び同日においてその者が受けていた号給（同表において「旧号給」とい

う。）に応じて同表に定める号給とする。 

（切替日前の異動者の号給の調整） 

第３条 切替日前に職務の級を異にする異動をした職員及び市長の定めるこれに準

ずるものをした職員の新号給については、その者が切替日において当該異動又は

当該準ずるものをしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度におい

て、市長の定めるところにより、必要な調整を行うことができる。 

（令和８年３月３１日までの間における扶養手当に関する経過措置） 

第４条 切替日から令和８年３月３１日までの間における第１条の規定による改正

後の給与条例（以下「改正後給与条例」という。）第８条の規定の適用について

は、同条第１項中「支給する」とあるのは「支給する。ただし、次項第６号に該当

する扶養親族に係る扶養手当は、一般給料表の適用を受ける職員でその職務の級

が８級であるものに対しては、支給しない」と、同条第２項中「⑸ 重度心身障

がい者」とあるのは 

「⑸ 重度心身障がい者 

 ⑹ 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）」

と、同条第３項中「１３，０００円」とあるのは「１１，５００円」と、「とす

る」とあるのは「、同項第６号に該当する扶養親族については３，０００円とす

る」とする。 

第５条 切替日から令和８年３月３１日までの間における第４条の規定による改正

後の小山市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（以下「改正後企業職員

条例」という。）第５条の規定の適用については、同条第１項中「支給する」とあ

るのは「支給する。ただし、次項第５号に該当する扶養親族に係る扶養手当は、

管理又は監督の地位にある職員のうち、管理者が定めるものに対しては、支給し

ない」と、同条第２項中「⑷ 重度心身障害者」とあるのは 
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「⑷ 重度心身障害者 

  ⑸ 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）」

とする。 

（令和１０年３月３１日までの間における地域手当に関する経過措置） 

第６条 切替日から令和１０年３月３１日までの間における地域手当の月額は、改

正後給与条例第９条の２第２項及び第３項の規定にかかわらず、給料、管理職手

当及び扶養手当の月額の合計額に、市規則で定める地域手当の級地の区分に応じ

て、１００分の２０を超えない範囲内で市規則で定める割合を乗じて得た額とす

る。この場合において、この項前段の地域手当の級地は、市規則で定める。 

 （切替日前に異動等のあった職員等の地域手当に関する経過措置） 

第７条 切替日の前日までに第１条の規定による改正前の給与条例第９条の３第１

項に規定する異動のあった職員又は同日までに同条第２項の規定により同条第１

項の規定による地域手当を支給される職員との権衡上必要があると認められた職

員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第３項に規定する

定年前再任用短時間勤務職員及び地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年

法律第６３号）附則第９条第６項に規定する暫定再任用職員を除く。）について

は、改正後給与条例第９条の３第１項本文中「割合をいう」とあるのは「割合又

は小山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（令和７年条例第 

号。以下この条において「令和７年改正条例」という。）附則第６条の市規則で

定める割合をいう」と、「割合をいい」とあるのは「割合又は令和７年改正条例

附則第６条の市規則で定める割合をいい」と、「同条の規定にかかわらず」とあ

るのは「前条又は令和７年改正条例附則第６条の規定にかかわらず」と、「から

３年」とあるのは「から２年」と、「変更により、」とあるのは「変更又は令和

７年改正条例附則第６条の市規則で定める級地の区分、同条の市規則で定める割

合若しくは同条後段の市規則で定める級地の変更により、」と、同項ただし書中

「から３年」とあるのは「から２年」と、同項第１号中「変更」とあるのは「変

更又は令和７年改正条例附則第６条の市規則で定める級地の区分、同条の市規則

で定める割合若しくは同条後段の市規則で定める級地の変更」と、同項中 

「⑵ 当該異動の日から同日以後２年を経過する日までの期間（前号に掲げる期
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間を除く。） 異動前の支給割合に１００分の８０を乗じて得た割合 

 ⑶ 当該異動の日から同日以後３年を経過する日までの期間（前２号に掲げる

期間を除く。） 異動前の支給割合に１００分の６０を乗じて得た割合 」 

とあるのは「⑵ 当該異動の日から同日以後２年を経過する日までの期間（前号

に掲げる期間を除く。） 異動前の支給割合に１００分の８０を乗じて得た割

合」と、同条第２項中「者から」とあるのは「者が、」と、「となった者が」と

あるのは「となり」として、同条の規定を適用する。 

２ 切替日から令和１０年３月３１日までの間に改正後給与条例第９条の３第１項

に規定する異動のあった職員又は当該期間に同条第２項の規定により同条第１項

の規定による地域手当を支給される職員との権衡上必要があると認められた職員

については、同条第１項中「割合をいう」とあるのは「割合又は小山市職員の給

与に関する条例等の一部を改正する条例（令和７年条例第 号。以下この条にお

いて「令和７年改正条例」という。）附則第６条の市規則で定める割合をいう」

と、「割合をいい」とあるのは「割合又は令和７年改正条例附則第６条の市規則

で定める割合をいい」と、「同条の規定にかかわらず」とあるのは「前条又は令

和７年改正条例附則第６条の規定にかかわらず」と、「変更により、」とあるの

は「変更又は令和７年改正条例附則第６条の市規則で定める級地の区分、同条の

市規則で定める割合若しくは同条後段の市規則で定める級地の変更により、」

と、同項第１号中「変更」とあるのは「変更又は令和７年改正条例附則第６条の

市規則で定める級地の区分、同条の市規則で定める割合若しくは同条後段の市規

則で定める級地の変更」と、同条第２項中「１級地」とあるのは「１級地又は令

和７年改正条例附則第６条の市規則で定める級地の区分のうち支給割合の最も高

い級地の区分」として、同条の規定を適用する。 

 （通勤手当及び単身赴任手当に関する経過措置） 

第８条 改正後給与条例第１０条第４項及び第１０条の２第３項の規定は、切替日

前に新たに給料表の適用を受ける職員となった者にも適用する。 

第９条 改正後企業職員条例第６条の２第２項の規定は、切替日前に新たに小山市

企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第３条の給料表の適用を受ける職員

となった者にも適用する。 
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第１０条 第６条の規定による改正後の小山市技能労務職員の給与の種類及び基準

に関する条例第８条第２項の規定は、切替日前に新たに小山市技能労務職員の給

与の種類及び基準に関する条例の適用を受ける職員となった者にも適用する。 

 （小山市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１１条 小山市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第１７号）の一部

を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(任期付短時間勤務職員についての給

与条例の特例) 

(任期付短時間勤務職員についての給

与条例の特例) 

第20条 任期付短時間勤務職員につい

ての給与条例の規定の適用について

は、次の表の左欄に掲げる給与条例

の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

第20条 任期付短時間勤務職員につい

ての給与条例の規定の適用について

は、次の表の左欄に掲げる給与条例

の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

 略 

第17条

の5 

第4条第3項か

ら第9項まで、

第8条、第9

条、第9条の3

及び第9条の4 

第8条、第9条、

第9条の4及び第

10条の2 

 略 
 

 略 

第17条

の5 

第4条第3項か

ら第9項まで及

び第8条 

 

 

第8条、第9条の4

及び第10条の2 

 略 
 

附則別表 号給の切替表（附則第２条関係） 

 一般給料表の適用を受ける職員の新号給 

 職務の級 

旧号給 3級 4級 5級 6級 7級 8級 

1 1 1 1 1 1 1 

2 1 1 1 1 1 1 
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3 1 1 1 1 1 1 

4 1 1 1 1 1 1 

5 1 1 1 1 1 1 

6 2 1 1 1 1 1 

7 3 1 1 1 1 1 

8 4 1 1 1 1 1 

9 5 1 1 1 1 1 

10 6 2 2 1 1 1 

11 7 3 3 1 1 1 

12 8 4 4 1 1 1 

13 9 5 5 1 1 1 

14 10 6 6 2 1 1 

15 11 7 7 3 1 1 

16 12 8 8 4 1 1 

17 13 9 9 5 1 1 

18 14 10 10 6 2 1 

19 15 11 11 7 3 1 

20 16 12 12 8 4 1 

21 17 13 13 9 5 1 

22 18 14 14 10 6 1 

23 19 15 15 11 7 1 

24 20 16 16 12 8 2 

25 21 17 17 13 9 2 

26 22 18 18 14 10 2 

27 23 19 19 15 11 2 

28 24 20 20 16 12 3 
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29 25 21 21 17 13 3 

30 26 22 22 18 14 3 

31 27 23 23 19 15 3 

32 28 24 24 20 16 3 

33 29 25 25 21 17 3 

34 30 26 26 22 18 4 

35 31 27 27 23 19 4 

36 32 28 28 24 20 4 

37 33 29 29 25 21 4 

38 34 30 30 26 22 4 

39 35 31 31 27 23 4 

40 36 32 32 28 24 4 

41 37 33 33 29 25 4 

42 38 34 34 30 26 5 

43 39 35 35 31 27 5 

44 40 36 36 32 28 5 

45 41 37 37 33 29 5 

46 42 38 38 34 30  

47 43 39 39 35 31  

48 44 40 40 36 32  

49 45 41 41 37 33  

50 46 42 42 38 34  

51 47 43 43 39 35  

52 48 44 44 40 36  

53 49 45 45 41 37  

54 50 46 46 42 38  
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55 51 47 47 43 39  

56 52 48 48 44 40  

57 53 49 49 45 41  

58 54 50 50 46 42  

59 55 51 51 47 43  

60 56 52 52 48 44  

61 57 53 53 49 45  

62 58 54 54 50   

63 59 55 55 51   

64 60 56 56 52   

65 61 57 57 53   

66 62 58 58 54   

67 63 59 59 55   

68 64 60 60 56   

69 65 61 61 57   

70 66 62 62 58   

71 67 63 63 59   

72 68 64 64 60   

73 69 65 65 61   

74 70 66 66 62   

75 71 67 67 63   

76 72 68 68 64   

77 73 69 69 65   

78 74 70 70 66   

79 75 71 71 67   

80 76 72 72 68   
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81 77 73 73 69   

82 78 74 74 70   

83 79 75 75 71   

84 80 76 76 72   

85 81 77 77 73   

86 82 78 78    

87 83 79 79    

88 84 80 80    

89 85 81 81    

90 86 82 82    

91 87 83 83    

92 88 84 84    

93 89 85 85    

94 90      

95 91      

96 92      

97 93      

98 94      

99 95      

100 96      

101 97      

102 98      

103 99      

104 100      

105 101      

106 102      
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107 103      

108 104      

109 105      

110 106      

111 107      

112 108      

113 109      
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議案第２３号 

 

   小山市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正について 

 

 小山市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例を別紙

のとおり定める。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

子の看護休暇の対象となる子の範囲を拡大することに伴い、所要の改正を行う

ため、提案するものである。 
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小山市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例 

小山市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年条例第２号）の一

部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表第1(第14条関係) 別表第1(第14条関係) 

休暇の原因 休暇を与える

期間 

 略 

16 小学校就学の始期

に達するまでの子(配

偶者の子を含む。以

下この項において同

じ。)を養育する職員

が、その子の看護(負

傷し、若しくは疾病

にかかったその子の

世話又は疾病の予防

を図るために必要な

ものとして市規則で

定めるその子の世話

を行うことをいう。)

のため勤務しないこ

とが相当であると認

められる場合 

 

 

 

 

 

1の年度にお

いて5日(その

養育する小学

校就学の始期

に達するまで

の子が2人以上

の場合にあっ

ては、10日)の

範囲内の期間 

休暇の原因 休暇を与える

期間 

 略 

16 15歳に達する日以

後の最初の3月31日ま

での間にある子(配偶

者の子を含む。以下

この項において同

じ。)を養育する職員

が、その子の看護等

(負傷し、若しくは疾

病にかかったその子

の世話、疾病の予防

を図るために必要な

ものとして市規則で

定めるその子の世話

若しくは学校保健安

全法(昭和33年法律第

56号)第20条の規定に

よる学校の休業その

他これに準ずるもの

として市規則で定め

る事由に伴うその子

の世話を行うこと又

1の年度にお

いて5日(その

養育する15歳

に達する日以

後の最初の3月

31日までの間

にある子が2人

以上の場合に

あっては、10

日)の範囲内の

期間 
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 略 
 

はその子の教育若し

くは保育に係る行事

のうち市規則で定め

るものへの参加をす

ることをいう。)のた

め勤務しないことが

相当であると認めら

れる場合 

 略 
 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第２４号 

 

小山市国民健康保険財政調整基金条例等の一部改正について 

 

小山市国民健康保険財政調整基金条例等の一部を改正する条例を別紙のとおり定

める。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

公金の効率的な管理運用を図る観点から、小山市国民健康保険財政調整基金等

の５つの基金について、他の基金と同じく必要に応じて有価証券により管理運用

することを可能としたく、所要の改正をするため、提案するものである。 
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小山市国民健康保険財政調整基金条例等の一部を改正する条例 

（小山市国民健康保険財政調整基金条例の一部改正） 

第１条 小山市国民健康保険財政調整基金条例（昭和４１年条例第１３号）の一部

を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(管理) (管理) 

第3条 略 第3条 略 

 2 基金に属する現金は、必要に応じ、

最も確実かつ有利な有価証券に代え

ることができる。 

（小山市育英基金条例の一部改正） 

第２条 小山市育英基金条例（昭和５０年条例第４号）の一部を次のように改正す

る。 

改正前 改正後 

(管理) (管理) 

第3条 略 第3条 略 

 2 基金に属する現金は、必要に応じ、

最も確実かつ有利な有価証券に代え

ることができる。 

（小山市社会福祉基金条例の一部改正） 

第３条 小山市社会福祉基金条例（昭和５０年条例第３１号）の一部を次のように

改正する。 

改正前 改正後 

(管理) (管理) 

第3条 略 第3条 略 

 2 基金に属する現金は、必要に応じ、

最も確実かつ有利な有価証券に代え
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ることができる。 

 （小山市立博物館資料取得基金条例の一部改正） 

第４条 小山市立博物館資料取得基金条例（昭和６２年条例第２号）の一部を次の

ように改正する。 

改正前 改正後 

(管理) (管理) 

第3条 略 第3条 略 

 2 基金に属する現金は、必要に応じ、

最も確実かつ有利な有価証券に代え

ることができる。 

（小山市介護保険給付基金条例の一部改正） 

第５条 小山市介護保険給付基金条例（平成１３年条例第５号）の一部を次のよう

に改正する。 

改正前 改正後 

(管理) (管理) 

第3条 略 第3条 略 

 2 基金に属する現金は、必要に応じ、

最も確実かつ有利な有価証券に代え

ることができる。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２５号 

 

小山市使用料手数料審議会条例の一部改正について 

 

小山市使用料手数料審議会条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

 小山市使用料手数料審議会の委員について、審議終了時に解任とする現行方式を

改め、任期を２年と定めることから、所要の改正を行うため、提案するものである。 
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小山市使用料手数料審議会条例の一部を改正する条例 

小山市使用料手数料審議会条例（昭和５８年条例第１８号）の一部を次のように

改正する。 

改正前 改正後 

(組織) (組織) 

第3条 審議会は、委員15人以内で市長

が別に定める数の委員をもって組織

し、その委員は、次の各号に掲げる

者のうちから必要のつど市長が任命

する。 

第3条 審議会は、委員15人以内で市長

が別に定める数の委員をもって組織

し、その委員は、次の各号に掲げる

者のうちから市長が任命する。 

 (1)・(2) 略  (1)・(2) 略 

2 委員は、当該諮問に係る事項の調査

審議が終了したときは、解任される

ものとする。 

2 委員の任期は、2年とする。ただ

し、委員が欠けた場合における補欠

委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

 3 委員は、再任されることができる。 

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第２６号 

 

小山市公共自転車駐車場条例の一部改正について 

 

小山市公共自転車駐車場条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

新幹線高架下公共駐輪場において自動二輪車を駐車することができることと

し、小山駅東公共駐輪場の区画を分け、それぞれの名称を小山駅東第一公共駐輪

場及び小山駅東第二公共駐輪場とし、小山駅東第一公共駐輪場の使用料を改める

ことに伴い、所要の改正をするため、提案するものである。 
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   小山市公共自転車駐車場条例の一部を改正する条例 

小山市公共自転車駐車場条例（平成１０年条例第３１号）の一部を次のように改

正する。 

改正前 改正後 

(駐車対象車両) (駐車対象車両) 

第3条 公共駐輪場に駐車できる車両

は、道路交通法(昭和35年法律第105

号)第2条第1項第10号に規定する原動

機付自転車及び同項第11号の2に規定

する自転車(以下｢自転車等｣とい

う。)とする。 

第3条 公共駐輪場に駐車できる車両

は、次に掲げるものとする。 

 (1) 原動機付自転車(道路交通法(昭

和35年法律第105号)第2条第1項第

10号に規定する原動機付自転車を

いう。以下同じ。) 

 (2) 自転車(道路交通法第2条第1項

第11号の2に規定する自転車をい

う。以下同じ。) 

 2 新幹線高架下公共駐輪場において

は、前項に規定するもののほか、自

動二輪車(道路交通法第3条に規定す

る大型自動二輪車及び普通自動二輪

車であって、側車付きでないものを

いう。以下同じ。)を駐車することが

できる。 

(禁止行為) (禁止行為) 

第10条 公共駐輪場においては、次に

掲げる行為をしてはならない。 

第10条 公共駐輪場においては、次に

掲げる行為をしてはならない。 
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(1) 略 (1) 略 

(2) 駐車中の自転車等を棄損し、又

は汚損すること。 

 

(2) 駐車中の自転車等(自転車、原

動機付自転車及び自動二輪車をい

う。)を毀損し、又は汚損するこ

と。 

(3)・(4) 略 (3)・(4) 略 

別表第1(第2条関係) 別表第1(第2条関係) 

名称 位置 

 略 

小山駅東公共駐輪

場 

 

 

〃  駅東通り2丁

目1860番地5 

 略 
 

名称 位置 

 略 

小山駅東第一公共

駐輪場 

〃  駅東通り2丁

目1860番5 

小山駅東第二公共

駐輪場 

〃  駅東通り1丁

目1793番7 

 略 
 

別表第2(第6条関係) 別記のとおり 別表第2(第6条関係) 別記のとおり 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に第５条第１項の許可を受けている同日以後の自転車駐

車場の定期使用に係る使用料については、なお従前の例による。 
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【改正前】 

別表第２（第６条関係） 

駐車場名 車両の種類 使用料（円） 

区分 一時使用 定期使用 

1月 3月 6月 1年 

小山中央公共駐輪場  略 

城山町二丁目・新幹

線高架下・小山駅

東・間々田駅東・

間々田駅西・思川駅

南・思川駅北公共駐

輪場 

備考 略 
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【改正後】 

別表第２（第６条関係） 

駐車場名 車両の種類 使用料（円） 

区分 一時使用 定期使用 

1月 3月 6月 1年 

小山中央公共駐輪場  略 

新幹線高架下公共駐

輪場 

自転車 一般 100 1,000 2,400 4,800 9,600 

学生 100 500 1,200 2,400 4,800 

原動機付自

転車及び自

動二輪車 

一般 200 1,500 3,600 7,200 14,400 

学生 200 1,000 2,400 4,800 9,600 

小山駅東第一公共駐

輪場 

自転車 一般 100 1,300 3,100 6,200 12,400 

学生 100 600 1,500 3,000 6,000 

原動機付自

転車 

一般 200 1,500 3,600 7,200 14,400 

学生 200 1,000 2,400 4,800 9,600 

城山町二丁目・小山

駅東第二・間々田駅

東・間々田駅西・思

川駅南・思川駅北公

共駐輪場 

 略 

備考 略 
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議案第２７号 

 

小山市有墓地設置条例の一部改正について 

 

小山市有墓地設置条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

市有墓地に隣接する小山市大字下国府塚686－４（17㎡）の土地について、所

有者から寄附を受け、これにより市有墓地の所在及び地積について変更が生じる

ことから、所要の改正を行うため、提案するものである。 
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小山市有墓地設置条例の一部を改正する条例 

小山市有墓地設置条例（昭和４１年条例第１６号）の一部を次のように改正す

る。 

改正前 改正後 

別表 別表 

所在 地積 

略     

下国府塚642―1  略 

 略 

〃   685  略 

 略 
 

所在 地積 

 略 

下国府塚642―1  略 

 略 

〃   685  略 

〃   686―4 17 

 略     
 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２８号 

 

小山市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

小山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

小山市国民健康保険運営協議会の答申内容を踏まえ、令和７年度から小山市国

民健康保険税の課税限度額を引き上げることに伴い、所要の改正を行うため、提

案するものである。 
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小山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

小山市国民健康保険税条例（昭和２９年条例第９号）の一部を次のように改正す

る。 

改正前 改正後 

(課税額) (課税額) 

第2条 略 第2条 略 

2 略 2 略 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課

税額は、世帯主(前条第2項の世帯主

を除く。)及びその世帯に属する被保

険者につき算定した所得割額並びに

被保険者均等割額及び世帯別平等割

額の合算額とする。ただし、当該合

算額が22万円を超える場合において

は、後期高齢者支援金等課税額は、

22万円とする。 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課

税額は、世帯主(前条第2項の世帯主

を除く。)及びその世帯に属する被保

険者につき算定した所得割額並びに

被保険者均等割額及び世帯別平等割

額の合算額とする。ただし、当該合

算額が24万円を超える場合において

は、後期高齢者支援金等課税額は、

24万円とする。 

4 略 4 略 

(国民健康保険税の減額) (国民健康保険税の減額) 

第23条 次の各号の一に掲げる国民健

康保険税の納税義務者に対して課す

る国民健康保険税の額は、第2条第2

項本文の基礎課税額からア及びイに

掲げる額を減額して得た額(当該減額

して得た額が65万円を超える場合に

は、65万円)、同条第3項本文の後期

高齢者支援金等課税額からウ及びエ

に掲げる額を減額して得た額(当該減

額して得た額が22万円を超える場合

第23条 次の各号の一に掲げる国民健

康保険税の納税義務者に対して課す

る国民健康保険税の額は、第2条第2

項本文の基礎課税額からア及びイに

掲げる額を減額して得た額(当該減額

して得た額が65万円を超える場合に

は、65万円)、同条第3項本文の後期

高齢者支援金等課税額からウ及びエ

に掲げる額を減額して得た額(当該減

額して得た額が24万円を超える場合
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には、22万円)並びに同条第4項本文

の介護納付金課税額からオ及びカに

掲げる額を減額して得た額(当該減額

して得た額が17万円を超える場合に

は、17万円)の合算額とする。 

には、24万円)並びに同条第4項本文

の介護納付金課税額からオ及びカに

掲げる額を減額して得た額(当該減額

して得た額が17万円を超える場合に

は、17万円)の合算額とする。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

2・3 略 2・3 略 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の小山市国民健康保険税条例の規定は、令和７年度以後

の年度分の国民健康保険税について適用し、令和６年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。 
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議案第２９号 

 

小山市歯と口腔の健康づくり推進条例の一部改正について 

 

小山市歯と口腔の健康づくり推進条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定め

る。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

（提案理由） 

 生涯にわたる歯・口腔の健康維持、歯や口腔の健康に関する健康格差の縮小等を

目指し、歯科口腔保健の一層の推進を図るために、所要の改正を行うため、提案す

るものである。 

-167-

-167-

--0123456789



 

小山市歯と口腔の健康づくり推進条例の一部を改正する条例 

小山市歯と口腔の健康づくり推進条例（平成２５年条例第２８号）の一部を次の

ように改正する。 

改正前 改正後 

(目的) (目的) 

第1条 この条例は、歯科口腔保健の推

進に関する法律(平成23年法律第95

号)に基づき、歯と口腔の健康づくり

の推進に関し、基本理念を定め、市

の責務等を明らかにするとともに、

歯と口腔の健康づくりの推進に関す

る施策の基本となる事項を定めるこ

とにより、歯と口腔の健康づくりの

推進に関する施策を、関連分野にお

ける多様な主体の自律性を重んじな

がら、総合的かつ計画的に推進し、

もって市民の生涯にわたる健康の保

持及び増進に寄与することを目的と

する。 

第1条 この条例は、歯科口腔保健の推

進に関する法律(平成23年法律第95

号)に基づき、歯と口腔の健康づくり

の推進に関し、基本理念を定め、市

の責務等を明らかにするとともに、

歯と口腔の健康づくりの推進に関す

る施策の基本となる事項を定めるこ

とにより、歯と口腔の健康づくりの

推進に関する施策を、関連分野にお

ける多様な主体の自律性を重んじな

がら、総合的かつ計画的に推進し、

もって市民の生涯にわたる健康の保

持及び増進並びに健康格差の縮小に

寄与することを目的とする。 

(市民の責務) (市民の責務) 

第4条 市民は、基本理念にのっとり、

自ら進んで、歯と口腔の健康づくり

についての関心と理解を深めるとと

もに、その発達段階、年齢階層、心

身の状況等に応じて、歯と口腔の疾

病及び異常の有無に係る定期的な検

診、健康診査、歯科医療並びに保健

指導(以下｢歯科検診等｣という。)を

受けることにより、生涯にわたっ

第4条 市民は、基本理念にのっとり、

自ら進んで、歯と口腔の健康づくり

についての関心と理解を深めるとと

もに、その発達段階、年齢階層、心

身の状況等に応じて、歯と口腔の疾

病及び異常の有無に係る定期的な検

診、健康診査、歯科医療並びに保健

指導(以下｢歯科健診等｣という。)を

受けることにより、生涯にわたっ
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て、歯と口腔の健康づくりに取り組

むよう努めなければならない。 

て、歯と口腔の健康づくりに取り組

むよう努めなければならない。 

(保健、医療、福祉、教育等に関する

業務を行う関係機関等の役割) 

(保健、医療、福祉、教育等に関する

業務を行う関係機関等の役割) 

第6条 保健、医療、福祉、教育等に関

する業務を行う関係機関及び民間団

体並びに当該業務に従事する者(歯科

医師等を除く。)は、市民が、その発

達段階、年齢階層、心身の状況等に

応じて、歯科検診等を受けることの

できる環境の整備を図る上で、その

果たすべき役割の重要性にかんが

み、基本理念にのっとり、歯と口腔

の健康づくりに関し、相互に連携を

図りながら協力するよう努めるもの

とする。 

第6条 保健、医療、福祉、教育等に関

する業務を行う関係機関及び民間団

体並びに当該業務に従事する者(歯科

医師等を除く。)は、市民が、その発

達段階、年齢階層、心身の状況等に

応じて、歯科健診等を受けることの

できる環境の整備を図る上で、その

果たすべき役割の重要性に鑑み、基

本理念にのっとり、歯と口腔の健康

づくりに関し、相互に連携を図りな

がら協力するよう努めるものとす

る。 

(事業者の役割) (事業者の役割) 

第7条 事業者(事業活動を行うものを

いう。)は、基本理念にのっとり、当

該事業所において雇用する従業員の

歯科検診等を受ける機会の確保を図

ることその他当該従業員の歯と口腔

の健康づくりの取組の支援に努める

ものとする。 

第7条 事業者(事業活動を行うものを

いう。)は、基本理念にのっとり、当

該事業所において雇用する従業員の

歯科健診等を受ける機会の確保を図

ることその他当該従業員の歯と口腔

の健康づくりの取組の支援に努める

ものとする。 

(歯と口腔の健康づくりのための基本

的施策) 

(歯と口腔の健康づくりのための基本

的施策) 

第8条 市は、市民の歯と口腔の健康づ

くりを推進するための基本的施策と

して、次に掲げる事項を実施するも

第8条 市は、市民の歯と口腔の健康づ

くりを推進するための基本的施策と

して、次に掲げる事項を実施するも
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のとする。 のとする。 

 (1) 妊娠期におけるむし歯予防策、

歯周疾患予防策等を推進するこ

と。 

(1)・(2) 略 (2)・(3) 略 

(3) 高齢期における口腔機能の維持

及び向上策等を推進すること。 

(4) 高齢期におけるオーラルフレイ

ル対策(加齢に伴って口腔機能が心

身の機能の低下につながる虚弱な

状態になることを予防し、当該状

態を早期に把握し、及び改善する

ための取組をいう。)等を推進する

こと。 

(4) 略 (5) 略 

 (6) 8020運動(80歳になっても自分

の歯を20本以上保つための取組を

いう。)を推進すること。 

(5) 略 (7) 略 

 (8) 災害発生時又は感染症のまん延

時において、保健、医療、福祉、

教育等に関する業務を行う関係機

関及び民間団体並びに当該業務に

従事する者との連携を図ることに

より、市民が適切な歯と口腔の保

健医療サービスを受けることがで

きる環境整備を推進すること。 

(6) 略 (9) 略 

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

-170--170-

--0123456789



 

議案第３０号 

 

小山市手数料条例の一部改正について 

 

小山市手数料条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

建築基準法及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部改正並

びに宅地造成及び特定盛土等規制法の施行及び栃木県下における本格的運用開始

により、令和７年度から本市において新たな審査事務等が生じることに伴い、所

要の改正をするため、提案するものである。 
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   小山市手数料条例の一部を改正する条例 

 小山市手数料条例（平成１２年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(種類、額等) (種類、額等) 

第2条 手数料の種類及び額は、次のと

おりとする。 

第2条 手数料の種類及び額は、次のと

おりとする。 

(1)～(5) 略  (1)～(5) 略 

(6) 建築基準法(昭和25年法律第201

号。以下この号において｢法｣とい

う。)関係手数料 

 (6) 建築基準法(昭和25年法律第201

号。以下この号において｢法｣とい

う。)関係手数料 

  ア 建築物に関する確認申請等(法

第6条、第18条関係(同法第87条

において準用する場合を含

む。)) 

  ア 建築物に関する確認申請等(法

第6条、第18条関係(法第87条に

おいて準用する場合を含む。))

 次に定める額を合算した額 

    (ア) 次の表に掲げる床面積の

合計の区分に応じ、それぞれ

同表に定める額 

床面積の合計 額(円) 

 略 

30平方メートルを超え100平方

メートル以内 

15,000 

100平方メートルを超え200平

方メートル以内 

23,000 

200平方メートルを超え500平

方メートル以内 

37,000 

 略 
 

床面積の合計 額(円) 

 略 

30平方メートルを超え100平方

メートル以内 

16,000 

100平方メートルを超え200平

方メートル以内 

28,000 

200平方メートルを超え500平

方メートル以内 

43,000 

 略 
 

備考 略  備考 略 

    (イ) 仕様基準(建築物のエネル
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ギー消費性能の向上等に関す

る法律(平成27年法律第53号)

第2条第1項第3号に規定する建

築物エネルギー消費性能基準

(第18号において｢建築物エネ

ルギー消費性能基準｣とい

う。)であって、市長が指定す

るものをいう。第18号におい

て同じ。)に適合するかどうか

の審査が必要な建築物につい

ては、次に掲げる建築物の区

分に応じ、それぞれに定める

額 

     a 一戸建ての住宅について

は、次の表に掲げる床面積

の合計の区分に応じ、それ

ぞれ同表に定める額 

 床面積の合計 額(円) 

200平方メートル未満 11,000 

200平方メートル以上 13,000 
 

     b 共同住宅等(共同住宅又は

長屋をいう。以下同じ。)に

ついては、次の表に掲げる

床面積の合計の区分に応

じ、それぞれ同表に定める

額 

 床面積の合計 額(円) 

300平方メートル未満 21,000 

300平方メートル以上2,000平方 34,000 
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メートル未満  

2,000平方メートル以上5,000平

方メートル未満 

54,000 

5,000平方メートル以上 71,000 
 

  イ 略   イ 略 

  ウ 建築物に関する完了検査申請

又は工事完了通知(法第7条、第

18条関係) 

  ウ 建築物に関する完了検査申請

又は工事完了通知(法第7条、第

18条関係) 

床面積の合計 額(円) 

 略 

30平方メートルを超え100

平方メートル以内 

20,000 

100平方メートルを超え200

平方メートル以内 

25,000 

200平方メートルを超え500

平方メートル以内 

36,000 

500平方メートルを超え

1,000平方メートル以内 

63,000 

1,000平方メートルを超え

2,000平方メートル以内 

81,000 

2,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内 

150,000 

10,000平方メートルを超え

50,000平方メートル以内 

240,000 

50,000平方メートルを超え

るもの 

470,000 

 

床面積の合計 額(円) 

 略 

30平方メートルを超え100

平方メートル以内 

22,000 

100平方メートルを超え200

平方メートル以内 

32,000 

200平方メートルを超え500

平方メートル以内 

50,000 

500平方メートルを超え

1,000平方メートル以内 

75,000 

1,000平方メートルを超え

2,000平方メートル以内 

97,000 

2,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内 

180,000 

10,000平方メートルを超え

50,000平方メートル以内 

280,000 

50,000平方メートルを超え

るもの 

560,000 

 

  エ 略   エ 略 

  オ 中間検査の合格証交付を受け

た建築物に関する完了検査申請

  オ 中間検査の合格証交付を受け

た建築物に関する完了検査申請
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又は工事完了通知(法第7条、第

18条関係) 

又は工事完了通知(法第7条、第

18条関係) 

床面積の合計 額(円) 

 略 

100平方メートルを超え200

平方メートル以内 

24,000 

200平方メートルを超え500

平方メートル以内 

35,000 

500平方メートルを超え

1,000平方メートル以内 

61,000 

1,000平方メートルを超え

2,000平方メートル以内 

78,000 

2,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内 

140,000 

10,000平方メートルを超え

50,000平方メートル以内 

230,000 

50,000平方メートルを超え

るもの 

460,000 

 

床面積の合計 額(円) 

 略 

100平方メートルを超え200

平方メートル以内 

27,000 

200平方メートルを超え500

平方メートル以内 

42,000 

500平方メートルを超え

1,000平方メートル以内 

73,000 

1,000平方メートルを超え

2,000平方メートル以内 

93,000 

2,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内 

160,000 

10,000平方メートルを超え

50,000平方メートル以内 

270,000 

50,000平方メートルを超え

るもの 

550,000 

 

  カ～リ 略   カ～リ 略 

 (7) 略  (7) 略 

  (8) 宅地造成及び特定盛土等規制法

(昭和36年法律第191号。以下この

号において｢法｣という。)関係手数

料 

    中間検査(法第18条、第37条関

係) 

 中間検査を行う部分の土地

の面積の合計 

額(円) 

3,000平方メートル以内 3,700 
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3,000平方メートルを超え

20,000平方メートル以内 

5,600 

20,000平方メートルを超え

40,000平方メートル以内 

9,400 

40,000平方メートルを超え

70,000平方メートル以内 

16,000 

70,000平方メートルを超え

100,000平方メートル以内 

28,000 

100,000平方メートルを超

えるもの 

39,000 

 

 (8)～(15) 略  (9)～(16) 略 

 (16) 都市の低炭素化の促進に関す

る法律(平成24年法律第84号。以下こ

の号において｢法｣という。)関係手数

料 

 (17) 都市の低炭素化の促進に関す

る法律(平成24年法律第84号。以下こ

の号において｢法｣という。)関係手数

料 

  ア 法第53条第1項の規定に基づく

低炭素建築物新築等計画の認定

の申請に対する審査 

  ア 法第53条第1項の規定に基づく

低炭素建築物新築等計画の認定

の申請に対する審査 

   (ア) 次に掲げる審査の区分に

応じ、それぞれに定める額 

   (ア) 次に掲げる審査の区分に

応じ、それぞれに定める額 

    a 略     a 略 

    b 法第54条第1項第1号に掲げ

る基準に適合することにつ

いて、建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する法

律(平成27年法律第53号)第

15条第1項に規定する登録建

築物エネルギー消費性能判

定機関又は住宅の品質確保

    b 法第54条第1項第1号に掲げ

る基準に適合することにつ

いて、建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する

法律(平成27年法律第53号)

第14条第1項に規定する登録

建築物エネルギー消費性能

判定機関又は住宅の品質確
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の促進等に関する法律第5条

第1項に規定する登録住宅性

能評価機関によりあらかじ

め審査を受けた低炭素建築

物新築等計画の認定の申請

に対する審査 次に定める

額を合算した額 

保の促進等に関する法律第5

条第1項に規定する登録住宅

性能評価機関によりあらか

じめ審査を受けた低炭素建

築物新築等計画の認定の申

請に対する審査 次に定め

る額を合算した額 

     (a)～(c) 略      (a)～(c) 略  

  イ 略   イ 略 

 (17) 建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律(以下この号に

おいて｢法｣という。)関係手数料 

 (18) 建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律(以下この号

において｢法｣という。)関係手数料 

  ア 法第12条第1項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能適合

性判定 次に掲げる審査の区分

に応じ、それぞれに定める額 

  ア 法第11条第1項又は第12条第2

項の規定に基づく建築物エネル

ギー消費性能適合性判定 次に

掲げる審査の区分に応じ、それ

ぞれに定める額 

   (ア) 建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令(平成28

年経済産業省・国土交通省令

第1号。以下この号において

｢省令｣という。)第10条第1号

に規定する工場等に対する審

査 次の表に掲げる非住宅部

分(法第11条第1項に規定する

非住宅部分をいう。以下この

号において同じ。)の床面積の

合計の区分に応じ、それぞれ

同表に定める額 

   (ア) 一戸建ての住宅に対する

審査については、次の表に掲

げる床面積の合計の区分に応

じ、それぞれ同表に定める額 
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非住宅部分の床面積

の合計 

額(円) 

モデル

建物法 

標準入力

法・主要

室入力法 

300m2以上2,000m2未

満 

35,000 39,000 

2,000m2以上5,000m2

未満 

87,000 94,000 

5,000m2以上10,000m2

未満 

130,000 130,000 

10,000m2以上

25,000m2未満 

160,000 170,000 

25,000m2以上 200,000 210,000 
 

床面積の合計 額(円) 

性能基準 性能基準及び

仕様基準の併

用 

200m2未満 32,000 24,000 

200m2以上 36,000 26,000 
 

  備考 性能基準とは、建築物エネル

ギー消費性能基準であって、市長

が指定するものをいう。以下この

号において同じ。 

   (イ) (ア)に定める建築物以外

の建築物に対する審査 次の

表に掲げる非住宅部分の床面

積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ同表に定める額 

   (イ) その全部を建築物エネル

ギー消費性能基準等を定める

省令(平成28年経済産業省・国

土交通省令第1号。以下この号

において｢省令｣という。)第10

条第1号に規定する工場等の用

途に供する建築物に対する審

査については、次の表に掲げ

る床面積の合計の区分に応

じ、それぞれ同表に定める額 

非住宅部分の床面

積の合計 

額(円) 

モデル建 標準入力

床面積の合計 額(円) 

モデル建 標準入力
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物法 法・主要

室入力法 

 

300m2以上2,000m2未

満 

 

 

130,000 330,000 

2,000m2以上5,000m2

未満 

210,000 480,000 

5,000m2以上

10,000m2未満 

280,000 590,000 

10,000m2以上

25,000m2未満 

340,000 700,000 

25,000m2以上 400,000 800,000 
 

物法 法・主要

室入力法 

300m2未満 18,000 21,000 

300m2以上1,000m2未

満 

25,000 29,000 

1,000m2以上2,000m2

未満 

35,000 40,000 

2,000m2以上5,000m2

未満 

89,000 95,000 

5,000m2以上

10,000m2未満 

130,000 140,000 

10,000m2以上

25,000m2未満 

160,000 170,000 

25,000m2以上 200,000 210,000 
 

  備考 モデル建物法又は標準入力

法・主要室入力法とは、建築物エ

ネルギー消費性能基準であって、

それぞれ市長が指定するものをい

う。以下このアにおいて同じ。 

    (ウ) (ア)及び(イ)に掲げる建

築物以外の建築物に対する審

査 次に掲げる区分に応じ、

それぞれ次に定める額を合算

した額 

     a 住宅部分(bに係るものを除

く。)については、次の表に

掲げる床面積の合計の区分

に応じ、それぞれ同表に定

める額 
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 床面積の合計 額(円) 

性能基準 性能基準及び

仕様基準の併

用 

200m2未満 32,000 24,000 

200m2以上 36,000 26,000 
 

     b 共同住宅等の部分について

は、次の表に掲げる床面積

の合計の区分に応じ、それ

ぞれ同表に定める額 

 床面積の合計 額(円) 

性能基準 性能基準及び

仕様基準の併

用 

300m2未満 65,000 48,000 

300m2以上

2,000m2未満 

100,000 80,000 

2,000m2以上

5,000m2未満 

180,000 140,000 

5,000m2以上 260,000 200,000 
 

     c 非住宅部分については、次

の表に掲げる床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ同

表に定める額 

 床面積の合計 額(円) 

モデル

建物法 

標準入力

法・主要

室入力法 

300m2未満 82,000 236,400 
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300m2以上1,000m2未

満 

100,000 296,200 

1,000m2以上2,000m2

未満 

130,000 380,000 

2,000m2以上5,000m2

未満 

220,000 531,700 

5,000m2以上10,000m2

未満 

290,000 658,800 

10,000m2以上

25,000m2未満 

340,000 777,700 

25,000m2以上 400,000 884,000 
 

  イ 法第12条第2項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能適合

性判定及び建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する法律施

行規則(平成28年国土交通省令第

5号)第11条の規定に基づく軽微

な変更に関する証明書の交付 

アに定める審査の区分に応じ、

それぞれ定める額に2分の1を乗

じて得た額 

  イ 法第11条第2項又は第12条第3

項の規定に基づく建築物エネル

ギー消費性能適合性判定及び建

築物のエネルギー消費性能の向

上等に関する法律施行規則(平成

28年国土交通省令第5号)第13条

の規定に基づく軽微な変更に関

する証明書の交付 アに定める

審査の区分に応じ、それぞれ定

める額に2分の1を乗じて得た額 

  ウ 法第34条第1項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上

計画の認定(以下この号において

｢性能向上計画認定｣という。)の

申請に対する審査 一の建築物

ごとに次に掲げる審査の区分に

応じ、それぞれに定める額を合

算した額 

  ウ 法第29条第1項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上

計画の認定(以下この号において

｢性能向上計画認定｣という。)の

申請に対する審査 一の建築物

ごとに次に掲げる審査の区分に

応じ、それぞれに定める額を合

算した額 
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   (ア) (イ)に掲げるもの以外の

審査 

   (ア) (イ)に掲げるもの以外の

審査 

    a bに掲げるもの以外の審査

次に定める額を合算した額 

    a bに掲げるもの以外の審査

次に掲げる建築物の区分に

応じ、それぞれ次に定める

額 

     (a) 一戸建ての住宅、共同

住宅等の住宅部分(法第11

条第1項に規定する住宅部

分をいう。以下この号に

おいて同じ。)について

は、次の表に掲げる当該

申請に係る建築物におけ

る床面積(共同住宅等につ

いて共用部分を計算しな

い評価方法(省令第4条第3

項第2号に規定する方法を

いう。以下この号におい

て同じ。)を用いる場合に

あっては、共用部分の床

面積を控除した面積)の合

計の区分に応じ、それぞ

れ同表に定める額 

     (a) 一戸建ての住宅につい

ては、次の表に掲げる当

該申請に係る建築物にお

ける床面積の合計の区分

に応じ、それぞれ同表に

定める額 

住宅の種類 床面積の合計 額(円) 

一戸建ての

住宅 

200m2未満 31,000 

200m2以上 35,000 

共同住宅等 300m2未満 63,000 

300m2以上2,000

m2未満 

100,000 

評価基準 床面積の合計 額(円) 

誘導性能基準 200m2未満 32,000 

200m2以上 36,000 

誘導仕様基準 200m2未満 16,000 

200m2以上 18,000 

併用法 200m2未満 24,000 
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2,000m2以上

5,000m2未満 

180,000 

5,000m2以上 250,000 
 

200m2以上 26,000 
 

  備考 誘導性能基準又は誘導仕様基

準とは、法第30条第1項第1号に規

定する基準(以下この号において

｢建築物エネルギー消費性能誘導基

準｣という。)であって、それぞれ

市長が指定するものをいい、併用

法とは、誘導性能基準と誘導仕様

基準を併用するものをいう。以下

この号において同じ。 

      (b) (a)に掲げる用途以外

の建築物については、次

に掲げる区分に応じ、そ

れぞれに定める額を合算

した額 

       ⅰ 住宅部分(ⅱに係るも

のを除く。)について

は、次の表に掲げる床

面積の合計の区分に応

じ、それぞれ同表に定

める額 

 評価基準 床面積の合計 額(円) 

誘導性能基準 200m2未満 32,000 

200m2以上 36,000 

誘導仕様基準 200m2未満 16,000 

200m2以上 18,000 
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併用法 200m2未満 24,000 

200m2以上 26,000 
 

       ⅱ 共同住宅等の部分に

ついては、次の表に掲

げる床面積の合計の区

分に応じ、それぞれ同

表に定める額 

 評価基準 床面積の合計 額(円) 

誘導性能基準 300m2未満 65,000 

300m2以上

2,000m2未満 

100,000 

2,000m2以上

5,000m2未満 

180,000 

5,000m2以上 260,000 

誘導仕様基準 300m2未満 31,000 

300m2以上

2,000m2未満 

53,000 

2,000m2以上

5,000m2未満 

97,000 

5,000m2以上 140,000 

併用法 300m2未満 48,000 

300m2以上

2,000m2未満 

80,000 

2,000m2以上

5,000m2未満 

140,000 

5,000m2以上 200,000 
 

     (b) 非住宅部分について       ⅲ 非住宅部分について
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は、次の表に掲げる当該

申請に係る建築物におけ

る非住宅部分の床面積の

合計の区分に応じ、それ

ぞれ同表に定める額 

は、次の表に掲げる床

面積の合計の区分に応

じ、それぞれ同表に定

める額 

非住宅部分の床面

積の合計 

額(円) 

モデル建

物法 

標準入力

法・主要

室入力法 

300m2未満 80,000 210,000 

300m2以上2000m2未

満 

130,000 330,000 

2,000m2以上5,000m2

未満 

210,000 480,000 

5,000m2以上10,000

m2未満 

280,000 590,000 

10,000m2以上25,000

m2未満 

340,000 700,000 

25,000m2以上 400,000 800,000 
 

床面積の合計 額(円) 

モデル建

物法 

標準入力

法・主要

室入力法 

300m2未満 82,000 236,400 

300m2以上1,000m2未

満 

100,000 295,200 

1,000m2以上2,000m2

未満 

130,000 380,000 

2,000m2以上5,000m2

未満 

220,000 531,700 

5,000m2以上10,000

m2未満 

290,000 658,800 

10,000m2以上25,000

m2未満 

340,000 777,700 

25,000m2以上 400,000 884,000 
 

  備考 モデル建物法又は標準入力

法・主要室入力法とは、建築物エ

ネルギー消費性能誘導基準であっ

て、それぞれ市長が指定するもの

をいう。以下このウにおいて同

じ。 

    b 法第35条第1項第1号に掲げ

る基準に適合することにつ

    b 法第30条第1項第1号に掲げ

る基準に適合することにつ
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いて、法第15条第1項に規定

する登録建築物エネルギー

消費性能判定機関又は住宅

の品質確保の促進等に関す

る法律第5条第1項に規定す

る登録住宅性能評価機関に

よりあらかじめ審査(以下こ

の号において｢適合審査｣と

いう。)を受けた性能向上計

画認定に対する審査 次に

定める額を合算した額 

いて、法第14条第1項に規定

する登録建築物エネルギー

消費性能判定機関又は住宅

の品質確保の促進等に関す

る法律第5条第1項に規定す

る登録住宅性能評価機関に

よりあらかじめ審査(以下こ

の号において｢適合審査｣と

いう。)を受けた性能向上計

画認定に対する審査 次に

定める額を合算した額 

     (a)・(b) 略      (a)・(b) 略 

   (イ) 性能向上計画認定に法第

35条第2項の規定による申出

(以下この号において｢申出｣と

いう。)を伴う場合の審査 当

該申請に係る建築物について

第6号に定めるところにより算

定した手数料の額に(ア)に定

める額を加えた額。この場合

において、建築基準法第6条の

3第1項又は同法第18条第4項に

規定する構造計算適合性判定

を要するときは、当該構造計

算適合性判定を要する一の建

築物(一の建築物の部分ごとに

構造計算適合性判定を要する

場合にあっては、当該部分)ご

とに、次の表に掲げる構造計

   (イ) 性能向上計画認定に法第

30条第2項の規定による申出

(以下この号において｢申出｣と

いう。)を伴う場合の審査 当

該申請に係る建築物について

第6号に定めるところにより算

定した手数料の額に(ア)に定

める額を加えた額。この場合

において、建築基準法第6条の

3第1項又は同法第18条第4項に

規定する構造計算適合性判定

を要するときは、当該構造計

算適合性判定を要する一の建

築物(一の建築物の部分ごとに

構造計算適合性判定を要する

場合にあっては、当該部分)ご

とに、次の表に掲げる構造計
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算適合性判定の区分に応じ、

それぞれ同表に定める額を加

えた額 

算適合性判定の区分に応じ、

それぞれ同表に定める額を加

えた額 

 略 
 

 略 
 

 備考 略  備考 略 

  エ 法第36条第1項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上

計画の変更の認定(以下この号に

おいて｢変更認定｣という。)に対

する審査 

  エ 法第31条第1項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上

計画の変更の認定(以下この号に

おいて｢変更認定｣という。)に対

する審査 

   (ア) 次に掲げる審査の区分に

応じ、それぞれに定める額 

   (ア) 次に掲げる審査の区分に

応じ、それぞれに定める額 

    a bに掲げるもの以外の変更

認定に対する審査 次に定

める額を合算した額 

    a bに掲げるもの以外の変更

認定に対する審査 次に定

める額 

     (a) 一戸建ての住宅、共同

住宅等の住宅部分につい

ては、ウ(ア)a(a)に定め

る額に2分の1を乗じて得

た額 

     (a) 計画の認定を受けた一

戸建ての住宅について

は、ウ(ア)a(a)に定める

額に2分の1を乗じて得た

額 

     (b) 非住宅部分について

は、ウ(ア)a(b)に定める

額に2分の1を乗じて得た

額 

     (b) 新たに追加する一戸建

ての住宅については、ウ

(ア)a(a)に定める額 

     (c) 新たに追加する住宅部

分又は非住宅部分につい

ては、ウ(ア)aに定める額 

     (c) (a)及び(b)に掲げるも

の以外については、次に

掲げる額を合算した額 

       ⅰ 計画の認定を受けた

住宅部分については、
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ウ(ア)a(b)ⅰに定める

額に2分の1を乗じて得

た額 

       ⅱ 計画の認定を受けた

共同住宅等の部分につ

いては、ウ(ア)a(b)ⅱ

に定める額に2分の1を

乗じて得た額 

       ⅲ 計画の認定を受けた

非住宅部分について

は、ウ(ア)a(b)ⅲに定

める額に2分の1を乗じ

て得た額 

       ⅳ 新たに追加する住宅

部分、共同住宅等の部

分又は非住宅部分につ

いては、それぞれウ

(ア)a(b)ⅰからⅲまで

に定める額 

    b 略     b 略 

   (イ) 略    (イ) 略 

  オ 法第41条第1項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能基準

に適合している旨の認定(以下こ

の号において｢基準適合認定｣と

いう。)の申請に対する審査 次

に掲げる審査の区分に応じ、そ

れぞれに定める額を合算した額 

 

   (ア) (イ)に掲げるもの以外の  
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審査 

    a 住宅部分については、次に

掲げる区分に応じ、それぞ

れに定める額 

 

     (a) 一戸建ての住宅 次の

表に掲げる当該申請に係

る建築物における床面積

の合計の区分に応じ、そ

れぞれ同表に定める額 

 

床面積の

合計 

額(円) 

モデル住宅法・

仕様基準 

性能基準 

200m2未満 16,000 31,000 

200m2以上 17,000 35,000 
 

 

 備考 モデル住宅法とは、建築物エ

ネルギー消費性能基準(法第2条第1

項第3号に規定するものをいう。以

下この号において同じ。)であっ

て、市長が指定するものをいう。

仕様基準とは、省令第1条第1項第2

号イ(3)及び同号ロ(3)に規定する

基準をいう(以下この号において同

じ。)。性能基準とは、省令第1条

第1項第2号イ(1)及び同号ロ(1)に

規定する基準をいう(以下この号に

おいて同じ。)。 

 

     (b) 共同住宅等 次の表に

掲げる当該申請に係る建

築物における床面積(共用
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部分を計算しない評価方

法を用いる場合にあって

は、共用部分の床面積を

控除した面積)の合計の区

分に応じ、それぞれ同表

に定める額 

床面積の合計 額(円) 

フロア入力

法・仕様基準 

性能基準 

300m2未満 30,000 63,000 

300m2以上

2,000m2未満 

52,000 100,000 

2,000m2以上

5,000m2未満 

95,000 180,000 

5,000m2以上 140,000 250,000 
 

 

 備考 フロア入力法とは、建築物エ

ネルギー消費性能基準であって、

市長が指定するものをいう。 

 

    b 非住宅部分については、ウ

(ア)a(b)に定める額 

 

   (イ) 建築物エネルギー消費性

能基準に適合することについ

て、適合審査を受けた基準適

合認定に対する審査 

 

    a 一戸建ての住宅、共同住宅

等の住宅部分については、

ウ(ア)b(a)に定める額 

 

    b 非住宅部分については、ウ

(ア)b(b)に定める額 
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 (18) 略  (19) 略 

2～4 略 2～4 略 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３１号 

財産の取得について 

準用河川島田川整備事業用地を次のとおり取得するものとする。 

令和７年２月１２日提出 

小山市長 浅 野 正 富 

（提案理由） 

準用河川島田川整備事業に係る用地取得について、議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例（昭和 39 年条例第 5号）第 3条の規定により、

提案するものである。 

１ 土地の表示 

番号 大 字 字 地 番 地 目 土地権利者 買収地籍(㎡) 

1 島 田 車 131 番 1 田 ＠＠＠＠ 483.46 

2 島 田 車 132 番 1 田 ＠＠＠＠ 7,695.02 

3 島 田 車 166 番 1 畑 ＠＠＠＠ 283.67 

4 島 田 庚申東 676 番 1 田 ＠＠＠＠ 11,650.72 

5 島 田 庚申東 681 番 1 田 ＠＠＠＠ 2,352.43 

6 島 田 庚申東 685 番 1 田 ＠＠＠＠ 1,201.64 

合 計 23,666.94 

２ 取得予定価格 １０３，１９７，５９２ 円 

３ 契約の相手 

番号 住 所 氏  名 買収地籍(㎡) 

１ ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ ＠＠＠＠ 8,178.48 

２ ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ ＠＠＠＠ 15,488.46 
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議案第３２号 

 

地方独立行政法人新小山市民病院第４期中期計画の認可について 

 

地方独立行政法人新小山市民病院から、同法人の第４期中期計画について、別紙

のとおり認可申請があったが、本件については、認可するものとする。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

地方独立行政法人新小山市民病院から、同法人の第４期中期計画について、地方

独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２６条第１項の規定による認可申

請があったので、当該中期計画を認可することについて、同法第８３条第３項の規

定により、議会の議決を求めるものである。 
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地方独立行政法人新小山市民病院 第４期中期計画 

 

地方独立行政法人化以降、３度の中期計画期間毎に、新小山市民病院は着実

に「地域密着型の急性期中核病院」が有すべき“標準装備”とも言うべき病院

機能を付加してきた。今後の超高齢化多死社会の医療提供体制においては、病

院単位での役割・機能分化が進むであろう。各病院は、「治す医療」と「支える

医療」のどちらか一方を選択することを迫られる。現在、“治す”急性期病棟と

一部に“支える”地域包括ケア病棟を有する本院は、300 床全体を急性期に特

化する方向以外に将来の選択肢はなさそうである。そして、「支える医療」に対

しては、地域の他医療機関と緊密に連携することによって、地域中核病院とし

ての役割を果たすことになる。すなわち、これからは、「地域として医療が成り

立つ」ことによって、「個々の病院が成り立つ」という考えに立つべきである。 

第４期中期計画においては、小山市及び周辺地域における本院の役割を「地

域連携型の急性期中核病院」と位置付け、以下を目標とする。 

① 未だ本院に備わっておらず、かつ対応可能な各種の急性期診療機能を拡充

する。 

② 医療機関との連携を深め、地域医療機関とより密接な共同体関係を築く。 

これらを実現するためには、ヒト、モノ、カネ、ジョウホウの全てが必要と

なる。これまで本院が醸成してきたソーシャルキャピタル（人と人との関係性・

つながり）、ヘルシーワークプレイス活動、働き方改革をさらに推進することに

より、職員の意欲と満足度を高め、資質の高い職員を確保していく。これまで

本院が地域医療機関と築いた連携関係をさらに深め、お互いが win-win となる

ように、胸襟を開き本音で語り合う。必要な施設設備を拡充するために、健全

経営を継続するとともに、これまで本院が蓄積してきた内部留保（現金預金）

を活用していく。そして新たな資金源（地方債）を得て戦略的に投資していく

ことも視野に入れる。 

新小山市民病院の今までの過程で、「病院は人で成り立つ」ことと「病院は連

携で成り立つ」ことを我々は学んだ。独法化後 11 年連続の黒字という経営改

善の成果は、そうして「病院が成り立った」結果である。対話と共創のオンリ

ーワンホスピタルを追求してきた我々の行く先には、新たな地平が見えてきた。

それは、“新・新小山市民病院”への旅立ちでもある。   
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第１ 中期計画の期間                       

  令和７年４月１日から令和１１年３月３１日までの４年間とする。 

 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

 

１ 公立病院としての役割の発揮と責務の遂行 

（１） 救急医療への対応 

高齢者救急を中心とした需要増に対し、医師の働き方改革等の人的資源の

制約の中で、他の医療機関との役割分担を行い、地域需要に対応していく。  

⇒人的資源の制約の中でも、内科、外科、循環器、脳疾患、小児の全領

域において、24 時間 365 日の救急受入体制を堅持する。 

⇒救急車利用者への時間外選定療養費の啓発と浸透を通じて、安易な軽

症受診の抑制を図る。 

⇒地域救急医療体制の要として、地域の救急医療機関との間で顔の見え

るネットワークを主宰し、相互理解に基づいた効果的・効率的な役割

分担を図る。 

⇒円滑な下り転院搬送スキームを構築することで、迫る高齢者救急の需

要増に対応していく。 

⇒救急ワークステーション構想を具現化させ、小山市消防本部との連携

強化を通じて、救急体制の充実を図る。 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

救急患者入院率 40.0% 38.2％ 

 

活動指標 

救急外来受診者数（人） 
救急車受入数（人） 
救急入院件数（人） 
救急車受入要請に対する不応需率（％） 

 

（２） 災害時における機能の強化 

地域災害拠点病院として、平時から災害医療に対応可能な体制の整備に努め

る。 

⇒被災時は瞬時に災害体制に切り替え、すみやかに業務継続計画に則っ

た運用を遂行できるよう、定期的な訓練と、適宜に啓発を繰り返してい

く。 

⇒小山市からの協力要請に応えるために、自院の災害時運用と小山市地

域防災計画との整合を踏まえて、小山市・医師会・消防等の地域関係
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団体との間での協力関係を構築する。 

⇒被災時に地域連携病院と円滑な連携及び支援を行えるよう、地域での

災害時相互支援体制を構築する。 

⇒訓練・研修の参加を通じて、災害派遣医療チーム（DMAT）の質的向上

を図ることで、被災地支援能力と自院被災時支援能力の強化を行う。 

⇒災害派遣医療チーム（DMAT）の核となる医師の増員を行うことで、持

続可能な体制を構築する。  

⇒平時から物資の備蓄に努める。 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

災害訓練･研修参加回数  12回 8回 

 

活動指標 

院内訓練実施回数（回） 
DMAT・災害支援ナース登録者数（人） 
地域医療機関・各団体との協議回数（回） 

 

 

（３） 新興感染症への対応 

感染症法に基づく協定指定医療機関としての責務を全うし、新興感染症に対

応する医療提供体制を確保する。 

⇒新興感染症に対する情報収集や方針決定が迅速に実施できる院内体制

を整備する。 

⇒感染症患者の受入体制（動線分離、隔離）を整備する。 

⇒感染症に応じた院内感染対策（検温・問診などの水際対策）を徹底す

る。 

⇒行政、他の医療機関と役割分担・連携強化を図り、医療提供体制を維

持する。 

⇒衛生資器材の確保と計画的な備蓄を図る。 

⇒職員及び院内業務従事者への感染教育を徹底する。 

⇒感染拡大の長期化に対応した業務継続計画（BCP）の策定及び随時改訂

を実施する。 

活動指標 

感染症対応に必要な個人防護具等の資材の備蓄 

 

（４） 予防医療の充実 

質の高い検査技術･検査精度を保ち、受診者満足度の向上に努め、予防医療に

関する普及啓発を推進する。 
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⇒人間ドック・予防医療学会機能評価認定施設として高精度の検査、読

影判定結果から地域医療機関と連携を図り、地域住民のライフコース

アプローチを踏まえた健康づくりに寄与する。 

⇒超高齢化社会に向けて健康寿命の延伸、介護予防に寄与すべく、フレ

イルの啓発、フレイルドックの推進を図る。 

⇒第 4 期特定保健指導においてアウトカム・プロセス指標に重点を置い

た実効性をもつ指導を実施する。 

⇒ICT を利活用し、PHR の利用拡大、検査結果から二次受診率の向上、か

かりつけ医・地域医療機関との医療情報共有により、がんの早期発見、

メタボリックシンドローム、生活習慣病の重症化予防に寄与する。 

⇒受診者の多様性を受け入れ、性差、年齢、ライフコースを踏まえた人

間ドック施設として予防医療を提供する。 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

人間ドック受診者数 1,950人 1,923人 
フレイルドック受診者数 12人 3人 
特定保健指導実施率 99% 98% 
PHR登録率 90% 導入前 
検査結果報告書発送期日 21日以内 30日以内 
二次受診率 88% 87% 

 

活動指標 

各種ドック受診者数（人） 
特定保健指導終了実施率（％） 
PHRでの検査結果報告率（％） 
二次受診率（％） 
第4期特定保健指導目標達成率（％） 
検査結果報告期間（日） 
総ドック受診者の顧客単価（円） 
外部講演会・学会発表・市民公開講座開催数（回） 

 

 

（５） 地域の中核医療機関､地域医療支援病院としての役割の発揮                    

win-win となる持続可能な地域連携体制の構築を進める。 

⇒地域完結型医療連携の会などの症例検討会を行い当院への信頼と紹介

を促進する。 

⇒小山市近郊地域医療連携協議会(通称 15 病院協議会)を主宰し近隣病

院との病病連携の促進に努める｡ 

⇒15 病院協議会の病院間と個別に会議を開催し､互いの役割分担を共有

理解し､持続可能な連携体制を図るために人材交流を進めるなど､より

緊密な連携の構築を図る｡ 

-197-
-197-

--0123456789



⇒地域医療機関への定期的な訪問活動を行い、連携を強化する。 

⇒小山地区医師会との連携を強化する。 

⇒連携医療機関へ e メールなどによる様々な最新情報を発信する。 

⇒後方病院へ退院支援システムなどを用いて転院の促進を図る。 

⇒脳卒中患者を一週間以内に転院するなどの後方連携の促進を図る。 

⇒退院支援では関係する市町の介護・福祉担当課と緊密な連携を行い、

適切な退院調整を図る。 

⇒地域のケアマネジャー（地域包括支援センター）との連携を図り、適

切な在宅復帰に努める。 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

紹介率 90.0% 86.6% 
逆紹介率 85.0% 83.2% 

 

活動指標 

地域医療従事者等への研修（症例検討会）回数 
小山市近郊地域医療連携協議会開催数（部会含） 
個別連携会議開催数（事務折衝含） 
医療機関訪問件数 
情報発信回数 
在宅復帰率（％） 
入院患者への面談件数 
転院支援件数（転院件数） 
脳卒中患者の転院平均日数 

 

 

２ 地域のニーズに応じた質の高い医療の提供 

（１） 診療機能の整備 

総合診療体制の強化を行う。 

⇒各診療科が専門性を発揮し、相互に連携を図り、多様な病態に対応で

きる治療体制を整備する。 

⇒各種検査、薬剤指導、栄養指導など診療支援体制の充実を図る。 

地域のニーズに応じた医療を提供する。 

⇒手術体制の増強を図る。（手術室増設、ロボット手術導入、外来手術拡

大） 

⇒歯科口腔外科を新設する。（外来診療、入院手術、口腔ケア管理） 

⇒別館建設事業を実施（令和 8 年度竣工) 

⇒病床転換(全 300 床急性期)､総合入院体制加算 3 の取得を目指す｡ 
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チーム医療の推進を行う。 

⇒部門を越えた多職種によるチーム医療を推進する。 

⇒クリニカルパスを活用し、効率的な医療の提供を目指す。 

⇒医科・歯科の連携を推進し、治療実績の向上を図る。 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

手術件数 4,000件 3,282件 
クリニカルパス使用率（％） 60.0% 52.0% 

 

活動指標 

全身麻酔実施件数 
日帰り手術件数 
手術支援ロボット稼働件数（稼働後） 
HCU 稼働率（％） 
MRI件数 
CT件数 
糖尿病教育入院患者数（人） 
薬剤管理指導実施率（％） 
栄養食事指導件数 
リハビリテーション実施単位数 
口腔ケア実施件数 
栄養サポートチーム（NST）実施件数 
褥瘡発生率（％） 
院内感染制御チーム（ICT）ラウンド実施回数（回） 
認知症チーム介入件数 
ストーマ外来件数 
臨床的課題への検討件数 

 

 

（２）急性期医療への対応 

急性期診療の質的・量的なレベルアップを行う。 

ア がん 

 ・がん治療体制の充実を図る。 

    ⇒他部門との連携強化によるがん治療患者の増加 

    ⇒医師の増員（外科医・麻酔科医・化学療法医） 

    ⇒手術室の増設 

    ⇒看護師の増員 

 ・低侵襲外科治療を推進する。 

    ⇒手術支援ロボットの導入及び鏡視下手術数の増加 

    ⇒手術支援ロボットによる適応症例の確保のため、泌尿器領域を始めと
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した消化器領域以外のがん手術症例の掘り起こしの強化 

 ・放射線治療施設化に向けた準備を行う。 

    ⇒第 5 期中期計画において完工すべく、専門医師の確保と並行して設備

計画の着手を行う。 

 ・薬物療法の質的向上を図る。  

⇒専門スタッフの拡充及び多職種チーム医療の充実 

 ・緩和ケアの充実を図る。 

⇒多職種チーム医療の充実及び緩和ケア病棟を持つ医療機関との連携

強化 

 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

がん登録件数 1,000件 841件 

 

活動指標 

悪性腫瘍手術件数（外科） 

化学療法件数 
緩和ケアチーム介入件数 
医師数（麻酔医除く） 

 

イ 脳疾患  

（内科領域） 

・急性期から超急性期への成長及び診療機能の充実を図る。 

⇒t-PA（血栓溶解療法）及び IVR（血管内治療）の対象患者増加、脳血管

内治療医の増員 

⇒物忘れ外来から認知症疾患医療センターへの格上げ 

⇒パーキンソン病に対するデバイス治療の LCIG（レボドバ・カルビドバ

配合剤持続経腸療法）や持続皮下注療法などの先進的治療の導入 

 ・従来よりも短期間に回復期リハビリ病院へ転院することを目指す。 

⇒回復期リハビリ病院への更なる協力依頼により、転院までの期間を短

縮する。 

 

 ・回復期リハビリ病院以外の post-acute に対しての後方連携の新規開拓を

行う。 
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⇒転院調整期間の短縮 

 

（外科領域） 

 ・持続可能な診療機能を維持する。 

⇒休日オンコール体制及び夜間救急応需をマンパワーに合わせ柔軟に対

処する。 

⇒脳手術件数の増加 

・専攻医の教育機能を充実させる。 

 ⇒自治医科大学附属病院の重点連携施設としての責務を果たす。 

  ・脳手術の量的・質的拡充を行う。 

⇒顕微鏡手術から外視鏡手術への転換を図る。 

    

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

IVR（脳血管内治療）

件数 
40件 20件 

開頭手術件数 60件 40件 

 

活動指標 

転院までの期間の更なる短縮（転院平均日数） 
医師の確保（増員）（医師数） 
入院診療単価（増加） 
開頭クリッピング術（未破裂脳動脈瘤も含む）の増加（件数） 
働き方改革の実行 

 

 

ウ 循環器疾患  

・救急体制の更なる充実を図る。 

⇒24 時間 365 日緊急搬送受入体制の維持 

 ⇒救急搬送された急性心筋梗塞患者への door to balloon time90 分以

内の推進 

  ・カテーテルアブレーションの更なる充実を図る。 

  ・低侵襲治療を推進する。 

⇒循環器内科と心臓血管外科のチーム医療体制による経皮的大動脈弁

留置術（TAVI）の導入及び施設整備（ハイブリッド手術室） 
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   ⇒Watchman 手術（経皮的左心耳閉鎖術）の認定施設の取得及び導入 

  ・集中治療体制を強化する。 

⇒循環器内科と心臓血管外科による循環器センターの整備及び HCU の

CCU 化 

 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

90分以内の急性心筋梗塞へ
の再灌流件数 100件 99件 

冠動脈インターベンション

(PCI)件数 
400件 311件 

アブレーション件数 200件 80件 

 

活動指標 

デバイス治療件数 
末梢血管インターベンション（PTA）件数 
循環器内科医師数 （うちアブレーション治療医師数） 
心臓血管外科医師数 （うち胸部ステントグラフト内挿術実施医） 

 

 

エ 消化器疾患  

・消化器疾患にかかる救急医療体制の維持・向上を図る。 

   ⇒看護師を含むマンパワーの確保 

 ・新たな診断技術･治療技術への取組みを行う。 

   ⇒EUS‐FNA（超音波内視鏡下穿刺吸引法）の導入 

   ⇒胃粘膜下腫瘍における腹腔鏡・内視鏡合同手術（LECS）の導入 

 ・消化管がんの早期発見・治療を行う。 

 ・大腸内視鏡検査枠の拡充を行う。 

   ⇒マンパワーの確保による検査枠の増加 

 ・消化器内科医の負担軽減を図る。 

   ⇒医師の増員 

 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

内視鏡的粘膜下層剝離術

（ESD）件数 
65件 56件 
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活動指標 

上部内視鏡検査件数 
下部内視鏡検査件数 
胆管膵管造影検査件数（ERCP） 

 

オ 整形外科疾患  

・外傷等の救急医療体制を維持する。 

  ・整形外科診療の充実を図る。 

   ⇒脊椎・人工関節手術等の変性疾患への比重増加 

   ⇒医師の増員 

   ⇒手術総件数の増加 

  ・地域の高度先端病院としての機能を維持する。 

   ⇒手術支援ロボットの活用 

   

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

整形外科手術件数 1,000件 670件 

 

活動指標 

整形外科入院延患者数（人） 
整形外科外来延患者数（人） 
整形外科救急患者受入患者数（人） 
脊椎手術件数 
人工関節手術件数 

 

（３）小児医療の充実  

 ・栃木県保健医療計画(第 8 期計画)に準じ､2 次医療機関として地域のニーズ

に応じた総合的な小児医療を提供する。 

    ⇒小児救急医療の維持  

    ⇒24 時間 365 日の受入体制の維持 

    ⇒小児在宅医療支援  

   ⇒医療的ケア児への支援 

   ⇒呼吸器疾患や免疫性疾患の診療体制の充実 

    ⇒チーム医療の推進 

   ⇒多職種（医師、看護師、心理士、理学療法士など） 

    ⇒各行政機関との連携の推進 

    ⇒虐待対策等 
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目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

小児科救急搬送 
受入件数 

700件 763件 

 

活動指標 

小児入院延患者数（人） 
小児外来延患者数（人） 
小児科救急患者受入件数 
食物アレルギー負荷試験実施件数 
小児検査患者受入件数 
小児レスパイト患者受入件数 

 

 

(４)周産期医療の対策     

 地域のニーズに応えるため、各行政機関（栃木県、小山市）、小山地区医師会、

医師の派遣元である大学病院と連携を図り、産科常勤医を獲得し、分娩を伴う

産科の再開を目指す。 

⇒常勤産婦人科医、助産師等スタッフの確保 

⇒産婦人科診療の段階的な拡大 

  ⇒①婦人科疾患の入院手術  

⇒②正常分娩を目指す。 

⇒産後ケア事業の維持 

 

活動指標 

常勤産婦人科医数 
常勤助産師数 
婦人科疾患手術数（再開後） 
分娩件数（再開後） 
産後ケア実施件数 

 

(5)高度・専門医療を提供する人材の確保と育成  

 

・急性期診療の質的・量的なレベルアップに対応できる人材、第 4 期中期計

画を達成でき得る人材を、それぞれ育成する。 

⇒既存の考えに囚われずに共創できる人材を育成するため、定期的な人材

採用の他、豊富な知識や経験を持つ人材を積極的に採用する。 

⇒医師をはじめとした医療従事者にとって魅力的な病院となるよう、必要

な医療機器の導入など診療環境の整備を行う。 

⇒臨床研修プログラムの充実を図り、研修医の積極的な受け入れに努める。 
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⇒幅広い診療科目を有する急性期地域中核病院として、自治医科大学や地

域医療機関との連携を強化することにより、学べる環境と経験する場を

提供する。 

⇒職員一人ひとりの成長を促し、組織全体のパフォーマンス向上を目途と

し全職員を対象とした階層別研修を実施する。 

⇒専門職として自立した医療職を育成するために学会・研修等の参加や、

専門資格の取得に対するキャリアアップ支援制度を充実させる。 

⇒医療に携わることを志す実習生を幅広く積極的に受入れ、人材育成に寄

与する。 

 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

離職率（％） 9.0% 10.9% 
初期臨床研修医数（人） 8人 5人 

 

活動指標 

医師数（人） 
看護師数（人） 
看護補助者数（人） 
医療技術職員数（人） 
事務職員数（人） 
臨床研修指導医資格取得者数（人） 
初期臨床研修医募集定員充足率（％） 
専門看護師数（人） 
認定看護師数（人） 
特定看護師数（人） 
認定看護管理者教育課程取得者数（人） 
診療情報管理士数（人） 
医師事務作業補助者数（人） 
実習生受入件数 

 

 

３ 安全で信頼される医療の提供  

(1)医療安全管理及び感染対策の徹底 

 

（医療安全管理） 

 

 ・医療事故を防止するため、医療安全対策を徹底するとともに、透明性の

確保に努め、安全で質の高い医療を継続して提供する。 

⇒インシデント報告の推奨を行い、報告する文化の浸透・定着を目指し、

部署の偏りを是正する。 

⇒インシデント報告内容の分析を行い、再発防止のための対策立案、実
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践・評価・改善に取り組む。 

⇒各部署に配置されるリスクマネージャーの育成に努め、各々の部署で

医療安全活動を展開することで環境改善を図り、医療安全文化を醸成

する。 

⇒医療安全に関わる加算の継続及び質の向上を図る。 

⇒医療安全管理室の人的強化を行う。 

 （院内感染管理） 

・平時から院内感染防止に関する職員教育を徹底し、新たな感染症に対応可

能な体制を構築する。 

⇒院内感染対策チームを中心に情報の一元化を図り、職員間の情報共有

や初動体制を強化し感染拡大防止に努め、医療崩壊を阻止する。 

⇒所轄保健所・医師会・近隣医療機関・市役所等と連携し、地域中核医

療機関として感染症対策のリーダーシップを発揮する。 

⇒院内感染対策室の人的強化を行う。 

 

活動指標 

インシデント報告数 
ヒヤリハット報告割合 
患者相談件数 
医療安全研修回数/参加率（％） 
医療安全活動指導員数（人） 
感染症対策研修会回数/参加率（％） 
連携強化加算医療機関数 
外来感染対策向上加算に係るカンファレンス参加医療機関数 

(2)患者とともに進める医療の推進とサービスの向上  

・患者の望む医療やケアの提供を行うため、職員の接遇の向上に努める。ま

た、アドバンスケアプランニング（ACP）等も活用し、多職種の医療スタッ

フが連携する「チーム医療」体制の維持に努め、さらにデジタルトランス

フォーメーション（医療 DX）に対応し、患者の利便性に繋がる院内環境の

整備を行う。 

 （患者中心の医療） 

・複合的で多様化する医療相談・支援に対応する。 

・メディエーター・重症患者対応メディエーターの介入を行い患者・家族

との対話の促進・サポートを充実させる。 

 ・ACP 普及に積極的に取り組む。 

 （快適な医療環境の充実） 
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 ・国が主導する医療 DX に対応し、医療サービスの効率化と質の向上を図る。 

    ⇒オンライン資格確認の定着、電子処方箋の導入 

 ・医療 DX の実現に向けた取り組みを推進する。 

    ⇒全国医療情報プラットフォームの創設、電子カルテ情報の標準化、診

療報酬改定 DX 等への対応促進 

・外来待ち時間短縮へ取り組みを進める。 

    ⇒予約システムの見直し、外来患者数適正化、待ち時間を快適に過ごせ

る環境を整備 

 （患者満足度向上） 

 ・職員全員が患者に寄り添うことを第一に考えたサービスの実践に努める。 

 ・入院、外来患者満足度調査の IT 化を進める。 

 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

相談窓口での 
医療相談件数 

1,800件 1,655件 

入退院支援件数 3,800件 3,638件 

 

活動指標 

患者満足度調査集計結果のホームページでの公表 
患者サービス向上委員会だよりの発行回数 
接遇研修会の実施回数 
重症患者対応メディエーター件数 

 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 自律性・機動性・透明性の高い組織運営 

(1)組織マネジメントの強化 

・病院運営方針を明確にし、PDCA サイクルを有効に活用することにより、目

標達成に向けた変革を志向する組織風土の醸成を継続していく。 

⇒ICT を活用し DPC データや収支状況などの経営情報をわかりやすくタ

イムリーに提供し、戦略構築に活かすとともに、職員全体の経営参加を促

進する。 

⇒BSC（バランス・スコアカード）により病院運営方針を職員に浸透させ、

目標管理制度による PDCA サイクルを有効に活用し、年度計画の着実な

達成を図る。 

⇒コミュニケーションスキル「コーチング」を着実に継続し、人的スキル向
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上を図ることで病院全体の組織マネジメントを強化する。 

⇒IT を活用した定型業務やシステム間のデータ連携の自動化とともに、AI

技術を組み合わせた非定型業務の自動化やデータ分析を進め、業務効率

化を図る。 

 

活動指標 

コーチングプロジェクト参加職員数 

 

(2） コンプライアンスの徹底 

・関係法令を遵守し、行動規範と職員倫理の意識高揚に努める。また、個人情

報の保護や情報セキュリティ対策を適切に実施するとともに、情報公開や

内部通報制度を適切に運用し、組織全体の透明性を確保する。 

⇒内部監査制度を確立し、内部統制・監査室による業務監査を行い、法令・

規程への規範意識および職員倫理意識を醸成する。 

⇒内部通報制度を適切に運用し、法人の自浄作用能力を高める。 

⇒内部統制システムの確立及び強化のために定められる「内部統制に関

する基本方針規程」の全項目を達成する。 

⇒個人情報保護に関する啓発活動や体制整備を通して職員の規範意識を

高めることで、個人情報の漏洩数を減少させる。 

⇒情報公開を推進していく。 

⇒医療情報システムの安全管理に関するガイドライン第 6 版に準じて既

存の安全管理体制を見直すとともに、職員の IT セキュリティリテラシ

ーの向上を目的に研修会を実施する。 

 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

個人情報関連 
インシデント件数 18件以下 37件 

 

活動指標 

内部監査実施回数 
内部通報受理件数 
コンプライアンス研修参加者数 
情報公開件数 

 

 

２ 働きやすく、やりがいのある病院づくり 

（１）職員のモチベーションアップへの取組の充実 

・やりがいをもって取り組める職場環境を確保し、職員の能力が十分に発揮で
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き、職員の満足度を高める組織づくり・制度づくりに取り組む。また職員の

健康維持・増進を図り、福利厚生制度を充実させ、安心して働けるための環

境整備を図る。 

⇒人事評価について、評価基準、実施方法等の検討を行うとともに、評価

者のスキルを向上させ、公平な人事評価を実現する。 

⇒社会情勢の変化に対応するため給与制度の見直しを適宜行う。 

⇒定期的な職員満足度調査や院内ラウンドの実施により、職員の要望等を

把握し、適切な措置を講じる。 

⇒健康で安心して働ける職場を維持するため、人間ドック受診、禁煙外来

への助成等を実施し職員の健康維持・増進を図る。 

⇒院内保育園の利用促進、メンタルヘルスサポート、福利厚生事業の充実

などにより、満足度の高い職場への環境整備を図る。 

 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

職員満足度（満足
と答えた割合） 

70.0% 61.6% 

 

活動指標 

仕事にやりがいや誇りを感じると答えた割合（％） 
システミックコーチング（院内コーチ・SH）人数（人） 
健康診断・人間ドック受診率（％） 
喫煙率（％） 
共済会イベントの参加人数充足率（％） 

 

(2） 働き方改革への対応 

・職員の意識改革を行いながら、DX を促進し、業務を明確化させ、より効率

的、総合的な管理を行うとともに、職員の離職率を下げる職場環境の整備

に努める。 

⇒出退勤システムにより労働時間の適正管理を行う。 

⇒変形労働時間制やフレックス制度を活用し、多様な働き方に柔軟に対応

できる勤務制度を構築する。 

⇒様々な子育て支援制度や休暇制度、院内保育園や病児保育等の整備によ

り、ライフイベントや家族を支える職員への支援の仕組みを構築する。 

⇒医師・看護師の負担軽減のためタスクシェア・タスクシフティングの計

画・検証の実施を行う。 

⇒AI や RPA 等の DX の導入によって定型業務の時間を削減し、より専門性

の高い業務に集中できる時間を増やし、モチベーションアップに繋げる。 
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活動指標 

院内保育園利用者数（人） 
育児休業取得割合（％） 
育児短時間勤務者数（人） 
育児部分休業利用勤務者（人） 
長時間勤務実績 

医師職（時間/月/人） 
看護職（時間/月/人） 
医療技術職（時間/月/人） 
事務職（時間/月/人） 

年次有給休暇取得率（％） 
特定行為研修修了者数（人） 
医師事務作業補助者数（人） 
長時間勤務者の面接指導相談件数（医師・その他（人）） 
業務効率化を目的にRPAの導入開発を進めていく（導入件数） 

 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

１ 経営基盤の維持と経営機能の安定化  

・別館事業の早期実現により、一層の経営機能の強化を図ることで令和 10 年

事業年度における収支均衡を達成する｡ 

⇒医療動向や外的環境の変化を的確に把握し、地方独立法人の特性を十分

に生かした機動的で柔軟な意思決定により迅速な対応を実践する。 

⇒物価上昇に加え別館建設に伴う初期投資負担による経営コストのさらな

る増加が見込まれる環境下、計画期間中の資金収支黒字確保による財務

基盤の維持に努める。 

 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

経常収支比率 100.0% 100.9% 

 

活動指標 

自己資本比率（％） 
流動比率（％） 

 

 

2 収益の確保と費用の抑制 

（１） 収益の確保  

・国の医療制度改革や診療報酬改定等、ならびに地域住民の医療ニーズや患

者動向の的確な把握と迅速な対応による収益確保に努める。また、診療単価、

病床稼働率、平均在院日数など収益確保に向けた数値目標の設定と進捗管理

により、目標達成に向け切れ目のない取り組みを行う。 
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⇒地域の医療需要や疾患構成、患者入院経路の変化などの把握と分析に

より、計画期間中を通して高水準の病床稼働率を維持する。 

⇒施設基準の新規取得や診療報酬改定への迅速な対応による診療単価の

向上を図る。 

⇒診療報酬の請求漏れ防止や査定減の極小化に努める。 

 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

病床稼働率（％） 93.0 95.2 
入院診療単価 
（円/人・日） 

75,000 68,333 

外来診療単価 
（円/人・日） 

17,000 15,817 

 

活動指標 

新入院患者数（人） 
平均在院日数（日） 
DPC 期間Ⅱ内退院率（％） 
DPC 評価係数 
診療報酬査定減率（％） 
後発医薬品の数量割合（％） 

(2)費用の適正化 

・急性期病院としての役割を果たすために要するコストを適切にコントロー

ルするべく、診療材料や医薬品等の適切な調達・管理ならびに費用対効果

の検討に努めつつ、医業収支に占める各種費用比率など費用の適正化に向

けた数値目標を設定し、経営状況の分析を随時行う。 

⇒計画期間中のコスト増加は避けられない中、医業収益の伸びと整合性の

ある、適正水準の費用比率を堅持する。 

⇒従来の慣習にとらわれることなく、新たな視点、手法による物品調達費

や経費の適正化に努める。 

⇒新たな人的投資や設備投資については、費用対効果や長期財政計画への

影響などを検討のうえ実施する。 

 

目標指標 令和 10 年度目標値 参考(令和 5 年度実績) 

給与費比率 
/対医業収益（％） 

53.2 53.7 

材料費比率 
/対医業収益（％） 

27.2 25.7 

経費比率 
/対医業収益（％） 

16.0 15.5 

 

活動指標 

地独法の業務運営に関して住民等の負担に帰さられるコスト（円） 
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第５ その他業務運営に関する重要事項 

１ 地域社会への貢献 

（１）地域社会との協働の推進 

・公的医療機関、地域医療支援病院として様々な情報発信媒体を活用し、各種

医療情報の提供を行うことによって地域住民の健康意識高揚の醸成に寄与

するとともに、地域の住民ボランティアも活用し「人が集まる病院」を目指

す。 

 （ボランティアとの協働によるサービスの向上） 

・患者が安心して受診できるよう小山市近郊の住民が活躍できる院内ボラン

ティアを募集し、積極的に活用する。 

・ボランティアの温かい気持ち等を提供いただき、患者に寄り添った活動を

目指す。 

・活動を通して「奉仕することの喜び」、「患者からいただく活力」をボラン

ティア自身が感じられる環境を整備する。 

 （住民意識の啓発活動） 

 ・「健康都市おやま」を掲げる小山市との連携事業、出前講座、市民公開講座

を通じて、地域住民の健康増進と、ACP や救急をはじめとした医療への向

き合い方を涵養させていく。 

 ・情報発信の効果の検証を行うことで、情報発信の精度を高めていく。 

 

活動指標 

ボランティア登録人数 
情報発信の効果検証回数 

 

(2)市政策への協力 

・小山市の地域医療を守り育てる条例(平成 26 年 9 月 29 日条例第 26 号)第

6 条 3 項に規定する法人の責務を踏まえ､今後も市施策や市事業に対し､積

極的に協力する｡ 

  ⇒小山市が実施する健康の保持増進のための施策に積極的に協力する。 

  ⇒小山市の地域医療を守り育てるための施策に積極的に協力する。 

 

活動指標 

おやま地域医療健康大学、命の授業等への講師派遣人数 
小山の地域医療を考える市民会議への参加回数 
地域完結型医療を育てる会「ポットラックカンファレンス」活動回数 
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第６ その他業務運営に関する重要事項を達成するために取るべき措置 

小山市地域医療推進基本計画の新小山市民病院に課せられた数多くの各種

施策の達成を目標に努力する。 
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第７ 予算、収支計画及び資金計画                 

1 予算（令和７年度から令和１０年度まで） 

（百万円） 

区分 金額 

収入 

 営業収益 

   医業収益 

   運営費負担金 

   その他営業収益 

 営業外収益 

   運営費負担金 

   その他営業外収益 

 資本収入 

   運営費負担金 

   長期借入金 

   その他資本収入 

 その他の収入 

   計 

 

４４，８７８ 

４３，１４６ 

１，４８８ 

２４４ 

１，４２１ 

１，１０６ 

３１５ 

３，２０８ 

０ 

３，２００ 

８ 

０ 

４９，５０７ 

支出 

 営業費用 

   医業費用 

     給与費 

     材料費 

     経費等 

   一般管理費 

 営業外費用 

 資本支出 

   建設改良費 

   償還金 

   その他資本支出 

 その他の支出 

   計 

 

４２，６３４ 

４０，６２4 

２０，８４１ 

１２，６３０ 

７，１５２ 

２，０１１ 

３７７ 

６，０６９ 

３，６０７ 

２，３４２ 

１２０ 

０ 

４９，０８０ 

（注１）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計が一

致しないものがある。 

（注２）期間中の診療報酬の改定、給与改定及び物価の変動は考慮していない。 

【人件費の見積】 

総額２２，８５２百万円を支出する。この額は、法人の役職員に係る報酬、
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基本給、諸手当、法 

定福利費及び退職手当の額に相当するものである。 

【運営費負担金の見積】 

運営費負担金については、総務省が発出する「地方公営企業繰出金について」

（総務省自治財政局長通知）に準じ算定した額とする。 

なお、建設改良費及び償還金に充当される運営費負担金については、経常

費助成とする。 

２ 収支計画（令和７年度から令和１０年度まで） 

                                              （百万円） 

区分 金額 

収入の部 

 営業収益 

   医業収益 

   運営費負担金収益 

   補助金等収益 

   資産見返補助金戻入 

 営業外収益 

   運営費負担金収益 

   その他営業外収益 

 臨時収益 

４６，６５７ 

４５，２５９ 

４２，８８８ 

１，４８８ 

２４４ 

６３９ 

１，３９８ 

１，１０６ 

２９２ 

０ 

支出の部 

 営業費用 

   医業費用 

     給与費 

     材料費 

     経費等 

     減価償却費 

   一般管理費 

 営業外費用 

 臨時損失 

４６，８３５ 

４４，３９０ 

４２，３５９ 

２０，８７２ 

１１，４８３ 

６，８０９ 

３，１９５ 

２，０３１ 

２，４４５ 

０ 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

▲１７７ 

０ 

▲１７７ 

（注１） 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と

一致しないものがある。 
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3 資金計画（令和７年度から令和１０年度まで） 

（百万円） 

区分 金額 

資金収入 

 業務活動による収入 

   診療業務による収入 

   運営費負担金による収入 

   補助金等による収入 

   その他の業務活動による収入 

 投資活動による収入 

   運営費負担金による収入 

 財務活動による収入 

   長期借入による収入 

   短期借入金による収入 

   その他の財務活動による収入 

令和６年度からの繰越金 

５５，８３６ 

４６，２９９ 

４３，１４６ 

２，５９４ 

２４４ 

３１５ 

０ 

０ 

４，５６７ 

３，２００ 

１，３５９ 

８ 

４，９７０ 

資金支出 

 業務活動による支出 

   給与費支出 

   材料費支出 

   その他の業務活動による支出 

 投資活動による支出 

   固定資産の取得による支出 

   その他の投資活動による支出 

 財務活動による支出 

   長期借入金等の返済による支出 

   短期借入金の返済による支出 

   その他の財務活動による支出 

５０，４３９ 

４３，０１１ 

２２，８５２ 

１２，６３０ 

７，５２９ 

３，７２７ 

３，６０７ 

１２０ 

３，７０１ 

２，３４２ 

１，３５９ 

０ 

次期中期目標の期間への繰越金 ５，３９７ 

（注１） 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と

一致しないものがある。 

（注２） 短期借入金による収入及び返済による支出は、栃木県公的医療機関

等整備資金貸付金である。 

第８ 短期借入金の限度額                     

１ 限度額 

  １，０００百万円とする。 
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２ 想定される短期借入金の発生事由 

(1) 賞与支給による一時的な資金不足や予定外の退職者の発生に伴う退職

手当の支給など偶発的な出費への対応 

(2) 栃木県公的医療機関等整備資金貸付金の借入 

 

 

第９ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

無し 

 

第１０ 剰余金の使途                        

毎事業年度の決算において剰余が生じた場合は、病院施設・設備の整備・

改修、医療機器等の購入、長期借入金の償還、人材確保事業及び人材育成事

業等、将来の資金需要に対応するため預金等に充てる。 

 

 

第１１ 料金に関する事項                        

１ 診療料等 

理事長は、使用料及び手数料として、次に掲げる額を徴収する。 

(1) 健康保険法(大正１１年法律第７０号)第７６条第２項(同法第１４９条

において準用する場合を含む)及び高齢者の医療の確保に関する法律(昭和

５７年法律第８０号)第７１条第１項の規定に基づく方法により算定した

額。 

(2) 健康保険法第８５条第２項及び第８５条の２第２項(これらの規定を同 

法第１４９条において準用する場合を含む)並びに高齢者の医療の確保に

関する法律第７４条第２項の規定に基づく基準により算定した額。 

(3) (1)、(2)以外のものについては、別に理事長が定める額。 

２ 料金の減免 

理事長は、特別の理由があると認めるときは、料金の全部又は一部を減免す

ることができる。 

３ 料金の返還 

既に納めた料金については、返還しない。ただし、理事長が特別の理由があ

ると認めるときは、この限りでない。 
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第１２ 地方独立行政法人新小山市民病院の業務運営等に関する規則（平成２

５年小山市規則第８号）に定める事項            

１ 施設及び設備に関する計画（令和７年度から令和１０年度まで） 

（百万円） 

施設及び設備の内容 予定額 財源 

病院施設、 

医療機器等整備 

総額３，６０７ 小山市長期借入金等 

（注１）金額については、見込みである。 

（注２）各事業年度の小山市長期借入金等の具体的な内容については、各事業

年度の予算編成過程において決定される。 

２ 中期目標の期間を超える債務負担 

長期借入金償還債務(長期リース債務を含む)     

             

（百万円） 

 中期目標期間 

償還額 

次期以降 

償還額 

総債務 

償還額 

長期借入金償還

債務 ２，３４２ ５，９１１ ８，２５３ 

 

３ 積立金の処分に関する計画 

  前期中期目標期間の繰越積立金は、施設の整備、医療機器の購入等に充て

る。 
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議案第３３号 

 

監査委員の選任について 

 

次の者を監査委員に選任したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１９６条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

 監査委員の 小峰
こ み ね

 儀則
よしのり

 氏は令和７年２月１９日付をもって任期満了となる

ため、同氏を再任することについて、地方自治法第１９６条第１項の規定により、

議会の同意を求めるため、提案するものである。 

 

 

 

氏   名 住       所 生 年 月 日 

小峰 儀則 小山市大字今里３３８番地 昭和３２年５月２７日 
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議案第３４号 

 

教育委員会委員の任命について 

 

次の者を教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、議会の同意を求

める。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

 教育委員会委員の 奥中
おくなか

 栄二
え い じ

 氏は、令和７年３月３１日をもって任期満了と

なるので、同氏を再任することについて、議会の同意を求めるため、提案するもの

である。 

 

 

氏    名 住      所 生 年 月 日 

奥中 栄二 小山市大字羽川１４７番地１９ 昭和２３年３月３１日 
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議案第３５号 

 

固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

次の者を固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）第４２３条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

 

令和７年２月１２日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

 固定資産評価審査委員会委員の 小川
お が わ

 浩
ひろし

 氏は令和７年３月１６日をもって任期

満了となるため、同氏を再任することについて、地方税法第４２３条第３項の規定によ

り、議会の同意を求めるため、提案するものである。 

 

 

氏    名 住      所 生 年 月 日 

小川 浩 小山市大字鏡９４６番地 昭和３１年１２月３１日 
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報告第１号 

 

   専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第２項の規定により、これを報告する。 

 

 

令和７年２月１２日提出 

 

 

小山市長 浅 野 正 富  
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専決第２３号 

 

専  決  処  分  書 

 

道路管理の瑕疵による車両損傷事故に対し、損害賠償の額を定め和解することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次

のとおり専決処分する。 

 

令和６年１２月１１日 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

１ 事故発生日時  令和６年１１月４日（月）午後６時３０分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字東野田２３４２番地１０ 地先 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

           ＠＠＠＠＠ 

４ 事故発生状況  市道管理の瑕疵により、通行中の車両を損傷させた。 

５ 損害賠償額   １９，６３５円 

６ 和解の条件   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第２４号 

 

専  決  処  分  書 

 

道路管理の瑕疵による車両損傷事故に対し、損害賠償の額を定め和解することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次

のとおり専決処分する。 

 

令和７年１月１５日 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

１ 事故発生日時  令和６年１０月１３日（日）午後６時００分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字犬塚８番地２ 地先 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

           ＠＠＠＠＠ 

４ 事故発生状況  市道管理の瑕疵により、通行中の車両を損傷させた。 

５ 損害賠償額   ２，９１３円 

６ 和解の条件   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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報告第２号 

 

   専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第２項の規定により、これを報告する。 

 

 

令和７年２月１２日提出 

 

 

小山市長 浅 野 正 富  
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専決第２１号 

専  決  処  分  書 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

令和６年１１月２２日 

小山市長 浅 野 正 富 

１ 事故発生日時  令和５年１１月１４日（火） 午前１０時１０分頃 

２ 事故発生場所 小山市大字渋井８２７番地１ 地先 

島田橋東側交差点 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠＠＠＠ 

４ 事故発生状況 交差点で停車中に、交差点に進入してきた大型車に進路を

譲るために後進したところ、停車中の相手方車両と接触し、

損害を与えた。 

５ 損害賠償額 １０３，６４２円 

６ 承諾の内容 市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第２２号 

専  決  処  分  書 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

令和６年１１月２６日 

小山市長 浅 野 正 富 

１ 事故発生日時  令和６年３月２９日（金） 午後３時３０分頃 

２ 事故発生場所 小山市大字立木６３６番地２ 地先 

ファミリーマート上立木店 駐車場

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠＠＠＠ 

４ 事故発生状況 駐車場内走行中に、後退してきた相手方車両に接触された。 

５ 損害賠償額  市     ３４，２００円 

（相手方  ２３６，８８３円） 

６ 承諾の内容 双方の損害賠償額を相殺し、相手方は市に２０２，６８３円

を支払い、今後この事件に関して双方とも何ら異議を申し立

てない。 
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